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INTERACTION BUCKL川G STRENGTH OF TH川-WALLED H-SECT川N COLUMNS

by

Toshitaka YAMAO

ABSTRACT

This dissertation presents the theoretical and experimental study concerning

the interaction behavior of the local and overall buckling of welded thin-walled

H-section columns Brief description on each chapter is given below :

Chapter 1 : The problem and review of previous investigations on the

interaction buckli□g is described.

Chapter 2 : ^n incremental equilibrium equations for a hearn-column with

arbitrary open cross sections is derived in a stiffness matrix form by using a

moving element COOrdi□ate system and an incremental variational principle.

Yielding of the material is judged as a bトaxial stress problem under normal and

shear stresses by
using the flow theory of plasticity assosiated with Yon Mi§es

yield criterion. Validity and efficiency of the present method are shown by

illusrative examples.

Chapter 3 : This chapter describes the development of a finite element

method which enables to analyze a large displacement elasto-plastic behavior of

plate structures which fail by local instability. The plate element used in this

method is the ordinary plannar triangluar element. The in-plane flexural stiff-

ness of the component plates is taken into account using a technique based on

the micropolar theory to avoid the singularity of the global stiffness matrix.

Since a large portion of the displacement in the postbuckling behavior of the

plate element is caused by a rigid
body displacement, the nodal forces are caト

culated by
effective displacements which are determined by subtracting the rigid

body displacement from the total one. Validity and efficiency of present method

ate COnfirmed.
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Chapter 4 : A finite element technique which enables to connect plate

e一ements with a beam element is developed to analyze large displacement problems

of elasto-p一astic thin-wal`1ed beam-columns. The stiffness matrix is derived by

using multipoint constraints technique at the couplipg nodal point. Numerical

results of the present method are cornpared with the exact solutions and experi-

mental results.

Chapter 5 : Ultimate strength behaviors of elasto-plastic thin-wailed H-

section stub-columns are studied experimentally and theoretically. Seven speci-

mens with various width-to-thickness ratio of the component plates of the cross

section are tested under uni-axial compression. The test results are compared

with the resu一ts of nonlinear analysis by the developed finite element method.

Validity and efficiency of the present method are shown. Based on the test

results, an interaction formula for predicting the ultimate strength. of lト

section stub-column under axial与OmPreSSion is proposed.

Chapter 6 : The interaction behavior of the local and overall buckling of

welded thin-wailed HISeCtion columns are studied experimentally. A total of 13

specimens with various slenderness ratios and width-to-thickness ratios of the

component p一ates are tested under axial compression. The AISC form factor method

for predicting the ultimate strength of H-sectiM COlumns is revised for those

composed of plates with large width-to-thickness ratios. The predicti〇ns of the

revised method are found to give fairly accurate results for the columns tested.

Chapter 7 : Based on the analytical and experimental stduy, an design

formula of the local and overall i□teractio□ strengtb of compression members is

proposed. The applicability of the formula is examined in comparison with the

numerical results.

Chapter 8 : The conclusions obtained from chapters 2 through 7 are

summarized
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第1章 序 論

1.1 緒 言

近年､構造物の大型化や溶接技術の進歩あるいは高張力鋼等の使用により部材の薄肉化

が促進されつつあるが､鋼構造物の終局状態での挙動や強度を求めることができるならば､

終局状態を基準にした合理的な設計が可能となる｡また､それは経済的な設計にもつなが

るであろう｡通常､鋼構造部材に使用されるⅠ形はりや､はり一往では横ねじれ座屈強度

が､圧縮や圧縮と曲げを受ける柱では部材の全体座屈が問題となる｡さらにそれを構成す

る板要素の局部座屈も考慮しなければならない｡

鋼圧縮部材あるいは曲げ部材を設計する場合､局部座屈を生じないよう設計するのが合

理的である｡なぜなら､現実の鋼構造物において､特に柱などでは､初期たわみおよび溶

接残留応力の初期不整や荷重の偏心が必ず存在するので､一薄い板要素で部材を構成すると,

荷重の小さいうちから曲げ変形を生じて､部材としての全体的な座屈を生じる前に構成板

要素が面外変形をおこし､全体の耐荷力を低下させることになるからである｡そこで､部

材を構成する板要素の板厚は､局部座屈が降伏点応力度まで生じないような板厚としてき

たわけである｡しかしながら､交番応力として小さな圧縮応力を受ける部材､もしくは架

設時のみに小さな圧縮応力を受ける部材において､鋼材の降伏点応力度まで局部座屈を生

じないような板厚を用いることは不必要に厚い板を使用することになり､時には不経済な

設計になると思われる｡

現道路橋示方書1)では降伏点応力度以下での局部座屈の発生を考慮した許容応力度式が

採用されており､比較的幅厚比の大きい板要素の使用が認められている｡しかし､局部座

屈を考慮した部材の許容応力度つまり耐荷力をどのように評価するかが問題となる｡幅厚

比が大きい板要素で構成される薄肉構造物が圧縮や圧縮と曲げを受ける場合､部材の全体

座屈と構成板要素の局部座屈の達成座屈を生じる｡特に､幅厚比が大きい両校単純支持板

の荷重変形挙動の場合､最大強度に達した後強度が急激に低下し､幅厚比の小さい板要素

に比べてねばりがないといわれている｡さらに､実構造物では板要素が単一に使用される

ことはなく､必ず複数で構成されており,構成板要素相互の局部変形挙動も全体強度に影

響すると考えられる｡そして､構成板要素の幅厚比の組合せによっても､達成座屈挙動は

非常に複雑なものとなると考えられる｡このように､幅厚比が大きい板要素で構成される
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部材の耐荷力や達成座屈後の挙動等についてほ未解決な問題点も多く､ここに理論的･実

験的研究の必要性があると思われる｡また､高弓長力鋼材の使用においては､幅厚比ほ相当

小さく制限され断面の薄肉化が妨げられており､高弓長力鋼の有効な利用のためにも必要と

考えられる｡以上のことから､初期たわみや残留応力等の初期不整が存在するH形断面鋼

部材の達成座屈挙動を正確に解析する手法を開発し､達成座屈強度に関する厳密な評価式

を確立することは重要な問題であると考える｡

本研究では､まず､薄肉開断面部材の三次元有限変位弾塑性解析法の定式化と三角形板

要素の有限変位弾塑性解析法の定式化を示し､それぞれの解析方法の妥当性を検討をする｡

そして､局部座屈を考慮して全体構造を解析するために､はり要素と板要素を結合一体化

する手法を述べ､要素の分割方法や結合位置について検討する｡また､構成板要素相互の

局部変形挙動と耐荷力及び達成座屈耐荷力の算定方法を検討するため､幅厚比を組合せた

H形断面短柱の耐荷力実験を行ない､さらに､部材の全体座屈と板要素の局部座屈の達成

座屈挙動及び耐荷力を調べるため､細長比と幅厚比を組合せた溶接H形鋼柱の達成座屈実

験を行なう｡実験結果と解析結果の比較検討を行ない､さらにパラメータ解析の結果をふ

まえて中心軸圧縮を受けるH形断面鋼柱の設計強度式を提案し､その妥当性を検証する｡

1.2 達成座屈に関する既往の研究

本節では､はり､柱の全体曲一げ座屈と構成板要素の局部座屈のいわゆる達成座屈に関す

る既往の研究を述べる｡まず､はり､柱の座屈及び板の座屈に関して簡単に述べる｡なお､

本論文に密接な関係のある文献については各章で示す｡

柱の座屈問題は､ 1744年にEuler8)が最初に研究し､柱の座屈強度に関する研究を発表

したのほ1759年のことである｡ Eulerは座屈強度を弾性範囲内で取り扱っていた｡そして､

100年以上後の1889年にEngesserが非弾性座屈強度に関する接線係数理論9)を発表し､さ

らに数年後に等価係数理論]0)を発表している.この等価係数理論から得られる荷重が正し

い座屈荷重と考えられていたが､実験値は接線係数理論によく一致するという矛盾が生じ､

1947年のShanley‖)の論文が発表されるまで解決されなかった｡接線係数理論による座屈

荷重は下限値であり､等価係数理論から得られる座屈荷重は上限値を与え､実際の柱の座

屈荷重はその中問にあることがわかった｡更に､ 1950年頃から柱の座屈強度に初期たわみ

や残留応力などの初期不整あるいは荷重の偏心が大きく影響することが認識され出した｡
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特に､米国Lehigh大学を中心に数多くの柱の実験が行なわれ､残留応力が耐荷力に大きく

影響することが明らかにされた12)｡さらに､ヨーロッパ鋼構造協会連合(ECCS)6)の第8委

員会により多量の中心軸圧縮座屈実験と解析が行なわれ､その結果3本の座屈曲線が得ら

れた｡

はりの曲げねじれ座屈の理論解がPrandtl13)ぉよびMichell14)により発表されたのは1899

年のことである｡そしてTimoshenko15)･16)は2軸対称I形ばりの基礎微分方程式を求め､

エネルギー法により解を求めている｡これ以後､鋼はりの弾性及び弾塑性挙動に関して数

多くの理論的･実験的研究が行なわれ､種々の荷重条件や支持条件､初期不整および種々

の断面形状について解析されて設計のための資料が得られている18)～22)o さらに､有限要

素法とコンピュータの発達により､部材の終局強度を材料学的非線形性と幾何学的非線形

性の両者を考慮した解析が可能となり､多くの研究者により複雑なはりや柱の非線形問題

の理論解析および実験も行なわれている24)～32) 0

板の座屈強度に関して理論的に取り扱ったのは1891年にBryan33)が最初で､一方向の等

分布圧縮応力を受ける周辺単純支持板の座屈問題を解析したo 1924年にBleich34)は､塑性

域にまで板の座屈問題を拡弓長して取り扱った｡また､ Timoshenko35)も同様な考えで行なっ

ている｡さらに､ 1925年ごろから多次元応力状態に関する塑性理論の研究が盛んになり､

その成果が塑性域の板の座屈解析にも取り入れられるようになった｡つまり､ Henky-

Nadaiに代表される塑性変形理論とPrandtトReussに代表される塑性流れ理論である｡解析

と実験により板の座屈強度にほ､柱の座屈の場合以上に初期たわみや残留応力の存在が大

きく影響することも明らかにされた36)～38)｡幅厚比が大きい板は降伏点応力度より小さな

応力で座屈を生じるが,支持側辺部の最大応力が降伏点応力度に達するまで強度を保つい

わゆる後座屈強度がある｡この後座屈強度を有効幅の概念を用いて最初に評価したのほ

Yon K孟rma'nら39)である.板の座屈後の挙動については､有限変位理論により多くの研究者

によって解析されてきた45)～47) o 一方､解析的な方法でなく近似的に板の極限強度を求め･

たのはKa'rma'nらであり､実験を基にして圧縮板の極限強度における有効幅を近似的に求め

たo さらに､ Winter40)は実験結果に基づき有効幅公式を提案しているo これはAISI3)の軽

量形鋼の規定となっている｡また､ Dwight4t)らも有効幅公式を提案している｡しかし､圧

縮板の極限強度に及ばす初期不整や非線形挙動の影響等を総合的に研究する必要が生じて

きたが､これは有限要素法の発達と大型計算機の進歩により解析が可能となり､圧縮板の

複雑な非線形挙動解析の研究が行なわれるようになった48)～SS)｡しかし､これらの研究の

多くは単一部材に対する解析が主であった｡板要素で立体構成した場合の達成局部座屈挙
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動に関する解析的研究としては､たとえば､固有値問題としての局部座屈強度に関する研

究54)～57)
､塑性解析法により局部座屈後の変形挙動を扱った研究58)～61)等があるo

最近では､

この達成局部座屈挙動を厳密に解析する有限要素法を使用して解析が行なわれるようにな

り､宇佐美ら62)､中井ら63)の研究は箱形断面を対象に､また､ H形断面を対象にした解析

は藤本ら64)､吉田ら65)､鈴木ら66)･67)の研究があるo いずれの解析法においても計算機を

用いて厳密に挙動を解析するには､多くの記憶容量や演算時間を必要としているのが現状

である｡

達成座屈に関する研究としては､ 1952年に81eich68)がT形捕剛材の曲げねじり座屈をウ

ェブの変形を考慮して~行なっている｡また､ Goldbergら69)は桁の断面変形を考慮した座屈

解析を､また､弾性固有値問題として有限要素法あるいは有限帯板法を用いてⅠ形ばりの

横座屈及びねじり座屈と局部座屈の達成を解析した研究70)～72)
､さらに弾塑性域まで拡張

して達成座屈を解析した研究73)･74)等がある｡解析法とは別に現在までに種々の近似解法

も提案されている｡まず､板要素の後座屈強度を近似的に求めるためyon Ka'rm左nにより導

入された有効幅理論を用いた解析法で､箱形やH形断面の冷間加工鋼部材の達成座屈強度

を解析したWang75)､ skaloud76)､ winterら77)､ nancock78)等の研究がある.この方法では計

算は簡単であるが最大荷重後の変形挙動は或められない｡つぎに､ Little79)によって提案

された手法で､圧縮板要素の非弾性解析より断面の曲げモ-メントー軸カー曲率曲線を求

め､さらにそれを部材方向に積分して解析する方法で､伊藤96)､宇佐美ら62)･91)､中井ら

63)の研究がある｡なお､吉田ら65)は､立体構造を板要素のみで解析するため応力仮定の板

要素を誘導して解析している｡しかし､複雑な構造物全体を対象に板要素のみで解析する

こと､現在の計算機事情では計算時間や記憶容量が膨大なもとなり､経済的にも困難であ

るのが現状である｡また､本研究と同様な解析手法を用いている和田らg2)の研究がある｡

一方､実験的研究としては､箱形断面や二つの帝形材を弓長り合わせたⅠ形断面にした冷

間加工鋼部材ついて実験が多く行なわれており､ AISCの設計規定に取り入れられている2) ｡

たとえば､ Skaloudら82)､ Graves Snith83)､ DeWolfら84)､ Brahamら85)等は箱形断面につい

ての実験であり､ Kalyanaramanら77)は､二つ溝形材を弓長り合わせたⅠ形断面の柱とはりの

達成座屈の実験を行なっている.また､溶接箱形断面部材に関しては､まず､ Kl岩ppelら

86)､
Ingvarsson87)の中心軸および偏心圧縮を受ける柱の実験､宇佐美ら88)～go)の溶接箱形

断面柱が中心軸および偏心圧縮の実験がある｡さらに､宇佐美らは達成座屈が生じる部材

の設計式を提案しているo また､山尾ら105)も溶接長方形断面柱が中心軸圧縮を受ける場

合について､幅厚比と細長比を変化させて達成座屈の実験を行なっている｡

-4
-



また､鋼構造物の圧縮部材の設計において､我国のみならずアメリカや西ドイツ等でも

降伏点応力度以下での局部座屈の発生を考慮した許容応力度式を採用している｡

1.3 本論文の目的と構成

本論文は薄肉鋼構造物が圧縮および圧縮と曲げを受ける場合､曲げによる全体座屈と構

成板要素の局部座屈の達成座屈挙動及び耐荷力について､局部座屈を考慮した全体構造の

解析手法の開発､ H形断面部材を用いた局部座屈実験と達成座屈実験による現象や挙動の

把握､および実験結果と解析結果との比較検討､考察を行なっている｡さらに､達成座屈

強度の簡易算定方法を提示するものである｡各章の内容は次のようである｡

第2章は､任意形状の薄肉開断面部材の三次元有限変位弾塑性解析法の定式化と解析

方法の妥当性について検討しているo ここでは､ Murray等25)･26)の考え方をさらに拡張し､

断面に固定した一つの任意点に関する方程式を誘導する｡そして移動座標系49)及び増分手

法を使用し､ポテンシャルエネルギー増分の停留姦件によ▲り増分つり合い方程式を導いて

いる｡これは､非弾性材料の応力ーひずみ関係が塑性増分理論によって表わされるように,

非弾性材料の挙動そのものが増分的な性質をもっているので､非弾性挙動を表現する場合

には､増分つり合い方程式によって解析する方が効果的と考えたものである｡数値解析例

を通して本解析怒果と他の理論解析怒果と比較検討し､本解析法の妥当性および有効性に

ついて検討する｡

第3葺は､局部変形を考慮した全体座屈挙動の解析を行なう上で必要な板要素の有限変

位弾塑性解析法の定式化を行なっている｡まず,はり要素と同様に板要素でも変位仮定の

増分理論で定式化する必要から､ここでほ通常のひずみ一定要素に､鈴木ら66)167)が採用

しているmicropolar理論によるmicro変形に対応した面内回転剛性を導入し､一節点6自

由度を有する三角形平板要素としている｡また､板要素の座屈後の大変形挙動のほとんど

は剛体変位であるので､北田ら52)の方法に改良を加えて剛体変位を除去している｡増分つ

り合い方程式は系の全ポテンシャルエネルギー増分の停留条件より誘導する｡板要素の分

割数による解析法の精度や収束性等を他の解析結果と比較検討し､本解析法の妥当性につ

いて検討する｡

第4章は､局部座屈等による断面の変形を考慮して全体構造を解析する手法について述

べている｡まず､構造物を応力度や初期変形が大きく､局部座屈が生じそうな部分は板要

素として細かく分割し､その他の部分ははり要素としてモデル化する｡こうすることによ
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り板要素のみの有限要素解析に比べ､自由度をあまり増やすことなく全体構造の解析が可

能となる｡そして､はり要素と板要素の結合部は変位の適合条件を満足するように､多点

拘束処理の手法]05)を用いて結合部での自由度を一致させるo なお､ここで用いるはり要

素は第2章で誘導した薄肉はり要素であり､板要素は第3章で求めた板要素である｡両要

素を結合した解析方法を用いて薄肉H形断面部材を解析し､板要素部分の要素の分割方法

や結合位置と精度の関係等について理論解や他の解析結果と比較検討し､解析方法の妥当

性について検言寸する｡

第5葺ほ､板要素相互の達成挙動や最大強度特性を明らかにするため､ H形断面短柱の

一様圧縮の局部座屈実験を行なったものであるo 供試体は鋼H形断面でウェブとフランジ

の幅厚比を変化させた7体である｡また､溶接集成による残留応力や初期たわみも測定し､

最大強度や達成挙動に及ぼす影響も調べているo一板要素による有限変位弾塑性解析法を用

いてH形断面短柱全体を板要素に分割して解析し､板要素で立体構成した場合の解析法の

妥当性について実験結果との比較検討を行なっている｡また､ H形断面短柱の最大強度を

ウェブとフランジの達成作用を考慮′した等価幅厚比を用いて推定する方法について検討し

ている｡

第6章は､溶接集成のH形断面を有する鋼柱を供試体に選び､達成座屈挙動や耐荷力特

性を明かにするため板要素の幅厚比および部材の細長比を変化させて耐荷力実験を行なっ

たものである｡また､部材及び板としての初期たわみや溶接残留応力等の初期不整が達成

座屈挙動や耐荷力に及ばす影響を調べているo そして､板要素の達成を考慮した等価幅厚

比により容易にH形断面短柱の長大強度を推定する方法を用いて､鋼柱の達成座屈強度を

合理的に推定する方法を検討している｡さらに､現行の道路橋示万苦に規定されている達

成座屈をする場合の部材の耐荷力評価式を用いて実験法異についての検討も行なっている｡

第7章は､中心軸圧縮を受ける溶接H形断面柱の達成座屈強度についての設計強度式の

提案を行なう｡また､結合解析法を用いてH形断面鋼柱の達成座屈実験の解析を行なって

局部変形が生じる場合の解析法の妥当性を示す｡さらに､幅厚比及び細長比等をパラメー

タに選んでH形断面の短柱及び鋼柱のパラメータ解析を行なう｡そして､提案強度式と耐

荷力解析結果から得られた鋼柱の強度を比較疲訂し､提案式の妥当性について検証する｡

第8章は､結論であり各章の結果をもとに本論文の総括を行なっている｡

-6-



参考文献

1)日本道路協会:道路橋示方書･同解説,1980年2月.

2) AISC : Specifications for the Design, Fabrication and Erection of Struc-

tural Steel for Bui一dings, 1969.

3) AISI : Cold-Formed Steel Design Manual, Pt. I I Specification, 1968, Pt.V-

Commentary, 1970.

4) Deutscher Ausschuss f'u'r stahlbau(DASt.) : Beulsicherheitsnachweise f'u'r

Platten, DASt-Richtlinie 012, 1978.

5) Standards Association of Australia: SA人 Cold-Formed Steel Structures Code,

AS1538, 1974.

6) European Convention for Constructional Steelwork : Introductory Report,

2口d, Ⅰ□ternational Colloquim on Stability of the Structure, Liege, April.

1977.

7) Johnston,B.G. : Guide to Stability Design Criteria for Meta一 Structurest

3rd., ed., John Wiley and Sons, Inc., New York, 1976.

8) Euler,L. : Sur la Force des Colonnes Acadmie Royale.des Sciences et Belles

Lettres de Berlin, Memories, Vol.13, 1759, pp.252.

9) Engesser.ド. : Zeitschrift fiir Architectur und lngenieurwesen, 1889.

10) Engesser.ド : Schweizerische Bauzeitung, Vol.26, 1895.

ll) Shanley,ド.R. : Ineastic Column Theory, J. Aero. Sci., Vol.14, No.5
,May,

1947, pp.261-268.

12) Beedle,L.S. and Tall,L. : Basic Column Stregth, Proc. of ASCE, Vol.86, No.

ST7, July, 1960, pp.139-173.

13) Prandtl,L. : Kipperscheinungen, Doctoral Thesis, Munich, Nov., 1899.

14) Michell,A.G.M. : Elastic Stability of Long Beams under Transverse Forces,

Philosophical Magazine, Vol.48, Sep., 1899.

15) Timoshenko,S.P. : Beams without Lateral Support, Trams. ASCE, Vol.87,

1924.

16) Timoshenko,S.P. and Gere,J.M. : Theory of Elastic Stability, 2nd ed‥

McGraw-Hill, 1961.

- 7 -



17) Vlasov,V.Z. : Thin-Wailed Elastic Beams, 2nd ed.. Israel Program for Scien-

tific Trans一ations, Jerusalem, 1961 (奥村敏恵監訳:薄肉弾性ばりの理論,

技報堂,1967年).

18) Galambos.T.V. : Structural Members and Frames, Pr印tice-Hall, Inc., Engle-

wood Cliffs, ～.J., 1968 (福本噴士･西野文雄共訳.･鋼構造部材と骨組一強度と

設計-,丸善. 1970年).

19) Lee,G.C. : A Survey of the Literature on the Lateral Instability of Beams,

Welding Research Council Bulletin, No.36, Aug., 1960, pp.50-59.

20) Galambos,T.V. : Inelastic Lateral Buckling of Beamst Proc. of ASCE, Vol.89,

No.ST5, Oct., 1963, pp.217-242.

21) Fukumoto,Y. and Galambos,T.V. : Inelastic LateraトTorsio8al Suckling of

Beam-Columns, Proc. of ASCE, Vol.92, No.ST2, April, 1966, pp.4ト61.

22) Barsouh,R.S. and Gallagher,R.H. : Finite Element Analysis of Torsional and

Torsional-Flexural Stability Problems, Int. J. Nun. Meth. En岩.. Vol.2,

No.3, 1970, pp.335-352.

23) Powell,G. and Klinger,R. : Elastic Lateral Buckling of Steel Beams, Proc.

of ASCE, Vol.96, No.ST9, Sep., 1970, pp.1919-1932.

24)結城時喋･前田幸雄:薄肉断面構造の三次元挙動の解析,土木学会論文報告集,

第224号, 1974年4月,pp.67-78.

25) Hurray,D.W. and Rajasekaran,S. : Technique for Formulating Beam Equations,

Proc. of ASCE, Vol.101, No.EM5, Oct., 1975, pp.561-573.

26) Epstein,M. and Hurray,I).W. : Three-Dimensional Large Deformation Analysis

of Thin Wailed Beams, tnt. J. Solids Struct., Vol.12, 1976,

pp. 867-876.

27)藤本盛久･和田 章･岩田 衛･中谷文俊:鋼構造骨組の三次元非線形解析,日本建築学会

論文報告集一第227号, 1975年1月,pp.75-85.

28)前川幸次･吉田 博:鋼Ⅰ形はりの横倒れ安定性の評価方法に関する研究.土木学会論文

報告集,第312号, 1983年3月,pp. 55-63.

29) Yoshida,H. and Maegawa,K. : Lateral Instabi一ity of I-Beams with lnper-

fections, Proc. of ASCE, Vol.110, No.ST8, Aug., 1984, pp.1875-1892.

30) Vinnakota,S. .' Inelastic Stability of Laterally Unsupported ト8eams,

-8-



Computer & Structures, Vol.7, No.3, June, 1977, pp.377-389.

31) Komatsu,S. and Sakimoto,T. : Nonlinear Analysis of Spatial Frames Consist-

ing of Members with Closed Cross-Sections, Proc. of JSCE, No.252, Aug.,

1976, pp. 143-157.

32) Trahair,N.S. : Elastic Stability of Continuous Beans, Proc. of ASCE, Vol.

95, No.ST6, June, 1969, pp.1295-1312.

33) BTyan,G.刀. .･ Dn the Stability of a Plane Plate under Thrust in its own

Piane with Application to the Buckling of the Side of a Ship, Proc.

London Hath. Soc., γol.22, 1B91, pp.54167.

34) Bleich,ド. : Theorie und Berechnung der eisernen Br㍍ucken, Julius Springer,

Berliロ, 1924.

35) Timoshenko,S.P. : Einige StabilitEtsprobleme der Elastizit'a'tstheorie,

Zeitshrift fh'r Mathematik und Physik, 1910.

36) Veda,Y. and Tall,L. : Inelastic Buckling of Plates with Residual Stresses,

Publications, IABSE, Zii'rich, 1967, pp.21ト254.

37) Nishino,ド. and Tall,L. : Residual Stress and Local Buckling Strength of

Steel Columns, Trams. JSCE, No.172, 1969.

38)山本善之:初期たわみを有する柱と板の塑性変形を伴う挫屈,造船協会論文集,

第97号, 1955年5月,pp.57-68.

39) Yon Ka'rma'n,Th., Schechler,E.E. and Donnel,i.H. : The Strength of the

Thin･ Plate in Compression, Traロs. ASCE, 54, 1932, pp.53-56.

40) Winter,G. : Strength of Thin Steel Compression Flanges. Trams., A･SCE,

Vol.112, Paper No.2305, 1947, pp.527-576.

41) Dwight,J.B. and Moxharn,K.E. : Welded Steel Plates in Compression, The

Structural Engineer, Vol.47, No.2, Feb., 1969, pp.49-66.

42)青木徹彦･福本噴士:鋼柱の座屈強度のばらつきにおよばす残留応力分布について,

土木学会論文報告集,第201号,1972年5月,pp.3ト41.

43)藤田 譲･吉田宏一郎･高沢:不整量を有する構造物の強度について-初期境みを

有する柱の圧縮強度-,日本造船学会論文集,第132号,1973年,pp.299-306.
,

44)青木徹彦･福本噴士:溶接H形鋼柱の座屈強度分布について,土木学会論文報告集,

第222号, 1974年2月,pp.37-48.

- 9 -



45) Levy,S. : Bending of Rectangular Plates with Large Deflection ,
NACA,

No.737, 1942.

46) Coan,冗.M. : Large Deflection Theory for Plates with Small Initial Curvature

Loaded in Edge Compression, J. Applied Mech., Vol.18, No.2, June. 1951,

pp. 143-151.

47) Yamaki,～. : Postbuckling Behavior of Rectangular Plates with Initial Curva-

ture Loaded in Edge Compression, J. Applied Mech., Vol.26, No.3, Sep., 1959,

pp.407-414. June, 1960, pp.335-342.

48)川井忠彦･吉村信敏:有限要素法による平板の大たわみ問題の解析,生産研究,

20巻8号, 1968年, pp. 383-387.

49) Hurray,D.W. and Wi一son,E.L. : Finite E一ement Postbuckling Analysis of Thin

Elastic Plates, AIAA J., Vol.7, No.10, Oct‥ 1969, pp.1915-1920.

50)大坪英臣:平板の大たわみ問題の一解析法 一 特に平板の圧縮最終強度.について-,

日本造船学会論文集,第130号,1971年12月,pp.173-182.

51)岡村宏一･吉田公憲:圧縮を受ける長方形鋼板の終局強度,土木学会論文報告集,

第206号,1972年10月,pp.ト11.

52)小松定夫･北田俊行･宮崎清司:残留応力および初期たわみを有する圧縮板の弾塑性

解析,土木学会論文報告集t第244号,1975年12月,pp.1114.

53)上田幸雄･安川 疲･矢尾哲也･池上 博･大南亮一:圧縮を受ける正方形板の最終強度

に関する研究(第1報),日本造船学会論文報告集.第137号,1975年6月,pp.210-221,

(第2報),第140号, 1976年12月,pp.205-209.

54) Akay,H.U., Johnson,C.P. and Will,K.M. : Lateral and Local Buckling of Beams

and Planes, Proc. of ASCE, Vol.103. No.ST9, Sep., 1977, pp.1821-1832.

55) Hancock,G.J. : Local, Distortional, and Lateral Buckling of I-Beams. Proc.

of ASCE, Vol.104, No,STll, Nov‥ 1978, pp.1787-1798.

56) Tien,S.T. and Hang,S.T. : Local Buckling of Beams under Stress Gradient,

Proc. of ASCE, Vol.105, No.ST8, Åug. 1979, pp.157ト1588.

57) Hancock,G.J.. Bradford,M.A. and Trahair,～.S. : Web Distortion and

Flexural-Tortional Buckling, Proc. of ASCE, Vol.106, No.ST7, July.,1

1980, pp.1557-1571.

58) Lay,M.G. : Flange Local Buckling in Wide-Flange Shapes, Proc.of ASCE,

-10-



Vol.91, No.ST6, Dec., 1965, pp.95-116.

59)加藤 勉:面内圧縮を受ける板の塑性破壊について,日本建築学会論文報告集,

第107号, 1965年1月,pp.37-42.

60)田中 尚･高梨晃一:プラスチックヒンジにおけるウェブ幅.フランジ幅の制限に

関する研究(3),日本建築学会論文報告集.第107号.1965年1月.pp.31-36.

61)三谷 勲･牧野 稔･松井千秋:H形鋼柱の局部座屈後の変形性状に関する解析的研究,

日本建築学会論文報告集,第296号,1980年10月,pp.37-47.

62)宇佐美勉･土屋信洋･大谷恭弘･福本噴士:薄板集成短柱の弾塑性有限変位解析,土木

学会論文集,第362号/(ト4), 1985年10月,pp.293-302.

63)中井 博･北田俊行･酒造敏虞:圧縮を受ける薄肉箱形短柱の終局強度特性と終局

強度算定法に関する研究,構造工学論文集,Vol.31A, 1985年3月,pp.65177.

64)藤本盛久･須藤福三･和田 章:繰返し荷重を受ける鋼構造骨組の3次元弾塑性有限変位

解析に関する研究.JSSC第13回マトリックス解析法研究発論文集t1979年6月,

pp. 129-134.

65)吉田 裕･増田陳紀･松田 隆:薄板で構成される立体構造の弾塑性･大変位離散化

要素解析法,土木学会論文報告集一業288号,1979年8月.pp.4ト45.

66)鈴木敏郎･金子洋文:有限要素法による部材構成板要素の座屈及び座屈後挙動の

大変形解析,日本建築学会論文報告集,第316号, 1982年6月,pp.9-17.

67)鈴木敏郎･金子洋文:鋼構造部材構成板要素相互の弾塑性速成局部座屈挙動の解析法,

日本建築学会論文報告集,第323号,1983年1月,pp.23-31.

68) Bleich,ド. :Buckling Strength of Metal Structures, McGrawIHill,1952.

69) Goldberg,E.E., Bogdanoff,J.L. and Glauz,帆D.: Lateral and Torsional Buckl-

ing of Thin-Wailed Beans, Pub. of IA8SE, Vol.24, 1964, pp.91-100.

70) Rajasekaran,S. and Hurray,D.W. : Coupled Local Duckling in Wide-Flange

Beam-Columns, Proc. of ASCE, Vol.99, No.ST6, June, 1973, pp.1003-1023.

71) Mang,S.T., Yost,M.I. and Tien,Y.L. : Lateral 8uckling of Locally Buckled

Beams using Finite Element Techniques, Computer & Structures, Vol.7,

hTo.3, 1977, pp.469-475.

72) Wan岩,S.T. and Pao,H.Y. : TorsionaトFlexural Duckling of Locally Suckled

Columns, Conputer & Structures, Vol.ll, No.1-2, 1980, pp.127-136.

73)吉田 博:H型鋼柱の局部座屈と曲げ座屈の達成座屈強度.土木学会論文報告集.

-ll--



第243号, 1975年11月,pp19-32.

74) Maeda,Y., Hayashi,M. and Arioka,K. : Elasto-Plastic Analysis of Thin-Walled

Structures by Finite Strip Method, Technology Reports of the Osaka Univ.,

Vol.26, No.1334, 1976, pp.605-615.

75) Wan岩,S.T. : Nonlinear Analysis of Local一y Buckled Thin-Wailed Structures,

Proc. Int. Conf. on Conpu. Meth. in Nonlinear Mechanics, Austin, Texas.

1974, pp.809-818.

76) Skaloud,M. and Naprstek.J. : Limit State of Compressed Thin-Wailed Steel

Colunns with regard to the lnteraction between Column and Plate Duckling,

Preliminary Report of Inter. Collo. on Stability of Steel Structures,

Liege, Belgium, April, 1977, pp.405-417.

77) Kalyanaraman,V., Pekoz,T. and Winter,G. : Unstiffened Compression E一ements,

Proc. of ASCE, Vol.103, No.ST9, Sep., 1977. pp.1833-1848.

78) Hancock,G.J. : Interaction Buckling in トSection Colurnns, Proc. of ASCE,

Vol.107, No.STl, Jam., 1981, pp.165-179.

79) Litt一e,G.H. : The Strength of Square Steel Box ColロmnS
- Design Curves and

their Theoretical Basis, The Structural Engineer, Vol.57A, No.2, Feb., 1979,

pp.49-61.

80)藤本盛久･須藤福三･和田 章:局部座屈を考慮したH形鋼部材の座屈解析,日本建築

学会大会学術講演梗概集, 1977年10月.

81)和田 章:繰返し荷重を受ける鋼構造骨組の3次元弾塑性大変形解析に関する研究,

東京工業大学学位論文,1981年5月.

82) Skaloud,M. and Zb'rnerova,M. : Experimental Investigation into the lnter-

action of the Duckling of Compressed Thin Wailed Columns with the 8uckling

of their Plate Elements, ACTA TECHNICA CSAV, No.4, 1970.

83) Graves Smith,T.R. : Local Buckling of Thin-Wailed Columns PartI, The

Ultinate Strength of Locally Buckled Columns of Various Slenderness

Ratios, CIRI^ Research Report, No.12, May, 1968.

84) DeWolf,J.T., Pekoz,T. and Winter,G. : Local and Overall Duckling of Cold-

Formed Members. Proc. of ASCE, Vol.100, No.STIO, act., 1974, pp.2017-2036.

85) 8raham.M, Rondal,J. and "assonnet,C. : Large Size Buckling Tests on Steel

-12-



Columns with Thin-Wailed Rectangular Hollow Sections, paper presented at

lnternational Conference on Thin-Walled Structures, Univ. of Strathclyde,

April, 1979, pp.3-13.

86) Klb'ppel,K., Schmied,R. and Schubert,J. : Die Traglast nittig und auβer-

nittig gedr'u'ckter d-u'nnwandiger Stutzen nit Kastenft;rnigem Querschnitt

im u'berkritischen Bereich unter Verwendung der nichtlinearen Beultheorie,

TeilⅡ: Experimentelle U□tersuchungen, Vergleich der experimentellen und

theoretischen Ergebnisse, Der Stahlbau, 38. H.1, H.3. 1969.

B7) Ingvarsson,L. : Welded Box Columns of High Strength Steel, Bulletin No.120,

Dept. of Building Statics and Structura一 Engineering, The Royal Institute

of Techno一ogy, Stockholm, Sweden, 1977.

88)宇佐美勉･福本噴士･青木徹彦:溶接箱形断面柱の局部座屈と全体座屈の達成強度に

関する実験的研究,土木学会論文報告集,第308号,1981年4月,pp.47-58.

89)宇佐美勉･福本噴士:鋼圧縮部材の達成座屈強度実験と有効幅理論による解析,土木

学会論文報告集,第326号,1982年10月,pp.4ト50.

90)宇佐美勉･福本噴士･青木徹彦･松川昭夫:補剛箱形断面偏心圧縮柱の強度に関する

実験的研究,土木学会論文集,第350号/(ト2),1984年10月,pp. 197-205.

91)宇佐美勉･土屋信洋･福本噴士:鋼圧縮部材の達成座屈挙動の理論的研究,土木学会

論文集,第362号/(ト4), 1985年10月,pp.303-312.

92) Nakai,I-I.,. Kitada,T. and Miki,T. : Interact'ion Curve of Thin-Walled Box

Stub-Column Subjected to Compression and 8ending for Applying to Overall

Buckling Analysis of Co一umns, Proc. of JSCE, No362/(ト4) ,
Oct., 1985,

pp.65-73.

93) Winter,G. : Thin Wailed Structures - Theoretical Solutions and Test

Results, Preliminary Publication of Eighth Congress, Inter□ational

Assosiation for Bridge and Structural Engineering, 1968, pp.10ト112.

94)北田俊行:圧縮板の設計耐荷力曲線の統一イヒについて,土木学会第40回年次学術講演

会概要集,第Ⅰ部,1985年9月.

95)金井道夫:道路橋示方書 Ⅱ鋼橋編改訂の背景と運用,橋梁と基礎,Vol.15,No.2,

1981年2月,pp.1ト15,No.3,1981年3月,pp.6-13.

96)伊藤文人:局部座屈と全体座屈の達成問題,橋梁と基礎,Vol.15,No.2,

-13-



1981年2月,pp. 16-18.

97)小松定夫:薄肉構造物の理論と計算Ⅰ,山海堂,1969年.

98)山田嘉昭:塑性･粘弾性,コンピュータによる構造工学講座Ⅱ-2-A,培風飴,1972年.

99)山田嘉昭:塑性力学,日刊工業新聞社,1960年.

100)宇佐美勉:板要素の抵抗強度の評価と信頼性,土木学会第35回年次学術講演会概要集,

第Ⅰ吾臥1980年9月.

101)上田幸雄:残留応力と座屈(局部座屈),JSSC,Vol.3,No.16,1967.

102) Zienkiewicz,0.C. : The Finite Element Method in Engineering Science,

McGraw-Hill, 1971 (邦訳:基礎工学におけるマト t)ックス有限要素法,培風館,

1974年).

103) Davids,A.J. and Hancock.G.J. : Compression Tests of Short Welded-Sections,

Proc. of ASCE, Vol.112, No.5, May, 1985, pp.960-976.

104) Macneal,良.H, : The Nastran Teory of Manual, N.A.S.A., April, 1972.

105)山届敏孝･崎元達郎:溶接箱形麟面柱の達成座屈強度実験,土木学会論文報告集,

第335号,1983年7月, pp.195-198.

106) Sakimoto,T., Yamao.T., Kikuchi,R. and Sakata,T. : Nonlinear Analysis of

Thin-Wailed Frames and Members with Arbitrary Open Cross Sections, Proc.

of JSCE, No.362/(I-4), Oct., 19&5, pp.139-147.

107)崎元達郎･山尾敏孝･坂田 力:薄肉開断面部材の非線形解析,構造工学論文集.

Vol.32A, 1986年3月,pp.255-264.

108)山尾敏孝･崎元達郎:板要素とはり要素の結合による薄肉鋼構造物の有限変位弾塑性

解析,構造工学論文集,Vol.32A, 1986年3月,pp.291-302.

109) Yarnao,T. and Sakimoto,T. : Nonlinear Analysis of Thin-Wailed Structures by

a Coupled Finite Element Method, Proc. of JSCE, No.374/(I-6), Oct., 1986i

-14-



第2章 薄肉開断面三次元骨組構造の弾塑性有限変位解析

2.1 概 説

骨組やはりの鋼構造物の終局状態での挙動や強度を求めることができるならば､終局状

態を基準にした合理的な設計が可能となる｡しかし､その終局強度を求めるためには部材

の塑性化による材料学的非綾形性と､つり合いに影響を及ぼす大きな変位による幾何学的

非線形性の両者を考慮した解析が必要となる｡通常､鋼構造部材に使用されるⅠ形はりや､

はり-柱では横ねじれ座屈強度が問題となり､これまで多くの研究が行なわれてきた｡さ

らに､有限要素法とコンビュ-夕の発達により非線形問題等の複雑な問題の解析が可能に

なった｡たとえば､変断面ばりの横ねじれ座屈解析l)や残留応力を考慮したはりや､はり

-柱の非弾性解析の研究2)･3)がある｡また､薄肉開断面部材を有する三次元骨組構造の非

線形解析も行なわれるようになり､残留応力や初期たわみなどの初期不整を考慮した鋼構

造物の全体の座屈挙動や耐荷力が解析できるようになった｡このような問題では有限要素

法による定式化が有効であるため､これまで弾性･非弾性状態でのはり一往要素の剛性マ

トリックスの誘導に努力が払われてきた｡そして､そのつり合い式の誘導はポテンシャル

エネルギーの原理あるいは仮想仕事の原理を用いて行なっている場合が多いo 薄肉開断面

部材の弾性有限変位解析に関しては,はりの横ねじれ座屈の解析や柱のねじれ座屈の解析

等の研究4)～10)がある｡また､材料の塑性化を考慮した弾塑性有限変位解析に関しては､藤

本･和田ら‖)の研究およびMurrayら12)･13)の研究があり､はりや柱の耐荷力挙動の解析を

行なっている.また､ねじれ耐荷力に関しては､解析と実験を行なったK16ppe1 and

unger14)の研究､伝達マトT)ックス法を用いた有限変位弾塑性解析法による吉田･前川

15)･16)の研究､差分法を用いた有限変位弾塑性解析法によるVinnakota17)の研究などがある｡

しかし､これらの解析法では必ずしも定式化が簡単でない｡また､材料の弾塑性に関して

は-軸応力状態のみで降伏を判定しており､曲げとねじり等の組み合わせ荷重を受ける応

力状態ではせん断応力度が降伏に影響すると考えられる｡

一方､薄肉弾性はり理論27)においては､座標軸を断面の主軸にとり､軸力及び二軸曲げ

については断面の図心軸に関して考え､ねじりモーメ ントについてはせん断中心に関して

考えることにより､その取り扱いが簡単になる｡これは､断面の一次モーメント､相乗モ

ーメント及びそり一次モーメントの項が0になることによるものであるo
しかし､はり断
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面が塑性化をはじめると､その塑性域の発達とともにせん断中心軸及び図心軸の位置や方

向が連続的に変化するため､これらの二軸はその有効性を失うことになる｡一般に､非弾

性域ではすべての断面特性は､幾何学的なものとともに応力ーひずみ関係を表わす材料定

数を考慮した数値積分によって決定される｡ Murray等9)･I2)は､断面に固定した二つの任意

点に関するはりの方程式を誘導しており､この任意点を中立軸とせん断中心にとることに

よりMurray等のはり方程式が古典的な弾性方程式に一致することを示している｡また､そ

のつり合い式は増分形で表わすのは複雑であると考え､全変位に対して仮想仕事法により

誘導している｡

本章では､任意形状の薄肉開断面部材の三次元有限変位弾塑性解析法の定式化について

記述するo ここでは､ Murray等9)･12)の考え方をさらに拡張し､断面に固定した一つの任意

点に関する方程式を誘導したo 古典的なほりの方程式の結果と逐一対応させる必要がなけ

れば､このはり方程式はMurray等によるほり方程式に比べてさらに簡単な式となるo そし

て移動座標系21)･22)及び増分手法を使用し､ポテンシャルエネルギー増分の停留条件によ

り増分つり合い方程式を導いた]8)｡これは､非弾性材料の応力ーひずみ関係が塑性増分理

論によって表わされるように､非弾性材料の挙動そのものが増分的な性質をもっているの

で､非弾性挙動を表現する場合には､増分つり合い方程式によって解析する方が効果的と

考えた｡

本解析法の主な特徴として以下のようなものが挙げられる｡

(i)任意形状開断面部材の非弾性そりねじり挙動を解析できる｡

(ii)相当応力度､相当ひずみの概念を用いて二軸応力状態での材料の弾塑性ひずみ硬化

挙動を､単軸応力状態の硬化型弾塑性関係で表わしている.

(iii)増分荷重ごとに部材断面の応力分布及び塑性域の発達を､仝荷重過程を通して追跡

し表示することができる｡

(iv)任意の分布形状を持つ残留応力度やプレストレスの影響を考慮できる0

(v)ひずみの反転の影響を考慮できる｡

(vi)部材断面の図心軸以外の任意点に荷重が作用しても解析できる｡

以上のように定式化した解析法について､数値解析例を通して本解析結果と他の理論解析

結果と比較検討し､本解析法の妥当性､有効性について検討する｡
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2.2 つり合い方程式の誘導

2.2.1 仮定と座標系の設定

次に示すような仮定を設けた｡
.

(i)部材は薄肉開断面である｡

(ii)材料の弾塑性ひずみ硬化挙動は､硬化型弾塑性応力-ひずみ関係によって表わす｡

(iii)断面が一部塑性化した後も曲げひずみは平面保持し､そりによるひずみは弾性理論

のそり関数で表わせる｡

(iv)曲げ及び曲げねじりによる板厚中心面内のせん断応力によるせん断ひずみは小さく

無視できる｡

(v)降伏基準は､ Yon Misesの降伏条件式が成立し､非弾性域ではPrandtl-Reussの応力

-ひずみ式が成立する｡

(vi)断面の-部が塑性化した後も､ St.Venantのねじりによるせん断ひずみは板厚方向

に直線分布する｡

(vii)変位は大きくてもひずみは小さい.

(v血)局部座屈は生じず､断面形状の変化は無視できるo

本解析では､軸力､二軸方向の曲げ及びねじれを受ける一般的な荷重条件のもとでの､

はりや柱からなる薄肉立体骨組構造物の挙動の解析を扱う｡骨組構造物は図2.1に示すよ

うなほり要素に分割してモデル化する｡これは､骨組構造物を対象にして挙動を解析する

場合､載荷状態により部材の変形状態や塑性域の広がりおよび部材内部の応力状態は複雑

なものとなり､これを連続な1つの関数により表わすことは国難である｡それよりも､ 1

部材を細かく要素にわけ､その要素ごとに独立な関数を用い､各要素間での変位や回転等

の連続を満たす方が､複雑な挙動を追跡できることになる｡

座標系は､図2.1に示すような空間固定の全体座標系(X,Y,Z)および荷重増分ごとに得ら

れる変形後の物体に固定した局所座標系(∫,y,I)を設定するo 局所座標系は図2.2に示すよ

うなcz点を原点として要素両端の断面の同一の点を浩ぶ直線をx軸とした.そして､これに

直交するような面の中に右手系の法則を満たすようにy,z軸を定義するo また､局所座標

系における節点力増分およびそれに対応する節点変位増分を図2.3に示すように表わすも

のとする｡全体座標系においても同様に定義する｡また､図2.2に示すような荷重経路途

中の変形状態iを次のi+1の応力､ひずみおよび変位を決定する際の初期応力状態と考え､
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次のi+l状態をLagrangian表示するものとする24)｡

なお､以下の諸式においては､記号の上に~を付したものは全変位､全ひずみ､全応力

及び全外力などを表わし､付さないものほ､すべてそれらの増分量を表わすものとする｡

2.2.2 ひずみと変位の関係

図2.4(a')に示すような断面の基準点(例えば図心) 0が三次元的変位(盲,石ふ石)を生

じた時の断面の任意点P(77,()の変位(tLp,Vp,Wp)を求める｡

o点が変位して0'点に移動した時､ P点はP■一点に移動し､かつ盲だけ回転してP′に移

るものとすれば図2.4(a)に示す幾一何学的な関係により

vp= vI
Vo=石- 77(11COS¢)

- (Sin¢ (2,1Q)

wp-蒜+蒜o=石+ 77Sin盲- ((トcos¢) (2.1b)

となるo なお､石.,蒜oほ図2.4(b)より

Lo =

77 - ぐcos(¢+β) -

77-((cos石cosβ-sin石sinβ)
-

71(1-cos石)
+ {sin石 (2.2c[)

芯o - 77Sin(β+¢)
- ぐ- 7)(sitnβcos石+cosβsin¢)ペニ77Sin盲十((cos争-1) (2.2b)

である.また芯,は

盲(
=一石sinc( +蒜cosα

+ psin(c[-β)
-

psin(a-β-¢)

=一石sinα 十石cosc(十 PSin(α-β)(トcos¢)十 rSin石

≒
-vsina

+ wcosα + r¢

と表わせる.いま軸方向変位を&pとすると､仮定(iv)のせん断ひずみが0より

aup/as + awt/ax - 0

(2.3)

(2.4)

ここにsは任意点Dを原点とし､肉厚中心線に沿う曲線座標である｡式(2.4)に式(2.3)杏

代入すると

⊥ ′

∂tLp/∂s =

-∂w,/∂ェ=石'sinα一石′cosc'-
r¢

となる｡ここに( )′ =d/dェを表わす｡上式を積分して

屯l芸-石′Lssinads一石′LScosαds一石′Lsrds
また､図2.4(b)より

dy/ds =

-sine(
, dz/ds = cosc(

であるから､
■■■■■■■■■-
′

~ ′

up=
uD一石′(y-yD)

- W (I-ZD) + ODS¢

(2.5)

(2.6)

(2.7)

(2.8)

となる｡ここにuDS--LsrdsでP点の任意点0に対するそり関数であるoところでこの場
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合0点(ェ=y=0)の軸方向変位石は

一′
ー
′ ~′

u
=

tLD + yDV + ZDW + 山zx)¢ (2.9)

となり､かつ0点のそり関数は0よりoDO=0として､上式を式(2.8)に代入して芯Dを消去

すると

二
′

up
=
u

-

yv
一

之W + uL)S¢

となるo ここで､図2.4(a)より

y
=

77COS¢
- (sin¢ , z

=

77Sin¢ + (cos争

であるから､式(2.10)は次式で表わされるo

tLp
-芯- (77COS¢-(sinゅ)v -

(77Sin石+ぐcos¢)w +山¢

~ ●■■■■-
′

■~ ′

(2.10)

(2.ll)

(2.12)

ただし､ uは実際の計算に於いて､任意点0を断面の中立軸に選び計算を行なっているた

め､単位そり関数は従来の薄肉はり理論によって求められる｡

一方､変位と軸方向のひずみの関係は､

cp-up

･圭((屯′)2･(屯′)2･ (屯′)2).
(higherorder terms)

~~ ′

-up

･圭((石p′)2･
(&p')2)

′ヽ■ ~
′

であるから､上式に式(2.1)と式(2.12)を代入して整理すると次式となる｡

言-石′- (刀-ぐ¢)v･- ({･榊)～-

･圭f(vJ,)2･(w'p)2)･圭(り2･{2)(石′)2
+ u¢〝

(2..13)

(2.14)

ここで､ sin石, cos盲などは級数に展開し､長路的に変位の三次以上の項を省略した｡

次にひずみ増分を考える｡式(2.14)を空間固定座標でのひずみのLagrangian表示と考え

れば､- この場合には一般に次式となる｡

e - u′- (77-(¢)v-- ((+77石)w"+ ((v--77W-)¢ +石′u′+芯′tu′+ (772+(2)盲′¢′

+ o¢~ (2.15)

しかし､本解析では荷重段階毎に座標系とともに移動し､その座標系から次の段階の変

位をLagrangian表示するので､ひずみ増分は式(2.14)の全変位を変位増分とおいて､次式

で表わされる｡

c - u′- (刀-ぐ¢)v--
(<･榊)w-十圭((v′)2十(W')2)･去(り2･{2)(¢′)2

･叫- (2･16)

特に荷重増分を適切にとることにより､変位増分が微小になる場合には､式(2.16)の二次

式は省略でき､次式のようにひずみ増分eが表わせる｡

c=u′
-

71V"
-

(W" + O¢〝 (2.17)

一方､ St.Venantのねじりによるせん断ひずみ増分γほ仮定より次式で与えられる｡
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′

γ
=

-2n¢ (2.18)

ここにれは,図2.6(a)に示すように板厚中心線に沿った曲線座標の接線に垂直な方向の

座標を表わす｡

2.2.3 応力増分とひずみ増分の関係

本解析では､降伏条件に対して軸方向応力度oとSt.Venantのねじりによるせん断応力度

Tだけを考慮している｡さらに､この二軸応力状態での材料の弾性ひずみ硬化挙動を､図2.
1

5に示す相当応力度一相当ひずみのTri-1inear関係でモデル化するo また､仮定より弾性

域ではHookeの法則が､塑性域ではPrandtトReussの式およびvon Misesの降伏条件式が成

立するものと考えるo そうすると､応力増分とひずみ増分の関係は次式で表わされるo な

お誘導の詳細は付録2.1に示す｡

｢o1ー｢E(1-Dl) -ED2[写]- [E'_1ETDD2

0 = De

または､

a(-.E_DD23)][;] (2.19α)

(2.19b)

ただし､ EとCはそれぞれヤング率､せん断弾性係数である.なお､ I)1-D3の係数ほ次の3

つの領域､すなわち弾性域､塑性域､およびひずみ硬化域に､相当応力度6Eと相当塑性ひ

ずみ誘により分けられ､決定されるo

(i)弾性域 (言p=o
,言E<言y)

Dl = D2 = D3 = 0

(ii)塑性域 (0<言E<言st一言y
,言E=盲y)

D.-蛋,D2-95l ･D3-誓

B-碧･誓･3芋
(a.-0)

(iii)ひずみ硬化域 (isr言y≦言g
,盲E=盲ys,)

Dl, D2, D3は塑性域と同じで､

EEst
f)′ =-

, ays,-oy+fI'(言g一言s, + c!.)E-Est
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なお､ H′は図2.5に示すように引弓長試験より得られる応力ーひずみ図の勾配であり､ Estは

ひずみ硬化係数である.また､相当応力度言Et 相当塑性ひずみ言だは次式で与えられる.

5E = JM (2.23Q)

iE -

∑言p
-

E号6E^
(2･23b)

上式の∑は各々の荷重増分で得られる和を示す｡また､係数1はPrandtl-Reussの式により

計算される正の係数で次式で与えられる｡

A =

((Eo/2G)e +妄言γ)
/3G + Eo /3C十 3言

(2.24)

2.2.4 断面力増分と応力増分の関係

断面力増分 rT - N,-Mz,Ny,Nu,Tと変形増分dT -

tL',-t'",-W",¢〝,¢ノ の関係について図2.

6(a)に示す単位長さの要素が一部塑性化した状態の時を考えて求める｡断面力増分は応力

増分を断面全体にわたって積分して求まるので､次式で表わされる｡

N = I odd , Nz - I770dA , Ny =

･u-LuodA
,
T-

2L-dA

(odd

(2.25)

ここに､ dAは実際の計算の時に細要素の面積､帆はバイモーメ ント､ TはSt.Vena□tのね

じりモーメ ントである｡

以上をマトリ ックス表示すると,

r
- lcTqdA

ここに､

c-[去岩去岩20n]

(2.26)

(2.27)

また､添字Tはマトリックスの転置を示す｡式(2.17)と式(2.18)からひずみ増分と変形増

分の関係を求めると､

･H -

[A38S20n]r=;v≦1となる｡または､

c = Cd

であるo 式(2.19b)と式(2.28b)を式(2.26)に代入すると断面力は次式となる.
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(2.28b)



r
= cT♪cd dA

cT(De+Dp)CdA I d

7- = Sd

または､

(2.29ct)

(2.29b)

なお､このSは部分的に降伏した単位長さの部材の接線剛性を表わしており次式のように

なる｡

S =

S71 =

S]4 =

S23 =

S33 =

ここに

EL

EJ

EL

El
S44 = E

(1-DI)dA ,
S12=E I77(トDl)dA , S13 = E

u(1-Dl)dA ,
S15
=,-2E

17((l-Dl)dA , S24 =

(2(1-Dl)dA , S34 =

i

EL

EL

TtD2dA , S22 =

((1-Dl)dA

772(1-D1)dA

77山(I-D])dA , S25 =

-2

(a(1-Dl)dA ,
S35 =

-2

o2(1-Dl)dA , S45ニー2E 71むD2dA ,
S55 = 4

EL

EJ

71 77D2dA

71(D2dA

(2.30)

n2(I-∂3)dA (2.31)

2.2.5 接線剛性マトリックスの誘導

全外力貢が部材要素に作用したときのつり合い状態iに､荷重増分を作用させ､変位増分

uが生じ新しいつり合い状態i+lになったときの外力ポテンシャル増分Ⅴは

v ≡

-((石+石)T(盲+p)一石丁盲)

-P古T(言+p)一石Tp (2.32)

で表わされるo
一方､外力垣分間の線形性を仮定すると､要素長さlの部材にたくわえら

れるひずみエネルギー増分Uは次式で表わされる｡

u - a:dTrdxI I.t(I;cdA)dx･ I:(L言γdA,dr
そこで､式(2.16),式(2.18)および式(2.29b)を上式に代入すると
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ここに､

u

-主上IdTsddx
I /.'紬'･圭(v')2･去(w.)2}dx･ I:屯(v-･帥-)dr

･ /.Lip(w--如-,d=I /:万(¢.)2dx･ I.'瓦¢-d=I lも.d工

面-L6dA,I7z
-

-L6ndA,
F7y

-L如A
万- L言(n2十{2,dA,礼-J言odA･テ-2L7ndA

(2.34)

(2.35)

である｡弾塑性部材要素に対する変位関数は､本解析では弾性部材に対して一般的に使用

されている多項式の変位関数とする.すなわちuはrの一次式､ v,w,¢は三次式であるo ま

た､断面力については､万は一定で､屯,玩,礼,万,〒 はエの一次式で表わされると仮定してい

る｡

これらの関係より､系のポテンシャルエネルギーの増分n-U+Ⅴは､節点変位増分u

によって表わすことができる｡ここで､ Ⅲの停留条件∂Ⅲ-0はつり合い粂件と同義より

口のuに関する第一変分をとれば､節点外力増分と節点変位増分の間の増分つり合い方程

式が得られ､次式となる｡誘導の詳細は付録2.2に示す｡

(kep + k9)tL=P + (p - f) (2･36)

ここに､tLは節点変位増分ベクトル､pは節点外力ベクトル､盲は全節点外力ベクトル､子

は全節点断面カベクトルであり､次式となる｡

u
- [uo vc wo ¢o w'a v'c o'a ub Vb Wb ¢b W'b V'b ¢'b]T

p - [p‡o pyo p2d 〃=Q NyD N=d 〟id P=b PUB Pzb [1=b Nyb IIzb Nob]T

云- [戸‡｡戸,,aFza両エ0屯o両～o両d戸エb戸yb戸之b屯b屯b再zb再血]T

テ- [一乎一年迦塩草一乎-テ璃o一転o一万-一年㌢

(2.37a)

(2.37b)

(2.37c)

乎単一地平竿.亨 屯口屯d万-･iAfF]T
(2･37d)

上式において添字o,bを付した文字は､それぞれすでに定義した諸量の部材要素端aおよ

びbでの値を示すo 部材軸方向に一定値をとる部材断面力行については両端a,bでの平均値

とした.また､応力言は引張を正にとるので､部材断面力の正方向は､図2.6(b)に示すよ

うに､部材のb端で座標および外力と同方向､ q端で逆方向となる｡また､この要素剛性マ

トl)ックスたep,た9を次に示す.剛性マト T)ックスkep は弾塑性部材の剛性マトリックス､た9

は状態iで部材要素端の断面力を要素に含む初期応力マトl)ックスであり､有限変位によ
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る幾何学的非線形性を表わすo また､ (盲一子)は定式化の際の線形化や荷重増分途上での塑

性化等による誤差に起因する数値計算途中における不つり合い力である｡それで後に述べ

るような収束計算が必要となる.式(2.36)を座標変換マトT)ックスTbにより空間固定の全

体座標系に変換すると

(Ke,十K,(チ))u=p十(育- T吉子) (2.38)

となり､これを全要素にわたって集成すれば､構造系全体のつり合い方程式が得られる｡

なお座標変換マトリックスrbは付録2.3に示す｡また､変位増分についても全体座標系と

局所座標系の関係は次式となる｡

tL
= TbU

kep=

u｡ tJ｡ W｡ ¢a w'o v'a dD

(2.39)

is･. o o is.5 is･3
-is･2 is.4

苧s2 苧su

Ss33

Sym.

ub tJb

一半s24 一手s23 阜s2 -Ss24･‡sぉ

一半s34 一食s刃 阜s23 一手su･与s35
予s"･爵s55阜s&･‡s35一食s24-‡sぉ手s"･烏s55

子s33
一号s23号s加一圭s35

is22
-is24･is25

is"-s45･ %s55

wb ¢ ♭ Wb V'b db

-is.I
0

o

一半s2.
o

一半勉

o

-is.5 -is.3

一半s3 半s24 -%s23

一半蝕 芋s別 一手蝕
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i-s,2 -‡s.4

阜s2 -阜s24-‡s25
阜s公
-貴弘-‡s35



-‡s.5半s24 苧s加 一半s"一嘉s弱阜s加-‡sぉ一食s24･与s芝草s4ヰ･i%s55

一与s･3阜sぉ 手sぉ一手s加-‡s35号sn 一号s23号s糾･圭s35

‡s12
1阜s2 一手sぉ手s24･与s器一号sぉ

手s2 一号s24一圭s恭

一‡s.4阜s24-is訪阜s34-†蝕-阜s44-hs55号s別一圭s諮-!s24･圭s25号s4ヰー去s55

与sl1 0 0 与s15 与s･3 -与s.2 ‡s.4

半s2 苧sむ 一半s24 阜s公 一阜s2 阜s24･与s訪

Sym.

草地 一半s訓 令蝕 一手s日章s34･‡s35

苧s"･嘉s55や糾十与s35阜s241‡s器一手s44一志s55

号s33 一子s23号s加+主s35

1s22 -1s24-!s25

is"･s45･%s55

たg-

uo I)a wo ¢c w'o v'c da

0 0 0 0

貴市 o

-i#
鼻面

1 IN20十I[=♭

10L

0 0 0

o &- 一志^7yd

一点再
o

一志屯

sum.

鼻元 幣
一幣

蔀

駕万 o

一等評王
鮮
一望誓』l
駕万
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tL ら Vb 1〟b ¢ ら W'b
I;b ¢'b

0 0 0

o

一合両
o

o o - a-N

o # #

o o 古市

o

一志両
o

去
0

a

･yo 去両zo
O

再

Sym.

0

〟吋トl地
101

〟之0+ I 1Nzb

lOl

-鼻元
N之0- 2〟z,b

10

_･!
-2〃りb
10

o 耕 一鳥取♭

一志両
o -

ii私

学辞
一筆評

点万

一去L-N
O

一志TIzo1
o

一志l両 島屯dl

-iik, 一志屯bl去>7ybl 一志万
_0

_IllK'_+I

lN ら

lOL

貴行
N=o+ 1 1〟zb

lOL

鼻元
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鮮
-当評l
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2.2.6 数値計算手順

外力の増加に伴う部材軸方向および断面方向の塑性域の拡がりを追跡するために､図2.

1および図2.7に示すように構造物を部材要素と断面要素に分割する｡部材要素に関する諸

量は､要素端節点の諸量で断面要素に関する諸量は､断面要素の重心点の諸量で代表させ

る｡曲げに関する平面保持の仮定などにより断面要素間の変位の自由度は拘束されており､

断面分割によりあらたに変位の自由度が増加するわけではない｡したがって平面三角形要

素の各節点に変位の自由度を持たせる通常の有限要素法ほど大きな自由度とならないが､

精度を向上させるために部材要素の分割はかなり多くなる｡解くペき方程式の積分を断面

分割による数値積分で近似することにより､任意形状の残留応力分布を持った､任意形状

の開断面部材からなる構造物の弾塑性挙動の解析ができる｡

また､外力荷重が図心軸以外の任意点に載荷する場合､外力によるねじりモーメ ントの

影響は無視できない｡そこで式(2.38)を修正することにより解析が可能となる｡詳細につ

いては付録2.4に示す｡

計算は､ Newton-Raphson法と荷重増分法を併用することによりつり合い式を解いて行くo

図2.8はそのフローチャートである｡要約すれば次のようになる｡

i )全体座標系での外力増分Pに対する変位増分Uの計算

ii)新座標での座標変換マトリックスTbの作成と､現荷重状態の最初から､ i回くり返

し後の増分変位の総和∑Uの計算

iii.)各部材端での要素の応力の計算と､降伏､ひずみ硬化の判定及び､断面の平均剛性

の計算

iv)応力の合力としての節点断面カテと不つり合い力(育-TEi)の計算

v)剛性マトT)ックスKep,Kgを新しく作成する｡

vi)不つり合い力による変位増分の計算､収束条件が満足するまでi) -vi)をくり返

す｡

Ⅴ丘) 1収束条件が満足すれば次の荷重増分Pを与える.

2.3 数値角牢析結果

(1)柱のエラステイカ

最初の解析例として､弾性大たわみ問題でよく利用される柱のエラステイカを解析した｡
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図2.9の挿入図に示すような解析モデルを用い､ヤング率はE=206k〟/mm2とした｡また､モ

デルの分割は柱の長さ方向に10分割し､断面要素はフランジの幅方向､ウェブの高さ方向

及び板の厚さ方向ともに8分割の計192分割している｡また､初期たわみとしてⅤ｡=L/loo°

を与えた｡図2.9は荷重一変位曲線で､縦軸は荷重Pを座屈荷重P｡rで無次元化し､横軸は

軸及び横方向の変位u,vを長さLで無次元化して示している｡本解析法の結果は楕円積分解

28)とよく一致していることがわかるo
一般に知られているように､大たわみ問題の大部分

は倍精度計算(1ワード､ 64ビット)によって行なわれ､全変位から剛体変位を除去する

手法などが用いられている｡しかし､本手法によれば単精度計算(1ワード､ 32ビット)

によって行なわれ､さらに剛体変位を除去する手法を用いないで図2.9に示すようなよい

結果を得ることができた｡

(2)はりの横ねじれ座屈解析

まず弾性填ねじれ座屈問題として､図2.10の挿入図に示すようなⅠ形断面の片持ほりの

解析モデルにより解析した｡荷重は自重に相当する荷重と､自由端にねじりモーメントに

よる初期変形を与えておき､自由端に荷重を載荷している｡なお､要素分割については部

材の長さ方向に6分割し､断面要素は柱のエラステイカの場合と同様に192分割した｡図2.

10は荷重一変位曲線で､縦軸に荷重Pを､横軸に自由端のウェブ中央点の面外方向のたわ

み△をとって示したものであるo解析結果は､ Woolcock and Trahairの実験結果29)及び

Epstein and Murrayの解析結果10)と比較してある.実験結果及びMurrayらの解析結果に比

べると本解析鑑果は､座屈強度が少し小さめに計算されているがよく対応していると思わ

れる｡

次に､非弾性域における横ねじれ座屈問題として､図2.11に示す解析モデルについて解

析を行なった｡要素分割は長さ方向に12分割し､断面要素はフランジおよぴウェブの厚さ

方向にそれぞれ6分割し､フランジの幅方向に12分割､ウェブの高さ方向に8分割の計19

2分割であるo このH形ばりに自重に相当する荷重と､はりの中央に10(in-i-ip)のねじり

モーメントを与えておき､はり中央での面外方向のたわみwが発散するまではりの両端に

荷重Pを載荷させた｡図2.12は荷重一変位曲線で､縦軸はモーメント荷重〟を塑性モーメン

ト荷重LVpで無次元化し､横軸にはりの中央漸面のy,z軸方向の変位t',wを示したo 図中にほ

Lee and Galambos等による実験結果30)とMurrayらの解析結果13)と比較して示してある｡こ

の図からわかるようにそれぞれのJ%果がよく一致していることがわかる｡面外たわみ叫こ

対する本解析結果はMur.rayらの結果と若干相違している｡この相違は､ Murrayらの解析で
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は降伏を一軸応力状態に対して判定しており､降伏によるSt.Venantのねじり剛性への影

響がないとしているo それに対し本解析法では降伏を二軸応力状態として判定し､降伏に

よるSt.Ve口antのねじり剛性への影響を考慮している点に起因しているものと考えられる

が､この程度の相違は他の原因によっても生じ得るので確証は得られない｡

(3)二軸曲げと圧縮を受けるのはり一柱の非弾性解析

組み合わせ応力を受ける場合の例として､次に二軸曲げと圧縮を受けるはり一柱の非弾

性解析を行なった｡この解析例では､ Birnstielによる実験結果3りぉよびMurrayらの解析

結果13)に対して本解析結果と比較検討を行なっている｡解析モデルは図2.13の挿入図示さ

れている.また､構造特性及び材料特性については文献13)に従ったが､残留応力と降伏

点応力度oy=34.5ksi(238〟PQ)については文献31)の値を用いたo 要素分割は最初の解析例

のエラステイカと同様に10部材要素､ 192断面要素に分割している｡偏心荷重は図心軸荷

重と二軸端モーメントに置き換えて計算を行なった｡図2.13は荷重一変位曲線であり､変

位は柱の中央点での回転角0および横方向変位v,wであるo 本解析例についても実験結果及

び解析結果と本解析結果がよく一致していることがわかるo なお､図中の本解析法異にお

いて､最大荷重に達した後の荷重一変位曲線か示されていないのは､荷重制御法により計

算を行なったためである｡

2.4 結 論

本章では､任意形状の薄肉間断面の三次元構造の有限変位弾塑性解析法を､ポテンシャ

ルエネルギー増分の停留原理に基づいて誘導し､本解析結果と他の理論解析結果及び実験

結果と比較検討し､解析法の妥当性について検討した結果次のことが明らかになった｡

(1)初期たわみや残留応力及び荷重の偏心等がある薄肉開断面構造物の幾何学的非線形

性と材料学的非線形性の両方を考慮した剛性マトリックスを誘導した｡

(2)本解析法では､剛体変位除去の手法を使用しないでも､大たわみ問題を単精度計算

により精度よく行なえる｡

(3)部材が組み合わせ荷重を受ける場合､本解析結果が実験結果や他の解析結果とよく

対応しており､弾塑性状態での剛性評価がうまくできている.

(4)以上の結.果より本解析法の妥当性が示された｡
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付録2.1応力増分とひずみ増分の関係式の誘導

x軸方向応力度言とSt.Venantのねじりによるせん断応力度言のみを考慮するo すなわち図

A2.1に示す薄肉ばりにおける応力状態で次のようにおく｡

o=- o, oれ= Os - 0, Tns= T=n= 0, Trs= て (A2.1)

なお､添字のエ,TL,Sは､図A2.1に示す座標系を表わす｡弾性域ではHookeの法則より

o
=Ec,

T = Gγ (A2.2)

ここにEとGはヤング率とせん断弾性係数を､言と予はそれぞれ軸ひずみとせん断ひずみを表

わす｡

塑性域では､増分ひずみを弾性ひずみと塑性ひずみに･分離できると仮定すると､

e - ce + ep
, γ

- γe + γp
.(A2.3)

となる｡なお､添字eは弾性を､ pは塑性を表わす｡塑性域での応力ーひずみ関係は､

PrandtトReussの式により

c望/o∫
-

c£/言n′
-

cぎ/言s′=や/2言-
1 (A2.4)

ここに1は応力状態に応じた正の比例定数である｡なお上式の′付き応力は偏差応力で次式

で表わされる｡
+

′

o= - o= - (o= + on + os)/3
= 2o/3

~
′

on

-3n- (o=+ on+ os)/3=-a/3

os

=6s- (6=+6n+ os)/3=-a/3

式(A2.5)を式(A2.4)に代入すれば､式(A2.3)は次式となる｡

o/E
-
e

- 2oi/3

T/G=γ
I

2言l

ここで相当応力度古Eと相当塑性ひずみ増分egは定義より次式となるo

OE
=

2 ((も′)2+ (言nノ)2+ (言s')2 + 2言‡≡+ 2言n…+ 2も…I

=

o;+3言Ⅰ…

eg
= ((c望)2 + (cg)2 + (cぎ)2 + γ誉n/2+ γ喜s/2+ γ=2s/2)

3 I(cぎ)2 + (e£)2 + (cぎ)2十(γP)2/2)

式(A2.4)､式(A2.7)および式(A2.8)より

+ (en + (cぎ) 十(γP)

+ (盲n′)2+ (古s′)2+ 2言2

(A2.5c[)

(A2.5b)

(A2.5c)

(A2.6α)

(A2.6b)

(A2.7)

(A2.8)

(A2.9)



となるoここで､ H'-

oE/e…引張試験における応力言一塑性ひずみ(/cE
)図の勾配であ

る.非硬化材料の場合には､言E=言y, H′-0となる.

式(A2.9)の右辺oEを入で表示するため､まず式(A2.7)の両辺を二乗して微分すると次式

となる｡

2oEOE/3 ≡ Zoo/3 + 2言T (A2.10)

なお､式(A2.7)の両辺を二乗すると誘=62+ 3芋となることよりvon Misesの降伏条件は

上記の有効応力度言Eが降伏点応力度oyに等しくなった時に成立することを意味する.

そこで､式(A2.9)と式(A2.6)を式(A2.10)に代入すると

吉和′Å-言古(Ec
-

E言り+ 2言(Gγ
-

2言G^)

-号E言c
･ 2Cてγ -

(師2
･ 4G芋)A

これよりlを求めると

Eoc +2CT

〃~ +(4/9)

このÅを式(A2.6)に代入すると､増分応力と増分ひずみの関係が求まる｡

o-E(1-

(A2.ll)

(A2.12)

- E〔1-(E/3G)(62/B)〕e
- (EoT/B)γ

Tニー(E盲芹/B)e
+ a(I-372/B)γ

ここに､

B -

H′扇/3G + E訂/3C + 3芋

相当塑性ひずみceは､式(A2.12)よりcE- 2/3古EÅであるから次式となる.

fe= ∑ ep
= ∑ 〔(EoEO/3CB)c + (6E7/B)γ〕

(A2. 13Q)

(A2.13b)

(A2.14)

(A2.15)

ここに､ ∑はすべての増分経路の和を示す｡材料の応力ーひずみ関係は図2.4に示す硬化

型弾塑性関係とすると次の増分応力と増分ひずみの関係が得られる｡

[写]- [E'_1E-DD2I)a(-.E_DD2,,][;] (A2･16)

なお､この式(A2.16)は:丸文の式(2.19a)であり､係数Dl-′D3は本文に与えられている.
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付録2.2 要素剛性マt ])ックスたep,た9の誘導

変位増分と断面力を次のエの多項式で表わすo

tL(エ)
= C(I + c(2-T

v(∫)
-

c(3十et4.T + Q5X2 + a6X3

w(ェ)
≡

a7 + a8X + a9X2+ a]oエ3

4,(.T) - Q‖ + C(12エ+ a13X2 + Q]4X3

また､

N(∫) =β1,育(3:) =β2

T(∫) -β3+ β4エ. MI(∫) =β5+ β6エ

Ny(∫) =β7+ β8X, IJo(ェ) =B9+ β10X

要素材端の境界姦件は エ=0 (節点ct)で､

′ ′ ′ ノ
ノ

tL=ua･ V=Vo･ W=Wo･ ¢=¢a, W =-Wc, V =Vo, ¢ =¢o,

- - - ■■■- -
- - ■■_

N=(No+Nb)/2･ K-(Ko+Kb)/2･ T=To･ M=-他8･ 〟y=〟yo,払=N..a

x=l (節点b)で

(A2.17)

(A2.18)

(A2. 19Q)

′ ′ ′
′

u=tLb･ V-I)b･ W-Wb･ ¢-¢b･ W'=-Wb' V =t}b' ¢ =¢b,

~ - -■■- -
- --■■■■ ■■■■■ -

N=(No+Nb)/2, X-(Kd+Kb)/2･ T-Tb･ N=-H=b, M,=〟yb. No-〟ob (A2. 19b)

式(^2･17)と式(A2･18)を式(A2･19)に代人することにより､係数a.A, βiを決定できる.

これより変位増分と断面力は次式となる｡

u
= (トX)tLo+Xub

v = ( 1 -3,Y2+2X3)
vc+ (3X2-2X3) vb+ (X-2X2+x3) Lv'Q+ (-X2+x3) lv'b

w = ( I -3X2+2X3)w｡+ (3X2-2X3)wい(X-2X2+x3) lw'q-(-X2+x3) lw'b

¢
= (1-3X2+2X3)¢c十(3X2-2X3)¢b+ (X-2X2十X3) 14''Q+(-X2+x3) l¢'b

万= (Nc+Nb)/2,再= (Ko+Kb)/2

T = T｡+(Tb-T｡)X, N= = 〟2d+(〟～b-N之0)X

My = Np+(11yレーNyo)X,帆= NLd+(Nob-〟d)X (A2.20)

ここに､

x=エ/I, ( )′ = ∂/∂ェ= I/l･∂/∂X

次に式(A2.20)を式(2.34)に代入すると､ひずみエネルギー増分Uは､節点変位増分uで表

わせる｡そして､このひずみエネルギー増分Uを､･各々の節点変位増分の成分で偏微分す

ることにより接線剛性マトリックスの各々の要素が次のように得られる｡
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式(2.34)の第1項について:

･.

-圭L'dTsdd工-
y.1dTsddX

ここでd.Sは次式で表わされる.

d=[u′-v--w- ¢- ¢′]T

S =

(A2.21)

(A2.22Q)

(A2.22b)

ここで､式(A2.20)より

u′ =占/I
= (ub-tJ｡)/i

-v- =-'i)/12
- (6-12X)t'o/12-(6-lax)vb/12+(416X)v'o/l十(2-6X)v'b/i

-1u- =-i占/12
- (6-12X)wo/12-(6-12X)wb/121(4-6X)w'Q/ト(2-6X)wb/I

¢-
=訪/12

- (6112X)¢o/12-(6-12X)¢b/121(4-6X)¢'a/i-(2-6X)4''b/I

¢′ =あ/i
- (-6X+6X2)¢o/I+(6X-6X2)¢b/i+(1-4X+3X2)¢'d+(-2X+3X2)o'b (A2.23)

ここに､

(') =a( )/ax= I( )I

と表わされるので､式(A2.23)は､ d=Xuと表わすことができるo これを式(A2.21)に代入

するとTlは

･l

-菖UT〔f.1xTsxdX〕
u (A2･24,

′

よって､この式をtJについて2回偏微分することにより要素剛性マトリックスたepが得られ

る｡

kep- l xTsxdX
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ここに､

0 0

o i(1-2X) 0

o o %(1-2X)
o 0 0

o o

-i(2-3X)
o i(2-3X) 0

o 0 0

0 0

o-i(.-2X)
0

o o

-%(1-2X)
0 0 0

o o i(i-3X)
o ?(1-3X) 0

0 0 0

0 0

0 0

0 0

-%(1-2X)-?(X-X2)
0 0

0 0

-?(2-3X)
1-4X･3X2

0 0

0 0

0 0

令(.-2X)号(x-x2)
0 0

0 0

-!(1-3X)
-2X･3X2

(A2.26)

たgの誘導

た9は､式(A2.20)を式(2.34)に代入した残りの項より同様に計算できる｡まず第2項T2

紘

･2 - L'再{u′･去(v.,2十主(w-,2}dx
-

l輔Ⅰ小.赤(ち,2･姦(a,2,dェ
ここに､

万-

(No･Nb,/2･屯-l6odA,万b-J6bdA
LL =-ud+tLb, I.IムdX=tLb- ua

i) = (-6X+6X2) vo+ (6X-6X2)vb+ ( 114X十3JY2) lv'c+ (-2X+3X2) lv'b

ふ- (-6X+6X2)wd+ (6X-6X2)wb- (ト4X+3X2) lw'd- (-2X+3X2) lw'b

去I.1("2dX -

(か-か･b'd･#b,
vd･

(-%vd･か一基v'a-&v'b,
vb
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･

(去v8-去ub+去v'o一品v'b)
v'Q･

(去ud一基vb一品v'd･去v'b)
v'b

去it(1･u,2dX -

(%wo塙wb一志広一去w'b)woe(-%wd･%wb十島w'o･去砿,wb

(A2.28b)

･

(-bo･bb･去広一畠w'b)
w'd･

(-bQ･去叫一志w'c･b'b)
w'b (A2 ･ 28c )

よって､式T2 (-A2.28a-c)を各々の節点変位増分で偏微分し､マトリックス表示す

れば､次式で表わされる｡

｢0 0
]

6.V/5 i

第3項は

T3 =

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 〃/10 0 0
-6〃/

6N/5t O
-N/10

0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

21N/15
_0

00 0

21N/15 0 0
-N/1

0 0 0

0 0

6再/5

0

l

0 0 0

0 0 0

-6N/51
0
-N/10

0 0 0

N/10 0
-1N/30

0 0 O

O 0 0

O 0 0

O 0 0

6N/51 0 N/10

0

_02川/15

0

再/10

0

0

0
- 1N/30

0

0

-N/1
0

0

0

0

21N/15

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

tJo

Vo

Wo

¢o

Wo

Vo

4''o

tLb

Vb

Wb

4)b
′

W♭

Vb

4)'b

(A2.29)

Nz(v"+帥")dx =

千
ー

● ●

〟z(v+4'i6) d,Y

式(A2.20)､ (A2.23)より

‡ll-x-血宰vo･卑虹vい^7zov'o･屯bJb

(A2.30)

(A2.3lα)

‡L.-dX
-

(一言鮎･!Qb-#o-#b,学wo･(言鮎一言ob･#o･7idb卑wb

･(鴇鮎一志ob･駕¢'a一志¢抽dW'o･(去¢o一誌如一志do･駕o'b)hw'b
(A2･31b)

よって, T3をtL8こより偏微分すると

__旦B=o
∂T3

_

atlo atlb

∂T3
-N=a+〟～b=

∂t)a i

∂T3
_

∂wc[

aT3
_

∂4)a

Li#¢o･姓瑞芦¢b一語do一語o'b

リ嵩準wa･出篇準wb･準許w'Q.竿誇w'b
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旦聖
∂w'd

-

aT3
_

iiiiiiiiii -

∂vo

∂T3
_

′
■-

∂¢o

幣｡o･幣¢b･顎評l¢'D一畿Idb

一晩｡

-%wd･掛b･顎芦Iw'd一散w'b
∂T3

_

〟_,a-NIB

∂vb i

認

諾

⊥ユ蔦準鮎一也辻⊥地肘儲¢'d･ギ紳10王

- !牢詳』wo一迫瑞準wb+半群w'd一筆許w'b

aT3
_

盲芯~

∂T3
iiiiiiiiii

声i■

avb

旦聖
∂db

=

竿評鮎一筆許如一散o'd･当許1o'b

屯b

-掛Q･掛b一畿hv'd･当評I
w'h

莱.4項は

･4 =

-/.'wy(w--ov-,dx
-

-‡Ll屯(㍍-¢･J,dX
この項は､第3項において

′ ′ ′
′

3-4, I-y, tJd--Wo, Vb--Wb, I)a-1L)a, Vb-ub, Wo-Lld, Wb-I)b, Wo--I)8, Wb--I)ら

と置き換えれば得られる｡

aT4 a T4
- = - - O
a uc, a tLb

旦ら= 』±』
awd 1

9A

-一也±』鮎+也瑞控¢♭一語｡'c一掛も∂vo lot

姓-

-i#vo十L竿苛準vb一幣v'd一筆評v'b
∂¢d

∂Tヰ

実ニー竿==一箪==-㌔キニ='-き=':30

aT4

盲蒜= -Myc

aT4
-

-一語v｡･籍vb一顎評Iv'o･掛v'b∂4''D-
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aT4旦ら=
_辿』∂叫b 王

認

諾

- ii#鮎一也瑞準*b･知'Q･籍db

-払出vo一班』vb一粋v'o･竿許v'blO1 10l

aT4

謁ニー竿誇¢8･壁幣¢b･%1o'o一当評1o'b
∂r4

盲蒜=Nyb

∂r4

謁-璃vD･籍vb･%lv'o-!駕評Iv'b
第5項は

･5

-圭LL万(¢.)2dェ-去Ll万(6,2dX
式(A2.23)より

去fol万(i,2dX
-

(言鮎-言如･去品.如)乎･(-喜¢d･書ob一基広一去品)響
･

(去¢d一基¢b･去dQ一品｡も)ト撃.(去¢o一基如-#o･去db)l竿

-------一語-o
∂T5

_

∂T5
ー

∂T5 ∂T5
_

∂ uo ∂ I)c[ ∂wo ∂wo

∂T5
_

∂¢o

∂T5
■■■■■d

=~ 二

∂ 4)c,

∂ub

認

諾
第6項は

T6 =

鼻紙一貴弘･去K鮎･志方¢も

去紘一去払･駕,<o'D一志有益

rr

,r_rr=__｢_空空=o
aT5=･aT5- aT5 aT5-

∂vb ∂wb ∂w'b ~ ∂tJ'b

一鼻紙十貴弘一志K¢ニー去Wb

ii)7¢凸一志弘一去]{do･%)7¢も

I.L軌¢-血-i/.'-x

式(A2.23)より

‡紳dX-一重-準(¢ロー如一王db,-RdO'c･万-¢も
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(A2.34)

(A2.35)

(A2.36)

(A2.37)

(A2.38)

(A2.39)



∂r8

9h---譜-譜-o∂vd ∂wa

Nw -

LVub
∂¢o

∂T6

首完= ~M-

∂T6 ∂T6
L= 声i

.=｢

∂11b ∂vb =_=聖賢=旦空=o
∂r6

∂wb ∂wb ∂vb

∂T6
_

N.～,-NLb

∂¢b i

譜-[7止
第7項ほ

･7 - /.Lテ¢′dx- I..軸x

式(A2.23)より

LlテbdX-

-¢ofd･¢bテb･ (テb-fo)(一歩d･圭¢h-#d･去¢'b,
∂T7 ∂T7 ∂T7 ∂r7

---ニー-謁-詰-o
∂uo ∂va ∂uo

認

諾
ー圭(7d十〒b)

一誌(テb-㌔)
a T7 aT7 a T7

∂ub ∂I)b ∂wtN,

諾 -圭(㌔･テb)
∂T7

甫-去(テb-7Q)

=β聖=9空=o∂wb ∂vb

(A2.40)

(A2.41)

(A2.42)

(A2.43)

以上の結果より式(A2.29)･､式(A2.32)､式(A2.34)､式(A2.37),式(Å2.40)および式(A2.4

3)をまとめてマトリックス表示すると,た9が得られる｡

付録2.3 骨組の座標変換マトリックスrb

はり要素の全体座標系X(X,Y,Z)と局所座標系エ(∫,y,I)の間の三次元座標変換マトT)ック

スは一般的によく使用されている37)ので､ここではその座標変換マトT)ックス1bのみを示

す｡すなわち次式で表わされる｡
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[重]-TF[ここに

xl′ Yl′ zl'

-(ylcosα+ZXsinc()
XIcosQ-YZsinα (l′)2sinct

ylsinα-ZXcosα
-(XIsinα+YZcosα) (l')2cosα

l=細, l'-JW, sinQ=Jl-｡｡s㌔

ただし､ e(は部材のx軸回りの回転角であるo これをマトリックス表示すれば

エ
- ÅtX

(A2.44)

(A2.45)

(A2.46)

となるo よって全体座標系での要素の節点変位増分uと局所座標系で表わした節点変位増

分Uは次の関係が成り立つ｡

tL
= Tb U

ここに

0 0 0 0

0 0 0 0

1 0 0 0

1b 0 0

lb 0

l

つまり､ rbが骨組要素の座標変換マトリックス(14×14)である｡

付録2.4 偏心荷重時のつり合い方程式

(A2.47)

(A2.48)

外力として重心線以外の断面上の任意点に横荷重戸y+py, Fz+pzが作用する場合は次ぎの

ようになるo 荷重の作用点を図A2.2のように局所座標系でL](yt,zl) , L2(y2,Z2)とする｡

重心0が三次元的変位を生じた時の任意点Ll.⊥2の全体座標系での増分変位は

vLl-V-{l¢-圭榊2,wLt-W･榊一圭ぐt¢2

vL2-V-ぐ2¢一圭n202
,

wL2-W･脚-圭(2¢2

ここで､図A2.2より次式の関係があるo

[;:]- +[
i
=山2十y2十Z2

lXcosa-YZsinα
-( lXsinα+YZcosα)

(l')2sinα (l′)2cosc(

, l′-～僻丁平

もしl′-一β牢乎=oなら

[冒:]- [co.sa-s去nQ][呈:]
よって､外力ポテンシャルの増分VLは､ vLl,tDL2により
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(A2.49)

(A2.50)

(A2.51)

(A2.52)

(A2.53)



VL≒
-(Py+Py)vLl

- (Pz+Pz)wL2

-

-(戸r･py)(v
-

(.¢一圭榊2)
-

(pz･pz)(w十脚-圭く2¢2)
(A2.54)

となる｡このVLを¢で偏微分することにより､次のねじりモーメントに関するつり合い式

に追加される項が得られる｡

一芸-声y･py,砦-Fz･pz
-旦吐= -(py'py)(.I(pz+pz)叩2-

(Pr'Py),?.¢+ (Pz'Pz)(2¢
∂¢

これより全体座標系におけるつり合い方程式は次式のようになる｡

<*>十(I)yi+Py‡ ) (1+ (Pzi+Pzi )772

<*> : ordinary term Of K
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また､マトリックス表示すると

F- TTi+戸=KU

となるo

(A2,55)

=

tLi

Vi

Wi

¢i
′

Wi

′

Vi

¢'i

●

(A2.56)

(A2.57)



用いた記号

A
:断面積

C
:eとdを関係づける係数マト1)ックス

d
:変形増分ベクトル

D
:0とcを関係づける係数マトリックス

Dl-D3 :マト[)ックスの係数

E
:ヤング率

Est
:ひずみ硬化係数

J :局所座標系での節点カベクトル

F
:全体座標系での節点カベクトル

C
:せん断弾性係数

fI′ : EEs(/(E-Es()

た
:局所座標系での剛性マトリックス

たep, Kep
:局所及び全体座標系での弾塑性剛性マトT)ックス

k9, K9 :局所及び全体座標系での初期応力マトリックス

F
:全体座標系での剛性マト T)ックス

〟
:軸力による付加ねじり

l
:要素の長さ

L :部材長

Lt, L2
:偏心荷重の作用点

Ny, 〟z
:1J,Z軸に関する曲げモーメント

〟o
:そりモーメ ント

Np
:塑性モーメi,ト

71
:要素の板厚中心線に沿った曲線座標の接線に垂直方向の座標

〃
:軸力

0
:任意に選んだ局所座標系の基準点

p :局所座標系での節点外力ベクトル

P
:全体座標系での節点外力ベクトル

Pェ,Py,Pz
:I,y,z軸方向の外力

r
:要素内の任意点Pまでの距離
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ry
:弱軸回りの断面二次半径

r
:断面力増分ベクトル

S
:要素の肉厚中心線に沿う曲線座標

S.･)A
:Sマト1)ックスの成分

s
:部分的に降伏した単位長さの部材の接線剛性マトT)ックス

T :ねじりモーメ ント

Tb :はり要素の座標変換マトリックス

u, ～, w
:要素の中心点0におけるr,y,z軸方向の変位

U, V, I/
:要素の任意点Pにおけるェ,y,Z軸方向の変位

tL
:局所座標系での節点変位ベクトル-

U
:全体座標系での節点変位ベクトル

U
:ひずみエネルギー増分

Ⅴ
:外力のポテンシャルエネルギー増分

I, y, z

:要素の局所座磨系

∫, y, Z
:全体座標系

α,β :点Pの変位前と後の関係を表わす回転角

γ :St.Venantのせん断ひずみ

γe :弾性せん断ひずみ

γp :塑性せん断ひずみ

c
:軸ひずみ

c2 :相当塑性ひずみ

cy
:降伏ひ.ずみ

cst
:ひずみ硬化開始ひずみ

ce
:弾性軸ひずみ

ep
:塑性軸ひずみ

c
:軸ひずみベクトル

77,( ･.要素断面内の中心軸に関する任意点Pのy,z座標

1
:塑性ひずみ増分の正値の比例係数

1b :局所座標系と全体座標系の間の座標変換マト T)ックス

n
:全ポテンシャルエネルギー増分(U+Ⅴ)

o
:軸方向応力度
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oy :降伏点応力度

¢,｡
:圧縮残留応力

oyst
:ひずみ硬化応力度

oE :相当応力度

¢
:応力度ベクトル

T
:St.Venantのせん断応力度

¢ :要素断面のねじり角

¢′ :ねじり率

u
:任意点0に関する単位そり関数

△
:面外たわみ

( ) I:d/dx

(~) :全体量

a,b :節点a,bを表わすサフィックス
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図2.1鋼骨組構造のモデル化

X.･1l

図2.2 移動座標系

図2.3 節点力増分と節点変位増分
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図2.4(a) 断面の移動と回転の関係

図2.4(b) 任意点Pの変位関係
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図2.6(a)要素の断面力増分と変位増分

図2.6(b) 断面力の正方向
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図2.7 断面の要素分割

-51-



a,.

b)

ト

∽

.｣

図2.8 フローチャート

-52-



P/ Per

0･5

図2.9 柱のエラステイカ

-53-

I･O v/L, u/L



(UN汀･lnch)

E =9･3xlo6 pst.

LしDS)f

Test(Trqhqffr)29)
∫__=｣---~

1"o.3
'rEpslein-Murrdy(FE

f∠′
I

f

eSeneO

A

■l

I

I

I
I

u
__J_.__

I

2 4 6 8 △ (Inch)

図2.10 片持ちはりの荷重一変位曲線

-54-



(JI

Jユ

.A

Q
卜_

甲
ト･

3◎ 35･755 Lbs 3⑤35･755しbs 3①35･755しbs

l t 1 l 1 I
二ニ

ー1000 in･しbs

4㊥L/4
1
4㊥L/4

-
4㊥L/4

(Q) Loading

暮5.762.rO
●

C)

H
-

ー

0.252の

⊂)

Z占

(UNIT inch)

( b) cross sec†J'onql dimensions

図2.11 解析モデル

-55-

〟I

空
の
卜･

?
卜･

W]O x25

L′｢y; 50

E =30400 ksi

cry ,34ksi

OTrc,0･3 gy

Est耳760 ksi

Est10･O1565

G 王 E′2･6



M/Mp

0･25 0･5 V (inch)

図2.12 中央断面の荷重一変位曲線

-56-



P(kN)

15
0 5(KSり

群議

廿

∽
ゝ:

a

==_::コ

]!

P(kN) TESTBYBIRhLSTIEL
3I)

d I APPしJCAT10N

a) DIMENS10NS IN mm

- MEASUREO

一一-

ASSUMED

5KSト34･5MP(】

bIASSUM∈D RESIDUAL

STRESS OISTRtBUT]ON

0(rqd)
･v
(mrTl)

0･01

TEST BY B旧NSTIEL
引)

#p
E .207000

MPq

E,. 5175 MPq

oTy- 238 MPq

wくmm卜

0･02 0･03 10 5 0 5 IO I5 20 25

(a)回転角0 (b)変位v･ w

図2.13 偏心荷重を受ける柱の中央断面における回転角と変位曲線



図A2.1座標系の設定
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第3章 板構造の弾塑性有限変位解析

3.1 概 説

従来より､板要素の座屈後挙動や後座屈強度に関する非線形問題の解析的研究ほ､数多

くの研究者により行なわれてきた｡たとえば､弾性有限たわみ問題を解析的に解いたLevy

2)やCoan3)及び八巻ヰ)の研究､初期たわみを有する圧縮板の弾塑性有限変位解析を行なっ

た大坪9)
､同村･吉田10)､

Needleman and Tvergard‖)の研究,さらに､残留応力の影響も

考慮して解析を行なった小松･北田･宮崎12)､上田･安川･矢尾･池上･大*]3)､

crisfield14)､ rlarding15)らの研究があるo特に､有限要素法の発達と大型計算機の発達に

より各種の非線形問題の解析が可能となった｡しかし､これらの研究の多くは単一部材に

対する解析が主であり､板要素で立体構成した場合の耐荷力や構成板の幅厚比と変形挙動

の関係及び変形挙動が耐荷力に及ぼす影響等についての研究が少ないのが現状である｡

板要素の達成座屈挙動に関する解析的研究としては､たとえば､固有値問題としての局

部座屈強度に関する研究16)～22)
､塑性解析法により局部座屈後の変形挙動を扱った研究

23ト28)等がある｡しかし､固有値解析では板要素相互の達成作用は考慮できるが､要素の

変形が耐荷力に及ばす影響や座屈後の挙動は追跡できない｡また､塑性解析では局部座屈

モードを限定しているので､板要素の相互作用や変形挙動が十分解析できていないと思わ

れるo

最近では､この達成局部座屈挙動を厳密に解析する有限要素法を使用して解析が行なわ

れるようになった.宇佐美･土屋･大谷･福本29)､中井･北田･酒造30)の研究は箱形断面

を対象にしており､初期不整を考慮した耐荷力挙動の解析を行なっている｡ H形断面を対

象にした解析は藤本･須藤･和田31)､吉田･増田･松田32)､鈴木･金子33)･34)の研究があ

る｡いずれの解析法においても厳密に挙動を解析するには､大型計算機を用い､多くの記

憶容量や演算時間を必要としているのが現状である｡

また､通常用いられている要素内一定ひずみ､一定曲率の三角形平板章素(一筋点5自

由度)を使用して板要素を立体構成する際､平面応力問題における面内回転剛性が存在し

ていないため､局所的な不安定を生じる可能性があることである｡この面内回転剛性の取

り扱いに関する研究としては､ Zienkiewicz35)の仮想回転剛性､ Kanok-Nukulchai36)の任意

点の法線まわり振り剛性の付加､鈴木･金子33)の一般の連続体力学理論のmicro変形に著
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目した面内回転剛性の評価､吉田･雨宮･増田37)の応力仮定のハイブリッド法を用いて要

素周辺に仮定する変位分布に着目した面内回転剛性の評価等の研究がある｡

本章では､局部変形を考慮した全体座屈挙動の解析を行なう上で必要な板要素の有限変

位弾塑性解析法の定式化を中心に記述する｡まず､ほり要素.と同様に板要素でも変位仮定

の増分理論で定式化する必要から､ここでは通常のひずみ一定要素に､鈴木ら33)･叫が採

用しているmicropolar理論38)によるmicro変形に対応した面内回転剛性を導入し､一節点

6自由度を有する三角形平板要素とした｡また,板要素の座屈後の大変形挙動のほとんど

は剛体変位であるので､北田らt2)の方法に改良を加えて剛体変位を除去した｡そして､剛

体変位を除去して求めた真の変位より節点力を算定し､不つり合い力を計算しているo 増

分つり合い方程式は､系の仝ポテンシャルエネルギー増分の停留条件より誘導する｡以上

のように定式化した解析法について､数値解析例を通して板要素の分割数による精度や刃文

東性等を他の解析結果と比較検討し､本解析法の妥当性､有効性について検討する｡

3.2 つり合い方程式の誘導

3.2.1 仮定と座標系の設定

次に示す仮定に基づいて解析を行なう｡

(i)材料は完全弾塑性体でかつ等方性である｡

(ii) Yon Misesの降伏条件式に従い､塑性域ではPrandtトReussの応力ーひずみ式が成立

するものとする｡

(iii)変形前､板の中央面に垂直であった任意の横断面は変形後も変形した中央面に垂直

である｡

(iv)初期たわみを有する板を､図3.1に示すように平面の三角形要素の集合体(折板構

造)で近似モデル化し､この状態を無応力状態と考える｡また､初期たわみにより

生ずる曲げ応力度はないものとする｡

(v)一つの要素断面内で板面方向の応力は一定である.

各有限要素の局所座標系(エ,y,Z)を図3.2に示すように設定するo そして三角形要素1,2,

3の頂点1を通り板の中央面に直角上向きにz軸を取り､ z軸と板の中央面との交点を原点を

0とする.この原点0を通りTgに沿ってエ軸をとり､エZ平面に垂直にy軸をとるものとする.
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エy平面は節点3を含む.

さて､図3.2に示すように局所座標系で表わした節点変位､節点力をそれぞれ石,テと置き､

その節点変位増分､節点力増分をそれぞれtL,fと置く｡これらは､それぞれxy平面の面内

成分と面外成分から成るD面内変位増分と面内回転変位増分imicro回転増分一次節で述べ

る)に対応する節点力増分を､ u,,i.+f¢面外変位増分およびそれに対応する節点力増分を

それぞれub,fbとするo 以下の諸式においては記号の上に~を付したものは､全変位.全外

力を､付さないものはそれらの増分量を表わすものとする｡

3.2.2 ひずみと変位の関係

変形状皆iにおける局所座標系での要素中央面内の任意点の変位を石,石,諒とする.更にこ

の点の状慧tに至るまでに生じているひずみを言iとし､ i状態からi+1状態に変形する時の

板の中央のx,y,z方向のそれぞれの変位増分をtL,Vおよびwとすると､変形後の板の任意点

のひずみ言i.1は高次項を考慮したひずみと変位の関係式は次式で表わされる.

aui.1/a=

at)i.1/ay

∂tLi.I/∂y+ ∂vi.I/∂ェ

0

1

2
I

2

(∂wi.1/∂x)2

(awl.1/ay)2

∂wi.1/∂ェ･ ∂叫.I/∂y

O

一之

∂2石i.1/∂ェ2

∂2&i.1/∂y2

2∂2&i.1/∂ェ∂y

O

ui'l
=

tLi+ui, Vi+1
=

Vi+Vi, 叫.I = Wi+帆

ここに､

(3.I)

(3.2)

式(3.1)の予｡は､鈴木･金子33)が採用している面内回転成分であるo これは､通常の平

面応力問題では存在しない面内回転変位を､一般化された連続体力学理論で考慮されてい

るmicro変形により導入しようというものである.なお､ここではmicropolar理論33)を採

用しているo この理論は伸び及びせん断変形が剛なmicro要素を考え､回転変形のみを考

慮するという仮定に基づいており､ひずみ一変位関係式を次式で表わしている｡

言=-砦･圭(砦)2,言y-駕･主(Sf)2

も;=γ=y+ γ中

-駕･髭詰.砦貿･2(0…一圭(忠一Si))
(3.3)

ここに､ u,v･wはmacro変位で､ 0三がnicro回転､基(∂石/∂x-∂石/ay)がnacro回転をそれぞれ
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表わし､その関係を図示すると､図3.3である｡つまり､式(3.3)のγ●が通常の弾性論に付

加された関係式である｡そして､このmicro回転とmacro回転が一致した時､弾性論に対応

するものと考えている｡

また､この時のせん断応力度は次式で表わしている｡

て=;=て=y
+ T¢=Gγ‡y十Gγ¢

ここにCはせん断弾性係数である｡次に､式(3.1)よりひずみ増分£は

c= 〔 c=cyγ‡yγ●〕T=言i.1-Ci

[
∂u/asyuv･Zsat;"ax
]I [

-I [

∂w/∂ェ･ ∂w/∂x

aw/ay･ aw/ay

∂w/∂y
･ ∂tu/∂ェ+∂w/∂x ･ ∂tu/∂y

O

0

0

0

20;-(∂v/∂x-∂u/∂y)

去(∂w/∂ェ)2
;(aw/alJ)2
∂w/∂ェ･ ∂w/∂y

O

(3.4)

(3.5)

と表わされるo 又､中央面の線形ひずみ増分をc.､曲率の増分をeb､たわみ角増分をeoお

よびnicro回転とmacro回転の差の増分をe中とすれば､これらは節点変位増分tJ=ubを使っ

て次式で表わせる｡

e･ - [∂u/asyuv?axy"ax]
- B･u･

c中- [2…/aSx_a"ay,]- B･u7

Cb = [2∂2w/∂ェ∂ = BbtLb

eo- [S:fS;]-Be仙

tL. ≡ [u.I tL.2 tL.3]T, tL.k
= [tL V Oz]E

tLb
≡ [1Lb] tLb2ub3]T, tLbk

= [w Oz Oy]kT た=1-3
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(3.6α)

(3.6b)

(3.6c)

(3.6d)

(3.7)



Tは転置を表わす.また､係数マトT)ックスB.,B¢,Bb,Beの誘導については付録3.1に示すo

ここで用いる変位関数は､要素面内の変位u,I)及び回転角Ozは､エ,yの一次式で､面外変位

叫ま面積座標による多項式を用いている.式(3.6a-d )を用いると要素内の任意点の非線

形性を考慮したひずみ増分eは次式で表わせる｡

c -

B,u.十Bp･十圭c-ら
･ CoBoub -

ZBbub

ここに､

否o - [;≡g::*y]･co - [::喜;;s=Zsxy]
ところで､変形状態iをxy平面上にのる平面三角形要素で近似することにより

∂石/∂ェ,∂蒜/∂yが0となるので､ eo=0が成立するo これより式(3.8)ほ､

e - B.u. ･

B¢叫･圭coBoub
-

ZBbub

と表わされるo なお､ [ ]ほマトリックスまたはベクトルを表わすo

(3.8)

(3.9)

(3.10)

3.2.3 応力増分とひずみ増分の関係

弾性域ではHookeの法則が､塑性域ではPrandtトReussの応力-ひずみ式が成立し､

Yon Misesの降伏条件式が成立するものと考える｡

まず､弾性域でほHookeの法則より

0 = Dec

ここに､

o= [o=oy T.y

T●]T

De

-古[き毒(.-og)/2(1_§)/2]

(3.ll)

(3. 12cL)

(3.12b)

このDeは板の弾性剛性マトt)ックスである.ただし､Eはヤング率であり､ yはポアソン

比である｡

次に塑性域ではPrandtl-Reussの仮定より､塑性ひずみ増分cpは次式で与えられる｡

e,-

^･慧
(3･13)

ここに､は正値の比例係数､ Fは降伏条件式で､ Yon Misesの降伏条件式に従うものとす

れば､その条件式は
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F(o) I- Oe = OY

-

(召1 5=言y +司+ S毛吉))R (3.14)

ここに､盲.は相当応力度､ oyは引弓長試験による降伏点応力度である.式(3.ll)､式(3.12)

および式(3.13)より

0 = De[c -

となる.また塑性状態では､応力oが降伏曲線上を流れるから

dF-

(慧)To-o
となる｡そこで式(3.15)を式(3.16)に代入すると次式となる｡

dF-(慧)TDe〔c-^･静-o
これより

((∂F/∂示)T Dec)

De(aF/ao) )

となる｡さらに､上式を式(3.15)に代入すると

0 - Depe

ここに､Depは弾塑性剛性マト T)ックスで次式で表わされる｡

Dep=De -

( De(∂F/∂o)(∂F/∂古)T Del

(H (aF/ao)

H′ = EEsf/(E-Es()

なお､ Est はひずみ硬化係数である｡

具体的に表わすと式(3.20)は

Dep-De -

ここに､

D.(aF/ao) )

sI-古(o'=
I LWy)I
Sy-古(o'y

I LW工)

′ ′

sty - 2GT‡y･ S

-吉和'･
s=o'z ･ syoy I 2S=yTry

′

(3.15)

(3.16)

(3.17)

(3.18)

(3.19)

(3.20)

(3.21)

(3.22)

ただし､ o'r,o:yは偏差応力であるo なおここでほ,塑性域におけるT｡とc中の関係の剛性

低下は､対応する剛性を有する平面応力場のT=y とγ=yの関係に準ずるとし､他の応力度と

ひずみ関係に達成しないものと仮定する｡
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3.2.4 接線剛性マトリックスの誘導

今､変形状態iでの節点力を言､節点変位を石､変形状唐i+lでの節点力を言+p
､節点変位

を石+uとすれば外力ポテンシャルの増分Ⅴは

Ⅴ =

-((tL+tL)T(盲+p)
-

tLTp)

=

-uT(古+p)一訂p

又､この間のひずみエネルギーの増分Uは

U = Jy
∫

(eT6 + 1/2cTo)dV

(eT6 + 1/2eTDe)dV

となり､上式に式(3.10)を代入すると

u - I(u.TBT･u･TB;･圭u-zubl,6dV.a(u･,BT･uIB･T･圭抽ic5-zubE"
(BIu･

･Bル.圭c8Boub-ZBbub)
dV

(3.23)

(3.24)

(3.25)

となる｡よって全ポテンシャルエネルギー増分Ⅲ-U+Ⅴは､節点変位増分で表わすこと

ができる｡よって､ Ⅲの停留条件∂Ⅲ-0により､次のつり合い方程式が得られる｡

p I (云一子,
- [k-{b.k紳たb:lbkg][::]- k･u

チ- [f･f'bf中]
テ･- /vBnT6dV,子中-IvBTo6dY,テb--lvzBE6dY
た- - JyBpTDBpdV･た紳-fvBDB中dV

た.b -

kEIニーJyzB!DBbdV,
kbb - Iyz2BEDBbdY

kg - JyBrO･BodY

ここに､

(3.26)

(3.27)

(3.28a-e)

ただし､

辞-[皇宮]
たが要素の接線剛性マトリックスであり､たの中のた9が幾何学的剛性マト T)ックスで､

kれb,kb.は弾性範囲内であれば､ zについて奇関数であるから､ k.i-kb,=0となるo しかし､
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塑性域に入ると各層におけるDが一定でなくなるので0とはならないo また､ (盲丁子)は不

つり合い力で､定式化の際の線形化や荷重増分途上で塑性化及び剛性変位が含まれること

により生じるo この不つり合い力の計算法については､ 3.2.6節で述べる｡た紳は面内回転

剛性で通常剛性マトリックスに付加された項である｡なお､式(3.28)の誘導については付

録3.2に示す｡

式(3.26)を全体座標系に変換し､全要素について集成すると次式で表わされる｡

KU = P + (P-F) (3.29)

ここに､Kは系全体の接線剛性マト[)ックスで､座標変換マトT)ックスTpにより次式とな

る｡

K - TpTたTp (3.30)

板要素に関する座標変換マト T)ックスTpについては付録3.3にその誘導を示すo

しかしながら､式(3.29)で求まる変位Uは､剛体変位が含まれており､真の変位を表わ

していないo そこで次節では剛体変位除去の方法について述べるo

3.2.5 剛体変位の除去ほ)

全体座標系(X,Y,Z)における単位ベクトルをEl,E2,E3､変形前の局所座標系(ェ*,y',Z')に

おける単位ベクトルをeT,eさ,e玉とし､変形後の局所座標系(ェ,y,I)における単位ベクトルを

el,e2,e3とする.そして

E-[……]
I

e･-[……]
I

e-[……]
(3･3.,

とおく と

e - 1E
,

e+
= A+E (3.Sea,b)

ここに1,1*は変形後､ならびに変形前の局所座標系と全体座標系の問の座標変換マトT)

ックスであり､それぞれ

1 =

aェX Qrr a=z

Qyx ayy ayz

azx a=y Qzz ], (3･33,

ここに､clrx, ･ ･ ･ ･

･はx軸とX軸の方向余弦で､他も同様である. A,1'の誘導につ

いては付録3.3に示す｡

図3.4(a)に示すように､変形前の要素内の中央面上の任意点Rと､その点の変形後の位
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置をR'とするo また､変形後の要素の節点1′2′3'を含む平面内に変形後の要素を､ 1点と

1 ′点が等しく､辺了雪が直線r盲′に一致するようにのせた時のR点の位置をR"とするo 全変

位万房′のうち､ FR"が要素の剛体変位を意味し､ FR'が要素の変形による正味の変位を意味

する｡

更に､点Rカ､ら点R′へ変形するときの変位を全体座標系で表わして否(訂,∇,育)と置き､点

R"から点R'への変位を全体及び局所座標系でそれぞれ訂(U,?,秤),;(tl,V,W)とおく｡又､ 1

から1′への変位を全体座標系でUT(DI,∇1,7?I)とするo さてr
=TR,

r"

=nfrを局所座標

系で表わすと

r
=
r′■

となり,図3.4(a)よりベクトル一項ノは次のように表わされる.

二~~~ニ ノ

_ー_- _
J
′

-
′ r

: : /

1R = 1R + 万頁′= 11 + 1R- +R-R

R=TR′とすると､式(3.31)より

R =

rTe' + FE= rl'E + 否TE

=否TE
+ r〝lE+ ;TIE

上式の第2,3項より盲について求めると

芯Tl=7Jl'- r-A +研一8T

ゆえに

芯 = 1訂

ここに､

u-A.+Tr･-1Tr+ u- ul

(3.34)

(3.35)

(3.36)

(3.37)

(3.38)

(3.39)

となるo つまり式(3.39)を式(3.38)に代入すれば､局所座標系で表わした芯が剛体変位を

除去した正味の変位である｡

次に､図3.4(b)に示すようにx軸まわり､ z軸まわりのたわみ角0ェ,Ozを求める｡全体座

標系でのたわみ角を6x,6zとすると､

Ox ≒ tanOx
=

-∂(V.+V)/∂Z
- Oxo - ∂Y/∂Z

Oz * tanOz =

-a(Yo+V)/aX
= Ozo - aY/aX

(3.40α)

(3.40b)

ここに､ Y.は要素内の初期たわみ､ 6xo,6zoは要素内の初期たわみ角で要素内で一定であるo

また変形後の局所座標系におけるたわみ角をそれぞれ8ェ,0～ とすれば

o= =

-tan-]∂u/∂z≒-∂v/∂z
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o= =

-tan-]∂v/∂ェ≒-∂v/∂ェ
(3.41b)

今､局所座標系における要素内の任意点の変位(u,v,w)は､微小変形理論に基づく平面

応力､平板曲げ問題として取り扱う｡図3.4(a)に示すx',z'で表わすと

u
=

～(r',z'), v
=

v(ェ',Z'), W= W(エ●,Z')

ここで､面内の変位関数に次の1次関数を用いる｡

tL
=
C(1 + Q2エ+ + α3Z+

tu -叫 + q5エ+ + C(6Z+

一方､式(3.38)においてvのみ考えるとベクトルr"はxz平面上にあるので

[oyx c(yy ayz]1Tr〝
= o

となるo これよりt)紘

X - Xl-UI

v = [Qyx Ctyy C[yz] Q=･yエ● + QzIYZ' + Y

Z - Zl - T/I冒-∇1]
とかける｡又､たわみ角には次式の関係があり､

[S:クS;]- [S要クS;S…fS…][S:クS言]

この式に式(3.45)を代入すると

∂v/ax = (ctyx+ayy∂-y/∂x)∂x/ax + (cLyz+ayy∂V/∂Z)∂Z/ax

+ cLI･YCLyY∂x'/∂x + Qz･yQyy∂z'/∂ェ

∂v/∂z = (Qyx+agY∂Y/∂X)∂X/∂z + (c(yz+ayy∂Y/∂Z)∂Z/∂z

+ o=･ya,y∂x'/∂z + oz･ya,.y∂z'/∂z

となる｡また､

-
′

■~
T T

I r _=

oR =Ol十11 + lR" +再訂頁′

関係があるから､

X = X] + Ul + Q‡x(x'+tL) + ayxt) + azx(z'+W)

Z - Z] + I/I + Ctzz(r'+u) + ayzV + CL=z(Z'+W)

∂X/∂x

aX/az

∂Z/∂ェ

∂Z/∂z

(3.42)

(3.43a)

(3.43b)

(3.44)

(3.45)

(3,46)

(3.47cl)

(3.47b)

(3.48)

(3.49a)

(3.49b)

(3.50)



ここに､

更に､

bl - [Qzx Qzx]T , b2- [cLrX CLyx CLzx]T

b3=[Q=z Qzz]T, b4=[Q=z Qyz azz]T

ェ;
= [∂.T'/∂ェ∂z'/∂x]T,エ;- [∂ェ'/∂z ∂z･/∂z]T

v=
- [∂tL/∂x ∂v/∂x ∂w/ax]T

I,I - [au/az av/az aw/az]T

二≡≡…重二-ニニ…三三
0 ∂z+/∂x

∂ェ'/∂x 0

o ∂ヱソ∂z
∂x'/∂z 0

(3.51)

(3.52)

の関係があるので､式(3.47)に式(3.50)と式(3.52)を代入して∂v/∂x, ∂v/∂zについて解

くと､次の関係が得られる｡

∂v/∂1- -

1/Vxz(Vx(ら)I;+bluュ) + Vz(b3=;+b31lェ) + Q‡yb5エ;)

∂t)/∂z -

1/Vxz(Vx(b13:…+bluz) + Vz(b3X三+b311z) + CtェYb5X三)

ここに､

ux- [∂u/∂ェ ∂w/∂ェ]T , tLz= [∂u/∂z ∂w/∂z]T
′

Vx - agx + ayl′∂V/∂X ,
Vz = Qt,z + QtJY∂V/∂Z

Yxz- 1 -

QyxV,y- QyzVz ,
b5- [Q=･y Q之･γ]T

であるo ところでR点の座標(ェ',Z*)とI(.Stの座標(ェ,Z)の問には次の関係があるo

x - x+ + tL
,
Z - Z+ + W

よって上式より

[S三クS;S…クS…]- [ム?]
1十∂tL/∂x' ∂u/∂z'

三･][∂w/∂x* 1+∂w/∂

となり､これより

∂1･'/∂x ∂x'/∂z

∂z'/∂x ∂z'/∂z
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[S;:;S;S;:faazz]- [1'aawyaax･x'..aauこ,adz:･]-1[A? ]

-圭[
1+aw/az' -au/az'

-∂w/∂ェ* 1+∂u/∂ェ*
ここに､

s'= (I+∂tJ/∂ェ+)(1+∂w/∂z') - ∂u/∂z'∂w/∂ェ●

よって

ェ壬-去[
1Iaaww,'aa.TZ:] ,エ三- i[.-.aauu',aazx'･]

また､式(3.43)より次の関係がある｡

[忠告忠告]'-[a2a3a5a6]T

(3.57)

(3.58)

(3.59)

(3.60)

式(3.60)を式(3.52),式(3.57)に代入してエ…,エ…,u"tLzを求め､これらを式(3.53)に代入す

れば､ ∂t)/∂x, ∂v/∂zが求まる.

次に図3.4(c)に示すようにy軸回りの回転角Oyを求める.全体座標系での回転角をOTyと

すると

Oy * tanOy =

-aT//aX
(3.61)

また,変形後の局所座標系における回転角をOyとすれば

oy =

-tan-1∂w/ax
≒

-∂w/∂ェ
(3･62)

となるo Or,Ozを求めたのと同株に考えると､局所座標系における変位叫ま次式となる.

w
= [cL=x Cl=y azz]

X - Xl - UI

cLz･y･X' + Q=-y･Z* + Y

l/ - I/I

ここで∂w/∂xは次式の関係があり

aw avow
- 亡妻室 ‥ ~=~-

∂ェ ∂x∂X

この式に式(3.63)を代入すると

砦- (a之X･azz貿)砦十Ozy(a=･y富･Qz･y富)
･

さらに､上式に式(3.50),式(3.52)を代入して､ ∂w/∂rについて解くと

aw/ax =

I/I/xzll/x(bl=壬+ cL=x∂u/∂ェ+ CLyx∂v/∂x) + a=Yb5エ;I

ここに､

l/xz= 1 -

QzxVx ,
I/x= Qzx 十 azz∂l//∂X

b1= [ct‡x O=x]T, b5=[吋y CL=･r]T
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となるo 式(3.60),式(3.57)を式(3.66)に代入すれば∂w/∂xが求まる.すなわち､式(3.29)

を解き､ Uが求まると-ui.1(=玩+ u)が求まり更に任意の要素の全体座標系における変位ベ

クトルが計算できる｡この変位を式(3.38),式(3.53)および式(3.65)に代入すれば､剛体

変位を除去した局所座標系における変位ベクトル石が求まる｡ ～は真変位を表わすo

毒- [u.叫Oyl U2 W2 0y2 tL3 W3 0y3 V1 0ェ. OzI V2 0ェ2 0z2 V3 0ェ3 0z3]T (3.68)

ここに､

t11 = t)1 = V2 =

t)3 = Wl = W2 - 0

さらに式(3.43)のα = [o(1 α2C(3C(4Q5C'6]Tは以下のように求まる.

α -

c~唱.

ここに､

毒.= [ulWl u2W2u3W3]T

lポzf 0 0 0

0 0 0 1 =f zT
1ェきzき0 0 0

0 0 0 1ェさzさ
1
.T吉z吉

0 0 0

0 0 0 1ェ主zき

l
c~1 = -

2A

さらに

エさz圭一エ玉zきo ェ玉zトポz玉
o

zさ-zさ o
z5-zT

o

エ5-エき o ポーX玉 o

O
ェきz5-エ5zさ o ェ5zトxfz5

0
zきIZ玉 o

zさizT
O

ェトェき o
ヱトェさ

という関係がある｡なおAは三角形要素の面積である｡

ポzさ-エさz† o

zf-zさ o

エ5-ポ o

O ポzき-エきz‡
O

zトz乏
0

ェき-ポ

(3.69)

(3.70)

(3.71c()

(3.71b)

(3.72)

3.2.6 不つり合い力の算定12)

図3.5は荷重と変位の関係を示したものであるo 今､ N番目の平衡状態から次の平衡状態

〟+1を求めるo 状態〃におけるi回反復後の変形状態iから変形状態i+1を推定するには次式

を用いる｡

P,i - K.･Ui (3.73)

次に変形状態りこおける任意要素の応力度ベクトル､ひずみベクトル及び平衡状態♪Jから

の応力増分及びひずみ増分ベクトルをそれぞれ古i,言i,OH,CHとすると､
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Oi = OH + OH

Ci = eH + e〟

となり､さらに､式(3.ll)より

Oi = OH + D〃eH

ここに､

DH -

De

c(De + (I-a)Dep

Dep

(elastic,strc(i71 reVerSCll)
(eLQStic -

plostic)

(plcEStic)

(3.74cL)

(3.74b)

(3.75)

(3.76)

変形状態〟では弾性状態であったが､変形状態iでは塑性状態になる要素は､その間のひ

ずみ増分を弾性部分と塑性部分に分けて取り扱う｡そうするとαは､

降伏に至るひずみ増分
α

=

全ひずみ増分

つまりαは次式を満足する｡

(言‡十QO=)2
-

(言‡十QOz)(盲y+QOy) + (言y'叫)2 + 3(毛y･QT=y)2

-
-

o亨

+ 4C(a?
-

ここに､

2C

B -

-2o=o=
+ o=oy + o∫oy

- 2ogoy - 6て'yT=y

c=o…- o=oy+
o冨+

3T=2y

言:- (召-も盲y'司+3言‡≡)I/2 <盲eq-oy

(3.77)

(3.78)

(3.79)

(3.80)

なお､ oyは降伏点応力度で､盲…ほ相当応力度言e (式3.14)とは異なる量で､言eより常に小

さい｡

式(3.68)より与えられる変位ベクトルを;H(=壱i一着〟)とすると､この変位に対しては微

小変形理論が適用できるので次式となる｡

eH = ei - C〟 = AuH

ここに､

A= [β.一之8b]

この時の断面力は

fi = f〝 + fH = f〝 + たHtLH

ここに､

テ〃- /yAT6HdY
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(3.83)

(3.84a)



k〃 - JyATDHA?Y- [!lB;BD;:Bd,:vI:;B?:h7B?bbddvV](3.84b)

つまり､各要素の節点力の増分量f〟を平衡状態〟での真の節卓力fHに加え､変形状態iにお

ける節点カテiを求めるo そして､これを全体座標形へ変換し､全要素について集成するこ

とにより変形状態iにおける真の節点力戸iを得る.よって戸H.r戸iが不つり合い力となる｡

3.2.7 数値計算手順

仮定(iv)で示したように､初期たわみを有する板を平面三角形安東の集合体で近似す

るが､残留応力も同時に存在する時は次に述べる方法により､初期たわみに変化を与えな

いよう導入する12)｡

図3.1に示すような､初期たわみu.､残留応力盲,を有する板を考えるo この板は､この

状態で自己平衡状態にある.今この板を図3.6に示すような三角形要素からなる折板要素

で近似する｡変形後の状態JVにおける任意要素の応力度ベクトルーo〃を残留応力ベクトル石,

と変形による応力度ベクトル-ouHとに分ける.

OH - 0, + OuH

すると式(3.83)は

fi - f, + fu〃 + た〃uH

ここに,

Jr - AT6,dY, テL･Il= PnA T石u[]dV

式(3.86)を全体座標系-変換し全要素について集成すると､真の節点力F-iは

Fi -F,.i + FuH.i + KHUH

ここに､

F,.i ≡ E TEf,,戸u″.i
- ∑ T許uTl,KH

- E TpTkHTp

Tp
:座標変換マトリ ックス

外力を作用させる前の状態において､式(3.88)の戸iは

Fi = F,.o = E TpTi,

となり､これより不つり合い力P,.は､外力FH.1が0より次式となるo

P,o -

-F,.o

(3.85)

(3.86)

(3.87)

(3.88)

(3.89)

(3.90)

(3.91)

残留応力による不つり合いカベクトルPT｡は0でなければならないが､図3.6のような解析
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モデルではP,oは0とならないo それは､曲面板を平面三角形要素の折板で近似したため

であり,また､初期たわみと残留応力が共存する板では､残留応力が板厚方向に変化し曲

げモーメ ントとせん断力が必ず存在するからである｡ここでは簡単のため､解析において

坂厚方向の残留応力分布が一定と仮定すると残留応力による曲げモーメントとせん断力が

消え､解析モデルには不つり合い力が残る｡そこで､この不つり合い力を消すために逆方

向の外力ベクトル一戸r.｡を作用させることにした｡従って残留応力が存在する場合の不つり

合いカベクトルは､

P,i -PH.1 + F,.o - Fi (3.92)

となり､初期状態において不つり合い力が0となり､自己平衡条件を満足する｡

また､板要素は､三角形要素に分割して解析するが分割方法により精度が変化する｡そ

こで荷重我荷状態に関係なく一様な精度を得るため､ここでは図3.7に示すように三角形

要素4つの剛性を平均した四辺形要素を使用している.さらに､図3.8に示すように板厚方

向への塑性域の拡がりを考慮できるように層割りし､各層では応力度¢､剛度マトリック

スDは直線分布するものとする.

計算は､与えられた荷重増分に対して､ Newton-Raphson法を用いてつり合い式を解いて

いく.図3.9は反復収束の計算手順のフローチャートを示したものであるo その涜れを簡

単に説明すれば次のようである｡

i )全体座標系での外力増分Pに対する変位増分Uの計算

ii)全変位及び新座標の計算をする｡平衡状態♪lからi回反復後の状態iにおける剛体変位

を除去し､真の変位増分の計算

iii)真の変位増分より真の応力増分及び其の節点力を計算し､不つり合い力(声一戸i)を求め

る｡

iv)不つり合い力による変位増分の計算

v)収束条件が満足するまでi)
-

iv)をくり返す｡

vi)叫文京条件が満足すれば次の荷重増分を与える.

なお､各荷重段階における収束の判定は増分変位と全変位との比及び不つり合い力と節

点力の比について検討しており､その収束条件は比が10~3-10~5以下になれば収束したもの

と判定した｡また､つり合い式を解く際には問題により荷重制御あるいは変位制御の計算

が可能である｡
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3.3 数値解析結果

(1)平面応力問題

板要素の剛性マトT)ックス誘導では､通常の平面応力問題において存在しない面内回転

剛性を導入した｡そこでまず､図3.10に示すような､一端を固定された片持ちはりの二次

元モデルを用いて､自由端に荷重が作用する場合の分割方法とその精度について検討したo

なお,材料定数は図中に示すものを使用した｡

図3.11はt､解析モデルの端部Aに集中荷重Pが載荷した場合の分割数と精度の関係につい

て調べたもので､図心軸の変位モードを表わしているo なお､以下の解析例でNHは高さ方

向の分割数を､ NXは部材軸方向の分割数をそれぞれ表わす.分割数を多くすればはり理論

値に近づいているが､吉田ら37)の方法による結果(△印)に比べるとかなり分割数は多い

ことがわかる｡これほ､吉田らが誘導した応力仮定の板要素ほ､要素内で応力を線形仮定

しているのに対し､ここで用いる要素はひずみ一定､つまり応力度が要素内で一定と仮定

してからであり､ある程度の分割数は必要で有ると考えられる｡

そこで､板要素の分割数及び分割方法と精度の関係について検討を行なった｡解析対象

は図3.10と同じ片持ちはりの二次元モデルで､はり高βを一定(=10cm)にし､部材長Lを変

化させている｡図3.12は､ほりの自由端に集中荷重が載荷する場合のその点のたわみ量に

ついて､高さ方向及び軸方向の分割数を変化させたときの精度を示したものである｡縦軸

にはたわみvをはり理論値vtで無次元化し､横軸には図3.12の挿入図に示すような細要素

の辺長Leと高さHの比を表わしている.パラメータ解析の結果よりIe/〃が精度に大きく影

響していることが明らかになった.この図からわかるように､高さ方向の分割数は6分割

以上あれば精度にはとんど差がないが､軸方向の分割数により精度に大きな差が生じてい

ることがわかる.つまり､解析精度をよくするには､高さ方向の分割数を6-8で､ Ie/fIを

小さくすればよいと思われる.しかし､ i./Hを小さくするということは解析モデルの軸方

向の分割数を多くすることになる｡特に､板要素で立体構成する場合には節点数が増え､

計算機の計算時闇や記憶容量が増大すると考えられるので､要素分割にほ十分注意する必

要がある｡

図3.13は図3.10と同じ形状モデルを用い､自由端部Aに面内曲げモーメ ントを作用させ､

ここで導入した面内回転について調べたものである.なお､要素分割数はN〃=6,NX=10であ

る.面内曲げモーメ ントほ図3.13の挿入図に示す8oが0.1(rod)OQとなる大きさで､端部節

点の軸方向に集中荷重または変位を作用させることにより与えた｡図3.13は軸方向の面内
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回転角のモードを表わしている｡面内回転変位は他の変位u,vの変位量に伴って計算され

るので､端部に回転変位を作用させる時は､はり理論とよく対応していることがわかる｡

この結果より,通常用いられているひずみ一定要素に､この面内回転剛性を導入する本法

の有効性が示された｡

(2)はり､柱のエラステイカ

はり､柱の弾性大たわみ問題としてエラステイカを解析した｡図3.14は片持ちはりのエ

ラステイカを解析対象として選び､板要素の分割数を変化させて検討したものである｡ま

た､材料定数は図中に示すが､板要素を用いているのではり部材に対応するようポアソン

比L,ほ0とした｡図3.14は､はりの自由端に横荷重が作用した場合の荷重-たわみ曲線で

あるo 縦軸には棟荷重､横軸にはその点のたわみvを部材長Lで無次元化して示した.図中

の実線ほ楕円積分解43)であり､一点鎖線は線形解である.分割方法は同図の挿入図に示す

ように､幅方向に2分割､軸方向に3分割と5分割の2種類について解析した｡面外曲げ

を受ける場合には､ 5分割程度で楕円積分解とよく一致している｡

次に､柱のエラステイカについて解析した｡図3.15の挿入図に示すような自由端に圧縮

を受ける片持ちはりで､幅方向に2分割､軸方向に5分割して行なったo 初期たわみv.紘

部材長Lの1/100を与えている｡図3.15は荷重-たわみ曲線であり､縦軸は自由端に作用す

る軸方向荷重Pを座屈荷重Pcrで無次元化し､横軸にはたわみvを部材長Lで無次元化して示

してあるo また､実線は楕円積分解44)を表わす｡本解析法が初期たわみを考慮しているこ

とを考えれば､楕円積分解とよく対応している｡

(3)一様引弓長を受ける有孔帯板の弾塑性解析

弾塑性問題の解析例として､図3.16(a)に示す有孔帯板が一様引弓長を受ける場合を解析

した｡対象構造物が二軸対称であるので､同図(b)に示すように右上1/4を112節点､ 91の

矩形要素に分割したo 同図(c)は応力集中部の弾性限界における応力状態を示したもので

ある｡なお､平均応力は全引弓長荷重を最小断面積で険したものである｡要素分割の方法が

違う北田ら45)の解析結果に比べるとよく一致している.また､ここには示してないが､応

力集中により帯嘩は円孔付近より塑性化し始め､応力度の増加と共にその塑性域は帯板の

側辺方向に拡がっていった｡図3.17ほ円孔付近の最初に降伏した要素(85)の軸方向引張ひ

ずみc=と平均応力度言の関係を示したものである.これも北田らの解析結果と非常によく

対応しており､弾塑性剛性の評価の有効性が示された｡
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(4)面内圧縮を受ける正方形板の弾塑性大たわみ解析

板要素の幾何学的及び材料学的非線形性の両方が問題となる解析例として､初期たわみ

及び残留応力を有する周辺単純支持の正方形板が､一様方向.0面内圧縮を受ける場合につ

いての解析を行なった｡非載荷辺の面内変位に対する境界条件は自由とし､板厚tの1/10

の初期たわみw.を与えたo また､残留応力は図3.18の挿入図に示すように自己平衡の分布

形で与え､ ore--oy/3, a,戸-2o,c としているQ ただし､ ogほ降伏点応力度であるo 解析モデ

ルは同図の挿入図に示すように板の1/4対称部分を解析対象とし､長さ方向及び幅方向と

も6分割である｡また､板厚方向の層分割は6分割である｡なお､圧縮外力は一様変位の

変位制御により与えたo 図3.18は平均圧縮応力ーたわみ曲線で､縦軸は平均圧縮応力を座

屈応力度oc,で無次元化し､横軸は板の中央点の全たわみ(初期たわみw.+付加たわみw)

を板厚tで無次元化したものである｡図中の実線はCoan3)の弾性問題としての厳密解で､

破綻ほ北田ら12)の弾塑性解析の結果である｡残留応力のない場合､弾性域ではCoanの解と

よく一致し､塑性域に入ると北田らの解析結果とよく対応していることがわかる.また､

残留応力が存在する場合でも､最大強度及び変形挙動とも北田らの解析結果とよく対応し

ており､本解析法の妥当性が示されていると思う｡また､解析では繰り返し回数が5-6回

程度で十分収束した｡

3.4 結 論

本章では板構造の弾塑性有限変位解析法を､ポテンシャルエネルギー増分の停留原理に

基づいて誘導し､数値解析例により解析法の妥当性および有効性について検討したo そし

て以下のことが明らかになったo

(1)通常のひずみ一定三角形要素に､平面応力問題において存在しない面内回転剛性を

導入して､一節点6自由度の三角形平板要素を導いた｡また､面内回転変位は線形

変位関数を仮定しているので定式化が簡略された｡

(2)板の面内曲げを受ける場合の､幅方向及び軸方向の分割方法と精度の関係が明らか

になった｡特に､軸方向の分割数が大きく影響することが判明したので､解析する

際には分割数に十分注意する必要があるo また､面内回転角も適切に計算されてお

りその妥当性が示された｡
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(3)剛体変位の除去の手法を用いたのでひずみ一変位関係が線形化され,大変形挙動を

解析する場合でも収束性および精度が改善された｡

(4)一様圧縮を受ける残留応力や初期たわみが存在する板の解析結果､変形挙動や最大

強度も他の解析結果とよく対応しており､弾塑性剛性の評価方法の妥当性が示され

た｡

なお､板要素を立体構成した場合の解析結果の妥当性については､第5章のH形短柱の

解析で示す｡

-78-



付録3.1係数マトT)ックスB.,B4,Bb,Boの誘導

(a)係数マトリックス8.

変位仮定の手法により面内ひずみは通常の要素内ひずみ一定の変位関数を用いる｡ (右

手座標系)

今､有限要素内の任意点における変位は次式の関数で表わされると考える｡

u
=
al + C(2X + α3y

V = a4 十 α5X + c(6y (A3.1)

ここに､ cL'1～CY6は未定係数であるo 上式のエ,yに節点1-3の座標値を代入してマト[)ックス

表示すると次式となる｡

_-_i;

=ニ

1
.Tl
yI 0 0 0

0 0 0 1 xl yl

1 x2 y2 0 0 0

0 0 0 1ェ2 y2

1 x3 1J3 0 0 0

0 0 0 1ェ3 y3

または､

u:
= C'a

式(A3.2)のα1--α6について解くと叫ま

α -

(c')~]tL:

ここに､

(c*)~l

al

C(2

α3

α4

α5

_

Ct6

x2y3-X3y2 0 ェ3yl-エIy3 0 xly2-エ2y]

y21y3 0 y3-yl 0 y)-y2

x3-X2 0 xl-.T3 0 r213:1

0 x2y3-r31J2 0 x3yl-Xl y3 0

0 y2-y3 0 y3-yl 0

O ェ3-r2 0 rl-X3 0

0

0

0

Xl y2-エ2y)

yl~y2

ご2-Xl

なお､Aは三角形の面積である｡次に､面内ひずみは次式で表わされる｡

c工-砦,ey-駕･ y=y-柴･砦
上式に式(A3.1)を代入すると次式となる｡

Cェ = Ct2･ Cy = C(6' γ=y
=

a3十Q5

さらにマトリ ックス表示すると
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(A3.2Q)

(A3.2b)

(A3.3)

(A3.4)

(A3.5)

(A3.6)



C(]

[三]-[.?.?芋o?冒.?]……
C(5

α6

または､

c. - Ba

とおけるo これより､ c.は式(A3.4)より次式で求まる｡

c. =

B(C')-]tJ: - B:u:

ここに､

B･

-去[hgo.IhgO:
:o:
,g?:
:o:
hgO33]g.I = rk-I)I ,

A., = yryk

(i,i,た) = (1,2,3), (2,3,1), (3,1,2)

さらに､式(A3.9a)に0を入れて4×9マトリックスに拡弓長すれば

CI = B,tJ.

となる｡

(b)係数マト T)ックスB中

回転変位Ozは次式で表わされる｡

0= = c(7 + ct8エ + α9y

ここに､ cL7-a9は未定係数｡今､ここでは次の式で表わされる面積座標を用いる.

(1 =Zl/hl, (2
-

Z2/h2, (3 =

Z3/h3

よって回転ひずみγすは次式で与えられる.

γ¢
-

20…
- (∂v/∂ェー∂tL/∂y)

面内ひずみの場合と同様に表わすと次式となる｡

γ中-B¢tL.

ここに､

8()

(A3.7a)

(A3.7b)

(A3.8)

(A3.9cL)

(A3.9b)

(A3.10)

(A3.ll)

(A3.12)

(A3.13)

(A3.14)

くA3.15)



(c)係数マト T)ックスBb

曲げひずみは､面外たわみwを面積座標を用いた次の多項式で仮定する.

w -

ctbl+(1ab2+(2C(b3+(1(2C(b4+(2(3&Qb5+(3(1C'b6+ (ぐ1(書イ2(守)c(b7+ ((2(蛋-(3ぐ蔓)ctb8

+ ((3(7-(I(蛋)ctb9 (A3.16)

ここに､ (1,(2,(3は面積座標であり､ αil-Qb9は未定係数であるo また､面積座標と直交座

標には次の関係がある｡

[…圭]-城主≡……芋y:…‡……純音]
ここに､

hi = y)･-yk ,I gi
=

Xk-I).

(i,31,た) - (1,2,3), (2,3,1), (3,1,2)

である｡また､偏微分式は次式で表わされ､

[aaI,aaxy]-

J11[aa;S‡去]-去[hgl.hg…][aa7a({去]

さらにもう1回偏微分すると

[
∂冒22,;aSrxy2y
]- T([∂2S:,a;{aa.邑2]ここに､

h宇 h≦ 2h)h2

g宇 g茎
2glg2

2hlg1 2h2g2 2(ll]g2+h2gt)

となる｡さらに式(A3.19)より

[S ‡S<E三]- [_gg2.-A?][SクS;]
となるので､これを次のように並び変える｡

[_∂∂/,aa{2<.] - [hh去gg州_aa
I,aay=

] - Jl[_aaI,aayx]

さて､要素の節点変位ubは次式で表わされるo

ub - [tLbl tQ,2 ub3]T

ここに､
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(A3.17)

(A3.18)

(Å3.19)

(A3.20)

(A3.21)

(A3.22)

(A3.23)

(A3.24)



tJbi
= [w o= Oy]T=[v aw/ay -aw/∂x]T

上式を面積座標を用いて表わすと､式(A3.23)より

ub"
- [-∂aw;W,a52<.]- [去:o;芸][_aaww7,aayx]

となる.よって､全節点変位ubぐは次式となる｡

ubく
- L･b lLb =

ここに､

Jb- [去JOl]･ub'- [ub', ub亡2ub'3]T

また､式(A3.16)より

[S:;S…三]-

[急]ab-G'ab
ここに､

ab ≡ [qbl恥2 αb3恥4 ab5 ab6 C(b7 abe a(b9]T

0

0

I

a(2 =

(I

1-(1-2(2

-(1

一亡宇+2ぐlぐ2
1-2(1-6(2+(守+6(I(2+6(蛋
2(I-3(ト2(1ぐ2

と表わされるので､これよりub(iは次式となるo
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(A3.25)

(A3.26)

(A3.27)

(A3.28)

(A3.29)

(A3.Sod)

(A3.30b)

(A3.30c)



-
- [_aaww,w,aa<{21]

- [GGGTE:.2]ab (A3.3り

ここにGは式(A3.16)のαbの係数ベクトルである.そこで､式(A3.31)に各々の節点の座標1

(1,0,0),2(0,1,0),3(0,0,1)を代入すると､

ub(
= A(L7b

ここに､

I 1 0 0 0 0 0 0 0

0 0
-1
1 0

-I -1
0
-I

0
-1
0 0 0 1 0 0 1

1 0 1 0 0 0 0 0 0

0 0
-1
0
-1
0 0 1 0

0
-1
0
-I
1 0

-I -1
0

1 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 1 0 1 0 0 1 0

0
-1
0 0 0

-1
0 0 1

となり､さらに式(A3.32)より

ab -

A吉1tLb(

ここに､

0 0

1 0

0 0

0 0.

0 0

0 0

-I -0.
0 0

1 0

5

5

0 0 0 0 1 0 0

0 0 0 0
-1
0 0

0 1 0 0
-1
0 0

0.5 0
-0.5 -0,5

0 0 0

0 0
-0.5

0 0 0.5 0

0.5 0 0 0 0 0
-0.

-0.5
l
-0.5 -0.5

0 0 0

0
-1
0.5 0 1 0.5 0

0.5 0 0 0
-1
0 0.

5

5

(A3.32)

(A3.33)

(A3.34)

(A3.35)

となるoそこで式(^3.34)に式(A3.27)を代入すると係数ベクトルは次式で求められるo

ab -

AfILbub

次に曲げひずみcbは､面積座標を用いると次式となる｡

eb - T亡Cb(

ここに､

cb ≡ [ ∂2w/ax2 ∂2w/ay2 ∂2w/ar∂y]T

亡bて- [ ∂2w/∂(宇∂2w/∂(…∂2w/∂(.∂ぐ2]T

ここで式(A3.16)を用いるとeb(紘
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(A3.36)

(A3.37)

(A3. 38cl)

(A3.38b)



eb( - P(L7b

p(- […;!]
- [

ここに､

o o o o o -2 -2(2 2(2 -6((1-(3)
o o o o

-2
0 2(1 6((2-(3) -2(1

o o o 1
-1 -1 -2((ll(2)

2(2ぐ2-(3) -2(2(I-(3)

となる.式(A3.36),式(A3.37)および式(A3.39)より

cb - BbtJb

ここに､

Bb ≡ T(PくAさ1Lb

(A3.39)

(A3.40)

(A3.41)

(A3.42)

となり､曲げひずみ増分ebと変位増分L(bの関係が求まる.なお,式(3.6C)のBbはさらに､

式(A3.41)のBbに0を入れて4×9マトT)ックスに拡張している.また, Beは付録3.2 (d)

に示す｡

付録3.2 剛性マト T)ックスL-",た舛‖たIb,i-9,kbbの誘導

(a)た.Iマトリ ックス

面内挙動に関する剛性マトリックスで次式で表わされる｡

k- - /vB:DB･dV-

a:I,:DdzB･A
(A3.43)

IyDdzの積分については以下のように考えるo図A3･4に示すように各層での応力分布､剛
性マト T)ックス分布は直線変化するo 第k:層内の剛性マト T)ックスと応力をそれぞれ

D(良),百(k)とする.さらに第た層の上､下境界線上のD(k)の値をそれぞれD(k.1),D(良)とし,同様

に示(k)の値をそれぞれ示(良.1),示(k)とすると､

D(k) - (Dk◆l-Dk).(/tk + (Dk't+Dk)/2

o(k) - (Ok.I-Ok)(/tk + (Ok.1+Ok)/2 (A3.44)

ただし､ tkはた層の層厚､ (はた層内の中央面に原点をもち､ z方向が正である座標｡よって､

上式(A3.44)より

J:I,22Ddz-蓋(Dk･.
I Dk,tk,2

r,I,;-odz-蓋(石k･1
I -ok)tk,2

J:72ZDdz-蓋{言kt"Dk･l十Dk,,2
･ (Dk･.-Dk,t∈/12}
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J::…z2Ddz-差{(Dk･.･Dk,,2･
tk(熟絹/12) + (Dk･.-Dk,言kt貢/6}

ここに､ NCま層数で､ =k-I-(はである｡

(b) k軸マト T)ックス

式(3.28b)に式(A3.15)を代入する｡

た軸- fyBDB･dV- LB;I::;DdzB･dA
ここで､上式の

た紳= 磐

(A3.45)

(A3.46)

Ddzは､式(A3.15)よりDの最後の項のみで定数となるので次式となる.

::;DdzL払dA
ここで積分を実行すると

B払dA
-

cJ守一g]hl̂ gI/3 glg2
1g)h2

AgI/3 g3gl

h宇 -Ahl/3 -hlg2
hlh2

-Ahl -g3h1

2A2/3 Ag2/3 -Ah2/3 2A2/3 Ag3/3

g≦ -h2g2 Ag2/3 g2g3

h蔓 IAh2/3 -h2g3

2A2/3 Ag3/3

g§
Sym.

くc)た.bマトリ ックス

式(3.28C)に式(A3.41)を代入すると

た･bニーBIJ:,I;zDdzT<Lp'dA^flLb
となる｡ここで IP(dAの積分は次式で表わされる.

Lp<dA- [≡≡≡0?=0?Io:-22t3322≠33I;0;…]A
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-h3gl Agl/3

h3hl
-Af17/3

一仙3/3 2A2/3

-g2Tt3 Ag2/3

h2h3
1Ah2/3

一肋3/3 2A2/3

-g3ft3 Ag3/3

h§ -Ah3/3
2A2/3

(A3.47)

(A3.48)

(A3.49)

(A3.50)



また､ A…1Lbは次式となる.

AモILb -

ここに､

0 0 0 0 0 0 1 0 0

1 0 0 0 0 0
-1

0 0

0 0 0 1 0 0
-1

0 0

0 H a O
-I)

- a 0 0 0

0 0 0 0
ITl]/2 -g2/2

0 hl/2 gI/2
0 h2/2 g2/2 0 0 0 0

-h2/2 -g2/2

-1 1H -a
l
-f] -a

0 0 0

0 0 O
-1 hl/2 gI/2 -1 hl/2 gl/2

1 TL2/2 g2/2 0 0 0
-1 h2/2 g2/2

H =1/2(hl + h2), G= 1/2(gl + g2)

(d)た9マトリ ックス

面積座標を用いたときのたわみ角増分ベクトルeくiを次式で表わす.

eくi =
at)/a(1

∂v/∂ぐ2

また､式(A3.19)より

e( - J-1o(i

(A3.51)

(A3.52)

(A3.53)

よって､式(A3.52)に式(A3.29)と式(A3.36)を代入すると､係数マトリックス8oが得られ

る｡

Bo ≡

J~1G(^亨1Lb

式(3.28e)に上式を代入するとマトリックスた9は次式となる｡

L-9 -

L榊,T(LOT(J-.,TI::如zJ-･G(dA)-
-

QT(LGEMGEdA
)Q

ここに､

Q =

Aモ1Lb

･ - [;;去;TIZ]- (J-I)Tr,:-o･dzJ-I
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(A3.54)

(A3.55)

(A3. 56cL)

(A3.56b)



(A3.57)

(A3. 58cl)

(A3.58b)

(A3.58c)

また､式(A3.29)より

JGEMG<dA- MtlLG(･GEldA
+ 〃12

〔LGoGE2dA
I LGQG'TdA〕･ N22LG'2G!2dA

ここで､

A

0 0 0 0 0 0

I/3
-I/3

0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

1/6 -I/6
0 1/30 1/30 0

1/6 0
-I/30 -I/30

0

1/6 I/30 -1/30
0

2/45 1/45 0

2/45 0

1/15

JG'.GE2dA十JG'2G'TdA
-

A

0 0 0 0 0 0

i/3 0
-I/3

0 0 0

i/3 -I/3 0 0 0 0

I/6 -1/6 -I/6
0 0 0

1/6 1/6
-I/15 -I/15

0

1/6 1/15 0 1/15
1/45 1/45 1/45

1/15 -1/45
1/15

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

I/3 0
-I/3

0 0 0

I/6 0
-I/6 -I/30

0
-1/30

1/6 0
-I/30

0 1/30

1/6 1/30 0 1/30
2/45 0 1 /45

1/15 0

2/45
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Gぐ2GE2dA
=

0 0 0

0 q

l

sum



以上よりLGfMG'dA.は次式で表わされるo

o o o o 0 0

～ll M12

♪J22

Sym.

Nlt+M12

3

N I 2+N22

3

Nt
I+N12+N22
6

〟12

3

♪/22

3

H12+M22

0

0

0

Il]
1-M22
30

+2JV1 2+M22
30

Nl
1+2LV12+N22

(e)たbbマト t)ックス

式(3.28d)に式(A3.41)を代入すると

たbb -

L吉㈲T【LpETE･]::;z2Ddz,
T(P(dA 】仙

となる｡上式において

〃】t 〃12 〃13

H21 H22 H23

〃31 〃32 〃33

-

TE/::;z2DdzT{

0

0

0

盟
N]1+2N12

(A3.59)

(A3.60)

(A3.61)

とおき､式(A3.56a)のQを使えばマトt)ックスは

た払-

QT【LpEHP(dA】Q
となる｡ここで､上式に式(A3.40)と(A3.61)を代入すれば

LpfHP'dA-

H･.Jp'･pTく-dA
I

a,2(Lp'.pf2dA
I Lp'2PJdA)I H13(Lp'･pE3dA

･ Lp'.p'g叫･H2Lpd''2dA.〃むfLp'2Pf3dA
･ Lp'3P'fd^)I

〃赫3PT'3dA

となる｡なお､各々の積分を求めると次式で求まる｡
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(A3.62)

(A3.63)



(A3.64o)

(A3.64b)

(A3.64c)

(A3.64d)

A

A

A

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

4 4/3
-4/3

0

2/3
-2/3

0

2/3 0

6

Lp'･pE2dA･ Lp'2P'TdA-

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 4 4/3 -4/3
0

0
-4/3

0 4/3

-2/3 -2/3 -2/3
2
-10/3
2

Lp'.p!3dA･ Lp(lP<3TdA-

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0
-2 -2/3 -2/3

0

0
-2
2/3
-2/3

0

4 2/3 -2 4/3

-2/3 -2/3 4/3
2
-4/3
6

A

89

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

4 0
-4/3

0 4/3
0 0 0 0

2/3 0
-2/3
0 0

2/3

Sym



Jp(2PE3dA+ Lp'3P'-fdA-

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0
-2
0 2/3 0

-2/3
4 2
-2/3 -4/3 2

0
-2/3

0 2/3

-2/3 4/3 -2/3
6
-4/3
2

A

Jp'3PE3dA-

0 0 0

0 0

0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0
1
-1 -1

0
-2/3-2/3

1 1 0
-2/3 2/3

1 0
-2/3 2/3

2/3 2/3 2/3
2
-2/3
2

A

付録3.3 板の座標変換マトリックスTpの誘導12)

(A3.64e)

(A3.64∫)

板要素の場合は､図A3.5に示すように三角形要素のi点を座標の原点に､ jがエ軸上に､た

点がxz平面上に来るように要素座標系(I,y,I)を定めるo 全体座標系(X,Y,Z)で表わした三

角形要素の各節点の座標をi(Xi,Yi,Zi),3'(Xi,Y).,Zj),i-(Xk,Yk,Zk)とするo

以下､ (JY,l′,Z)座標を4段階に分けて座標変換を行ない､ (I,y,I)座標に一致させることに

より座標変換マトリックスIpを導入するo

(1)第1段階

まず､図A3.6に示すように､全体座標系を平行して､座標の原点がi点と一致するよう

に(育,ラ,言)座標系を定義するo すると

Xi - Yi - Zi = 0

･Y)･
- Xj-Xi, Yj = YrYi･ Z)･ - ZrZi

Xk - Xk-Xi, Yk - Yk-Yi, Zk = Zk-Zi

_ _.
L

移動後の全体座標系(X,Y,Z)と要素座標系(I,1J,I)の関係は次のようになるo

ェ=1pi

(2)第2段階
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(A3.65)

(A3.66)



言軸まわりにαだけ回転し(x4,y4,ZQ)座標系を定める.

[…≡]- [-cso.iSnaa≡!.sn:冒][至]
ここに､

cost(
-

aェX/Act, Sina -

czzy/^a

A｡-JQfx+q右, L- + (Zj-Zi)

o工X
= (X)A-Xi)/L, QェY = (Y)･-Yi)/L, Q‡z - (Zj-Zi)/L

(3)第3段階

次に図A3.8に示すように1J･P軸まわりに-βだけ回転し(xβ,1JG,Zβ)座標系を定めるo

[…u- [;:o:≡.?-c?snBB][…≡]
ここに､

cosβ-舶-A｡, sinβ=-Q=Z

(4)第4段階

エβ軸まわりに-～,だけ回転して(x8,yG,ZG)座標系を(I,y,I)座標系に一致させる｡

[重]- [去…;o:笠-cs.?sn3][重…]
ここで､式(A3.67),式(A3.69)より

[…sG]- L-rQz;QYr=;xA;A｡
_oQ=;:Qr:,4

-clrz(l=x/Ac[ -cz=zclェl′/ActaAO=cZ][…]
となる｡上式にた点の座標を代入すると

xβk -

QrxXk + QェYYk + C(=zZk

ypk =

-CZェY/Aa･Xた 十 Clェ,Y/A4･1′k

Zβk =

-CZェXQ=z/Aa･Xk
-

Q=yQ王Z/A｡･ Yk + AQZk

V'･は式(A3.72)の係数に無関係より式(A3.71)にた点の座標を代入すれば1Jk =

0より
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(A3.67)

(A3.68)

(A3.69)

(A3.70)

(A3.71)

(A3.72)

(A3.73Q)

(A3.73b)

(A3.73c)



sin+
-

yBk/L¢, cosV･
-

z淋/L小Lヰ-席諒
式(A3.71)を式(A3.72)を代入すれば､座標変換マトリックスが次式で求まる｡

[重]-[

=
= 1pX

または､

ここに､

CtェX QェY Ct=z

(-c(ェYZGk+CtェXQIZIJpk)
/AoL¢ (aェxzβk+CL=yQ工ZyBk)/A｡Lゆ-yGkん/Lヰ

( -czェryGk-CZ=X8=zZ6k )/^QL¢ (a王XyPk-CZ=r(一zzZ6k)/^aLゆ ZGk^｡/L¢

A4-原石, L小-応諒
A4 = 0 : QェX/Aa= 1, cL‡y/Aa= O

L¢=0 : zpk/Lヰ二 1, yGk/L¢=0

(A3.74)

(A3.75Q)

(A3.75b)

(A3.76)

なお､三角形要素のた点が.T,y平面にある場合には､第3段階まで同様で､第4段階におい

て､式(A3.71)のz=-0より

cosせ- yBk/L¢, sin+
-

-zek/Lゆ, L+ -信者
(A3.77)

となるので､式(A3.75a)のyGkを-zBkに､ zGkをyBkに変更すれば良いので､ 1pほ次式とな

る｡

･Jp - [((-I:yyzyGPkk:I:xQxQ=a:IzZyZG8kk,,,,AA:LL:((_QQr=XxyzB6kk-_aa==?YQ=Q=YxzzzyBGkk,,,,AA4aLL･.諾≡=:I;i
:

(A3.78)

したがって､全体座標系で表わした節点変位増分Uと局所座標系で表わしたuの間には､

次の関係式が成り立つ｡

tJ
= TpU

ここに､

0 0 0 0

0 0 0 0

^p 0 0 0

Ip 0 0

^p 0

Ap

このr｡が板要素の求める座標変換マトリックスである｡

ー92-

(A3.79)

(Å3.80)



用いた記号

A :三角形要素の断面積

A
:cと;を関係づける係数マトリックス

B,
:e.とu.を関係づける係数マトリックス

B¢
:e¢とu.を関係づける係数マト T)ックス

Bb :Cbとubを関係づける係数マトリ ックス

Bo
:coとubを関係づける係数マトリックス

C
:uとu.を関係づける係数マト T)ックス

Co :たわみ角マトリ ックス

De
:板の弾性剛度マトリ ックス

♪p
:板の弾塑性剛度マトリックス

e
:el.､e3からなるマトリ ックス

el-e3 :変形後の局所座標系における単位マトリックス

e'
:eトe葺からなるマト T)ックス

eトe玉 :変形前の局所座標系における単位マトリックス

E
:ヤング率

Est :ひずみ硬化係数

E :El--E3からなるマト T)ックス

El-E3
:変形後の局所座標系における単位マト T)ックス

J :要素の節点カベクトル

f, :要素の面内(変位)節点カベクトル

∫¢ :要素の面内(回転)節点カベクトル

∫b :要素の面外節点カベクトル

∫, :残留応力による要素の節点カベクトル

F
:降伏関数

F :全体座標系での真の節点カベクトル

G
:せん断弾性係数

tte
:矩形要素の高さ(幅)方向の長さ

〃
:解析モデルの高さ

Jl′ : EEsf/(E-Es()
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k
:要素の接線剛性マト])ックス

L-..
:面内剛性マト T)ックス

た.ら
:面内と面外の達成を表わす剛性マトリックス

kbb
:面外曲げ剛性マトリ ックス

L-9
:幾何学的剛性マト T)ックス

k紳:面内回転剛性マト T)ックス

K
:全体座標系での接線剛性マトT)ックス

Ie
:矩形要素の軸方向の長さ

L
:解析モデルの長さ

NIl
:解析モデルの高さ(幅)方向の分割数

NX
:解析モデルの軸方向の分割数

p :要素の節点外力ベクトル

P
:全体座標系での節点外力ベクトル

P,.
:残留応力を導入するための仮想外力

r
:要素内の任意点を表わすべクトル

s= : E/(1-リ2)(o=+i,Oy)
ノ

sy : E/(1-リ2)(o'y.LW'=)

Sェy :2GT

s
:4盲iH′/9 +

SIOェ+ Syoy + 2S=yT‡y

rp
:板要素の座標変換マトリックス

u, v, w
:要素の任意点におけるx,y,z軸方向の変位

u
:要素の節点変位ベクトル

tJ.
:要素の面内節点変位ベクトル

ub :要素の面外節点変位ベクトル

tL :要素の真の節点変位ベクトル

U
:全体座標系での節点変位ベクトル

U
:全体座標系での節点変位ベクトル

ロ
:ひずみエネルギー増分

Ⅴ
:外力のポテンシャルエネルギー増分

Uo, Y.
:全体座標系でのY,Z軸方向の初期変位

I, y, z
:変形前の要素の局所座標系
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x',y',z' :変形後の要素の局所座標系

X, Y, Z
:全体座標系

α (降伏に至るひずみ増分) / (全ひずみ増分)

α
:cu-c(3からなる列ベクトル

αtへ.α3 :面内変位関数の係数

ab :恥l′､C(b9からなる列ベクトル

c(blへ-恥9 :面外変位関数の係数

γェy :せん断ひずみ増分

γ中:micro変形とnacro変形の差によるひずみ

cご, ey
:エ,y軸方向の軸ひずみ成分

cy :降伏ひずみ

c
:要素のひずみベクトル

c.
:板の中央点面における線形ひずみベクトル

c中:面内回転ベクトル

cb :曲率ベクトル

eo
:たわみ角ベクトル

ぐ],(2,ぐ3 :面積座標

0ェ,Oy,Oz
:局所座標系でのx,y,z軸回りのたわみ角

Ox,Oy,Oz
:全体座標系でのX,Y,Z軸回りのたわみ角

Ox.,Oyo,Oz. :全体座標系でのX,Y,Z軸回りの初期たわみ角

8; :micro回転

1
:塑性ひずみ増分の正値の比例係数

入
:変形後の局所座標系と全体座標系の問の座標変換マトリックス

1'
:変形前の局所座療系と全体座標系の間の座標変換マトリックス

リ
:ポアソン比

Ⅲ
:全ポテンシャルエネルギー増分(U+Ⅴ)

oy
:引張試験による降伏点応力度

oe
:相当応力度

oェ, Oy
:I,y軸方向の応力度

o‡, oy
:I,y軸方向の偏差応力

¢
:応力度ベクトル
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or
:残留応力ベクトル

＼

( )一:d/也
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図3.1 折板構造

図3.2 節点力増分と節点変位増分

After Deformation

図3.3 面内回転変位
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図3.4 剛体変位の除去

-102-

(c)



Pr=PN十1

『

U?M.I

-Fl. I

u I
M十t

PN

●

u

f'-f

tDf.

F1

国

I

M

UrM

-(I(t]L

図3.5 荷重一変位曲線

OTr
(q)

S Modeling

(b)

図3.6 残留応力の取り扱い

-103-



ヽ_ ′

ヽ､ヽ′′′ー

′ヽ

′′′

ヽ
､
ヽ ÷(l『十E∃)
図3.7 四辺形板要素

k
k.
N

lヱ

[ 4)

!oc

.N

■X

O
●-

●-

y)

⊂l

tg

O

冒"a
lJN

図3.8 板厚方向の層割り

-104-

F,.



ロー

h】

ト

∽

J

図3.9 フローチャート

-105-



y,V E=206kN

L':0･3

図3.10 片持ちはりモデル

TH,
2L.･

A nTH:f2cm
｣

v(mm)
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図A3.2 面内回転変位
図A3.1 面内変位

固AS.3 面外変位

軒D.
○
⊂
0

N

X

O

⊂=コ

∽

ロ

.Ia

O

TEri山N

2

k
k◆

Nt

lz

層割り

1

図^3.4

-114-



図A3.5 板要素座標系

図∧3.7 Z軸回りの回転

o Zt Z

図A3.6 (X,Y,Z)座標
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図A3.8 X軸回りの回転
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第4章 はり要素と板要素の結合解析

4.1 概 説

圧縮部材の最終強度やその挙動は､幾何学的非線形性と材料学的非線形性の両方を考慮

した解析法が必要である｡従来より､圧縮や圧縮と曲げを受ける部材の全体座屈解析には

はり要素による弾塑性有限変位解析法が用いられ､部材全体の非弾性挙動や耐荷力が解明

されてきた｡また､構成板要素の局部座屈解析にほ単一板要素による弾塑性有限変位解析

法が用いら･れ､種々の境界条件のもとで最大強度やその挙動が求められており､それぞれ

独立に取り扱われてきた｡しかしながら､圧縮部材の全体座屈と構成板の局部座屈の達成

座屈挙動は複雑であり､達成座屈強度や達成座屈後の挙動等未解決な問題点も多い｡現道

路橋示方書l)でも､降伏点応力度以下で局部座屈の発生を考慮した許容応力度式が採用さ

れており､比較的幅厚比の大きい板要素の`使用が認められている.特に､初期たわみや残

留応力等の初期不整が存在する場合を考慮して､達成座屈挙動を厳密に解析することは容

易なことではなく､達成座屈強度に関する厳密な評価式はまだ確立されていない2) 0

幅厚比が大きい板要素からなる薄肉開断面部材の達成座屈に関する理論的研究としては､

弾性固有値問題としての解析が多く､有ー限要素法あるいは有限帯板法を用いてⅠ形ばりの

横ねじれ座屈及びねじれ座屈と局部座屈の達成を解析した研究3)～8)等があるo さらに､こ

の手法を弾塑性域まで拡弓長して､柱の曲げ座屈との適成あるいはⅠ形ばりの横ねじれ座屈

との達成座屈を解析した研究もあるg)Ilo)
｡また､溝形の柱を対象として弾性達成座屈を

解析した研究‖)･12)もある｡

しかしながら､初期不整を考慮して部材の達成座屈強度や挙動を弾塑性有限変位解析で

求めることは容易でなく､現在までに種々の近似解法が提案されている｡まず､板要素の

後座屈強度を近イ以的に求めるためvon K左rn左nにより導入された有効幅理論を用いた解析法

で､箱形やH形断面の冷間加工鋼部材の達成座屈強度を解析したWang13)､ skaloud14)､

winterら15)､ Hancock16)等の研究があるo ところが､この方法では計算は簡単であるが最

大荷重後の変形挙動ほ求められないo つぎに､ Little17)によって提案された手法で､圧縮,

板要素の非弾性解析より断一面の曲げモーメントー軸カー曲率曲線を求め､さらにそれを部

材方向に積分して解析する方法で､伊藤18)や宇佐美ら19)の研究があるo この場合ウェブ板

の取り扱いに問題が残る｡この手法を用いて,最近宇佐美ら20)･2りは箱形短柱の弾塑性有
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限変位解析を行ない､局部座屈が生じる場合の短柱の曲げモーメントー軸カー曲率曲線を

正確に求めることにより､箱形鋼柱の達成座屈挙動を解析する方法を提案している｡また､

同様な解析手法としては中井ら22)の箱形鋼柱の達成座屈の研究があるo さらに､吉田ら23)

は､立体構造を板要素のみで解析するため応力仮定の板要素を誘導して､柱の弾塑性座屈

やアーチの座屈問題を解析している｡しかし､複雑な構造物全体を対象に板要素のみで解

析することは､現在の計算機事情では演算時間や記憶容量が膨大なものとなり､経済的に

も困難であるのが現状である｡このように箱形断面部材に比べ､薄肉開断面部材の達成座

屈強度や弾塑性挙動を解析している研究は少なく､本研究と同様な解析手法を用いている

和田ら24)･25)の研究があるのみである｡しかし､解析対象が繰り返し荷重を受ける鋼構造

物であり､また､はり要素部分の弾塑性の判定方法及び結合方法も異なっている｡

本章では､局部座屈等による断面の変形を考慮して全体構造を解析する手法について述

べる｡まず､構造物を応力度や初期変形が大きく､局部座屈が生じそうな部分は板要素と

して細かく分割し､その他の部分はほり要素としてモデル化する｡こうすることにより､

′

板要素のみの有限要素解析に比べ､自由度をあまり増やすことなく全体構造の解析が可能

となる｡そして､はり要素と板要素の結合部は変位の適合条件を満足するように､多点拘

束処理(Multi-Point Constraint)の手法26)を用いることにより結合部での自由度を一致さ

せる｡なお､ここで用いるはり要素は第2章で誘導した1節点7自由度の薄肉はり要素で

あり､板要素は第3章で求めた1節点6自由度の三角形平板要素である｡以上のように両

要素を結合して解析を行なうが､以下この解析方法を結合解析法とよぶことにするo そし

て､薄肉H形部材を数値解析例に選んで､板要素部分の要素の分割方法や結合位置と精度

の関係等について理論解や他の解析結果と比較検討し､この結合解析法の妥当性について

検討する｡

4.2 はり要素と板要素の結合解析法

4.2.1 結合解析のモデル化

概説でも述べたように､構造物の座屈強度や耐荷力解析には有限要素法が最も有力な解

析手法の1つである｡有限要素法で骨組構造物を解析する場合について､図4.1(a)に示す

H形断面の柱を例にとると､まず､図4.1(b)に示すように有限個のはり要素部材に分割し

てモデル化する｡このはり要素は､はり理論によりその力学的挙動が記述されるのでよく
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使用され､特に三次元的に構成された構造及び任意の方向の荷重や境界条件等を比較的簡

単に取り扱うことができる｡また､部材断面の変形は考慮していないので局部座屈は解析

できない｡部材の変形､応力度およびひずみはすペて部材軸方向の関数で表わすことがで

きる｡

断面の構成板の局部変形が問題となる局部座屈現象を解析するには､二次元応力問題と

して有限要素法を適用する必要がある｡そして､板構造全体を有限個の有限要素の集合体

として近似化して表わすことになるo 特に､精度をあげようと思えば要素を細かく分割す

ることになるので､必然的に要素数が増えることになる｡この場合使用する有限要素は種

々なものがあるが､普通ひずみ一定の三角形平板要素がよく用いられている｡さらに面内

力のみでなく､板の曲げも考慮することにより､三次元的挙動が解析できるようになる｡

板要素を用いて柱の三次元構造物を解析しようとすると､図4.1(c)に示すようなモデル化

が考えられるが､はり要素に比べて板要素のみの解析では節点数が多くなり､自由度が大

幅に増えることはどうしても避けられないことになる｡つまり､構造物全体を解析するの

に局部変形を生じない不必要な部分まで板要素に分割したためであるo

そこで本研究では図4.1(d)に示すように､構造物の中で局部座屈が生じるだろうと予想

される部分に板要素を適用し､その他の部分ほはり要素として全体をモデル化しようとす

るものである｡この手法を用いれば､図4.1(c)のような板要素のみの解析法に比べて大幅

に自由度を減らすことができ､構造物の全体耐荷力挙動を局部座屈の影響を考慮して解析

することが可能となる｡しかしながら､局部座屈が生じるであろう位置は､外荷重の条件

や境界条件により変化すると考えられるので､結合解析の際には板要素部分の長さや要素

の分割方法等を十分考慮する必要があるo また､あらかじめはり要素のみを用いて構造物

を解析しておけば､部材の応力度や変形状況を知ることができ､結合解析のモデル化がし

やすくなる｡ここではH形断面の例を取り上げているが､この解析手法は箱形断面部材に

も十分適用できる｡

図4.2はH形断面のはり部材を例に取り､結合解析をする場合のモデル化を示したもの

である.簡単な構造で変形が対称になる場合には､図4.2(a),(b)に示すようなモデル化が

できる｡しかしながら､複雑な実構造物では図4.2(c)に示すようなモデル化にしても解析

が可能である｡なお､以下では板要素部分とはり要素部分を結合した節点を結合点

(Coupled Nodal Point)とよぶことにする｡
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4.2.2 多点拘束処理の手法

はり要素部分と板要素部分を結合し､両者を一体化して解析する手法として多点拘束処

理の手法26)を用いる｡これは次に述べるように､剛性マトリックスの分割とマトリックス

演算のみで拘束処理が可能となる｡

構造物のつり合い方程式ほ一般に次式で表わされる｡

P - KU (4.り

ここに､P,Uはそれぞれの節点外力ベクトル､節点変位ベクトルであるo 今､多点拘束式

は次式で表わされ､

RU = 0 (4.2)

となる. Rは任意の拘束係数マト T)ックスであるo また､節点変位ベクトルUはそれぞれの

拘束式により独立節点変位Unと従属節点変位UIに分けることができる.また同様に､拘束

係数マトリックスRもRnとR,に分けることができるので､これらを式(4.2)に代入すると､

RnUn + R..U. - O

R,を非特異マトリックスとすると､ U,描

u. =

-R;1RnUn
= a.Un

と表わされるo ここに､G.を結合マトI)ックスとよぶことにし､次節で誘導するo

さて､式(4.1)はUnとU.より次式となるo

[…:]
- [霊芝:芸::][uu:]

(4.3)

(4.4)

(4.5)

ーは剛性マトリックスの縮小により置き換えられることを意味する｡構造物に拘束を加え

るということは､つり合い方程式(4.5)に拘束を加えることである｡この拘束力をq.とす

ると､ q.を加えた時の仕事量は式(4.4)より

q.Tu.
=

q.TG.Un
=

(a.Tql)un (4.6)

となり､ Unに加える力は-GhTq,となるo この結果をマトリックス表示すると次式となる.

[p;;.G!:･]
- [芝:T:f::][S:]

よって､式(4.4)と式(4.7)より次のように表わせる｡

[:.:]- [SGnE.:;I::

-a.TE']
[≡;]

ここに､ Ⅱは単位マトリックスであり､ Tは転置を表わす｡
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式(4.8)よりU"q.を消去すると､ Unを未知数とする次のつり合い式が求まるo

†Pn十G,Tp,～ ≡ 〔knn + Kn.a,十GIGnT. + oIKnG.〕UM

または､

Pn = KnnUn

ただし､

Knn - knn + KntG. + a:G吉.+ G:K,hG.

pn
=戸n

+ GIp,

(4.9o)

(4.9b)

(4.loo)

(4.lob)

以上のように､剛性マトT)ックスKの分割と式(4.4)､式(4.10)の演算で拘束処理が可能

となる｡

4.2.3 結合マトリックスと不つり合い力の計算

はり要素は第2章に､板要素は第3章に述べたものを用いる｡ここでは図4.3に示すよ

うに､板要素からなる板構造部分とはり要素部分を結合した場合について､結合マトリッ

クスG抑を誘導するo なお､座標系及び節点力は図4.3に示すように設定しているo はり要

素の1節点の自由度は7であるのに対し､結合する部分の板構造の自由度は非常に多いこ

とになる｡そこで結合して解析を行なうには､板構造とはり要素部材の結合部分で変位の

適合条件が満足されねばならないo 今､図4.3ではた点が結合点であるが､この点の変位は

tLk,Vk,Wk,0止,Oyk,Ozk,0='kの計7つである.-また､板構造部分の節点1から節点Nまでのうちた

点のみが独立節点であり他の節点ほ従属節点になる｡これらの従属節点変位は次のように
′

して求める｡辱肉弾性はり理論を用いると､曲げの平面保持およびねじりに対するそり変

位等の適合条件より､結合節点たの変位を使って次式のように表わされる.

ui
-

tLk
- YtOzk + ZiOyk

- YtZiOェIk

vi
=

Vk
- ZiOェk

wi
=
Wk + YiO=k

Ori - 0=k

′

Oyi = Oyk - YtOxk

O之i - Ozk - ZiOェk

ここに､ i-1-N (た点は除く)

Yi,Ziは結合点より各節点までの距離

以上をマト T)ックス表示すると､次に示すように結合マト T)ックスG.が求まる.
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iZJ

V:

W1

0=

Oy

Oz

u8

V8

tL)8

Orb

0y8

0z8

u〃

i)N

WN

OェN

OyN

OzN

1 0 0 0 Zl
-Yl -Y]ZI

0 1 O
-Z1
0 0 0

0 0 I y1 0 0 0

0 0 0 1 0 0 0

0 0 0 0 1 0
-y1

0 0 0 0 0 1
-Zt

1 0 0 0 0
-Y8

0

0 I 0 0 0 0 0

0 0 0 I y8 0 0 0 0

0 0 0 1 0 0 0

0 0 0 0 1 0 0

0 0 0 0 0 1 0

1 0 0 0 Z〃-γ〃-y〃Z〟

0 I 0
-Z〃
0 0 0

0 0 I y〃 0 0 0
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0 0 0 0 1 0
-y〃

0 0 0 0 0 l
-Z〃

uk

Vk

Wk

8ェk

Oyk

O=k

8;良

(4. 12ct)

または

Un - G.U, (4.12b)

となる｡よってこの浩合マトリックスを用いることにより､板要素部分とはり要素が結合

でき解析できることになる｡

次に結合部での不つり合い力の算定法について述べる｡はり要素および板要素それぞれ

の解析法で不つり合い力の算定法については述べてきた｡しかし､結合部では図4.3に示

す例の場合､板構造部分の各板要素の節点に節点力があるのに対し､はり要素では結合点

たで断面全体での各方向の断面力が計算されることになる.はり要素の節点たの節点カベク

トルを戸bとし､はり要素に対応する板要素側た点での節点力を戸｡とすると､戸pは結合マト

リ
ックスG.を用いて次式で計算されるo

Fp = Fpk + GpFp. (4.13)

ここに､

戸pk :節点たの板要素の断面カベクトル

戸pm
:節点fcを除く板要素の断面カベクトル

ゆえに､結合部での不つり合い力は､結合点での節点力(F-b+Fp)と外荷重の差で表わされ

る｡
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4.3 数値解析結果

(1)片持ちはりの解析

まず鋼H形断面の片持ちはりを例にとり､はりの自由度端に荷重を載荷して板要素の分

割数や結合位置と精度について調べた｡図4.4挿入図に示すように､固定端側部分を板要

素で､残りの部分をはり要素でモデル化し､形状寸法や材料定数は図中に示す通りである｡

･板要素部分の分割方法は､ウェブ幅方向の分割数を4と一定にし､フランジ幅方向の分割

数NFを4-6､軸方向の分割数NXは3-10と変化させた.はり要素は軸方向に9分割し､

断面内はフランジ､ウェブとも幅方向に8分割､板厚方向に8分割の計192分割している｡

また､ Ie/Bは1つの板要素の軸方向長さIeとフランジの幅Bの比である.板要素部分の長

さつまり結合点の位置は､文献31)等の結果より0.3Lとした｡

図4.4(a)は自由端にねじり荷重を載荷した場合の支聞方向のねじり角について､分割数

と精度の関係を示したものである｡板要素の分割数が増えるにつれて実線のはり要素を用

いた解析値に近づいていることがわかる.特に､ NX-10(le/B-0.15)の場合は解析値とよく

一致している.これは､第3章の解析結果の図3.12よりわかるように､比l./Bが小さいは

ど精度がよいという結果に対応しているo 図4.4(b)はIe/B=0.15として､自由端に鉛直と

横荷重を載荷した時のたわみ図である｡両者ともはり要素を用いた解析値とよく対応して

いる｡

図4.SはLE/B-0.15とした場合の板要素部分の応力度分布を示したものであるo 図4.5(a),

(b)は曲げによる直応力度とせん断応力度を示したもので､ x=28.5cmは結合部分を表わL

ている｡また､ (c)はねじり荷重を受ける場合の固定端部分及び結合部分の上フランジの

そり応力度分布を示している.なお､一点鎖線ははり理論値である.結果からわかるよう

に､解析値ははり理論値とよく一致しており､結合部分での応力度もうまく計算されてい

る｡

これらの結果より､結合部でのたわみやねじり角等の変位の連続性をよく満足しており､

応力度もはり理論値とよく対応している｡また､板要桑を組み合わせて立体構造にした場

合でも､単一板と同様に軸方向の分割数に関係があり､この程度のLe/Bにすれば十分であ

ることが示された｡

(2) 片持ちはりの弾性大たわみ解析

次に､ H形断面を有する片持ちはりの弾性大たわみ問題について解析を行なった｡図4.
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6に示すように､前の例と同様に固定端側部分を板要素で､残りの部分をはり要素にして

モデル化したo また､ DLは固定端から結合点までの距離を表わし､部材長Lの0.2および0.

3について解析した｡板要素部分は､フランジの幅方向に6分割､ウェブの幅方向に4分

割した.軸方向の分割については､ 1つの板要素の軸方向長さIeとフランジの幅Bの比

Ie/Bが0.2になるように､DL =0.2Lでは5分割し､DL=0.3Lでは8分割した｡また､はり

要素部分は軸方向に9分割し,断面要素は192分割(フランジ､ウェブを8分割､板厚方

向に8分割)してある｡なお､はり部材の大たわみ挙動を解析するため挿入図に示すよう

な材料定数を用いている｡図4.6は自由嫁に横荷重を載荷した時の荷重一変位曲線で､変

位叫ま部材長Lで無次元化してあるo 図中の実線は楕円積分解28)で､破線ほ線形解である.

結合位置を表わす比の変化により解析結果に多少の差が生じているが､楕円積分解とよく

対応している.このように非線形問題でも本法により､よく解析できることがわかるo な

お､載荷は自由端部の荷重点の荷重方向変位を制御して行なった｡

(3) H形鋼柱の弾塑性座屈解析

弾塑性問題として軸圧縮を受けるH形鋼柱の弾塑性座屈解析を行なった｡図4.7の挿入

図に示すようにモデル化し､板要素部分の分割はウェブの幅方向に4分割､フランジの幅

方向に6分割､軸方向に5分割(le/B=0.2)した｡はり要素は軸方向に9分割､断面要素

は前の解析と同様に192分割とした.また､結合位置は中央点断面から10cn(0.2L)で部材

の1/2を解析対象とした｡材料定数は藤田ら29)の実験結果より得られた値を使用し図中に

示した｡さらに解析では図中に示すような正弦波形の初期変位を与え､ 2種類の最大初期

変位∂について解析している｡

図4.7ほ荷重一変位曲線で縦軸に軸力Pを､横軸には中央断面のウェブとフランジの交点

の断面強軸方向の変位vであるo 図中には藤田らの実験結果及び吉田ら23)の解析結果も示

してある｡なお､吉田らは応力仮定の三角形板要素のみを用いて､ H形鋼柱の1/4をフラ

ンジを8分割､ウェブを2分割して解析している｡本法による結果は､吉田らの解析結果

及び実験結果と比較してよく一致している｡部材の半分を板要素のみで解析するとすれば､

本モデルの場合の分割方法では約9倍の節点数が必要となり､本法の有効性が示されてい

る｡なお､載荷は部材端部の荷重点の軸方向圧縮変位を制御して行なった｡

-124-



4.4 結 論

本章では､局部座屈等による断面の変形を考慮して全体構造を解析する手法として､は

り要素の有限変位弾塑性解析法と板要素の有限変位弾塑性解析法を結合して解析する方法

を提示した｡本解析結果と他の理論解析結果及び実験結果と比較検討し､解析法の妥当性

について検討した怒果次のことが明らかになった｡

(1)板要素により立体構成した板要素部分とほり要素の結合は､多点拘束処理の手法に

よりうまく処理ができ､変位の連続性も満足している｡また､結合部での応力度も

はり理論値とよく対応している｡

(2)結合解析をするモデル化において､両要素の結合位置つまり板要素部分の長さは､

部材長Lの0.2-0.3程度でよいと判断される｡

(3)解析精度は､単一板と同様に板面内曲げを受ける板要素の長さ方向の分割数に関係

があるo この分割数は､板面内曲げを受ける板要素の幅Bと一板要素の軸方向の長

さLeの比Ie/Bが0.1-0.2になる程度であれば十分である.

(4)以上の結果より本解析法の妥当性が示された｡

なお､この葦の解析例では板要素が降伏点応力度に至るまで局部座屈を生じない断面で

あったが､局部変形を考慮した解析法異については第7章にて､実験結果との比較及びパ

ラメータ解析結果等と比較検討して示すことにする｡
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用いた記号

Fb
.･はり要素の節点たでの節点カベクトル

Fp
:はり要素に対応する板要素側の節点たでの節点カベクトル

Fpk
:節点L-の板要素の断面カベクトル

Fp. :節点たを除く板要素の断面カベクトル(m=トN)

G
:結合マトリックス

た
:結合点

〟
:全体剛性マトリックス

K,.n,Kn."K抑:独立節点と従属節点に分割した剛性マト T)ックス

n
:結合部分での板要素の節点数

P
:節点外力ベクトル

Pn
:独立節点変位に対応する節点外力ベクトル

p.
:従属節点変ぼに対応する節点外力ベクトル

q. :結合するための拘束力

t)良,Vk,Wk :結合点たにおけるェ,y,Z軸方向の変位

U :節点変位ベクトル

Un
:独立節点変位に対応する節点変位ベクトル

U.
:従属節点変位に対応する節点変位ベクトル

yi, Zi
:鑑合点kから板要素側の各節点までの距離

Oyk. Ozk
:結合点たにおけるy,z軸回りのたわみ角

oェk, 0{k :,%合点たにおけるr軸でのねじり角及びねじり率

Ⅱ :単位マトリックス

( )
T
:転置マトリックス

( )~l :逆マトリックス

(～) :拘束処理により変化するマトリックス
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図4.1 H形鋼柱の解析モデル
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図4.2 結合解析モデル
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図4.3 板要素とはり要素の結合部
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第5章 薄肉H形短柱の局部座屈に関する実験

5.1 概 説

帽厚比の大きい薄板要素で構成される薄肉構造物が､圧縮や圧縮と曲げを受ける場合の

板要素の局部座屈と部材の全体座屈の達成座屈挙動の-解析法として､板要素とはり要素

を結合一体化して解析する手法を第4章で述べた.特に､耐荷力解析では必要な板要素の

初期たわみや部材としての初期曲がり､および溶接集成による残留応力が存在する場合を

考慮して解析することが可能であるo しかしながら､ H形断面の達成座屈強度や達成挙動

に関しての解析および実験的研究は非常に少なく､特に実験は冷問加工鋼部材ついて行な

われている程度であり3)･4)､溶接集成の薄肉鋼柱に関してははとんど見当たらないのが現

状である｡そこで､次章で述べるような種々の幅厚比を有する溶接集成のH形断面鋼柱が､

一様圧縮を受ける場合の達成座屈実験を行なってその耐荷力特性や座屈挙動を調べ､達成

座屈弓重度を合理的に算定する方法について検討することが必要である｡

しかしながら､比較的幅厚比が大きい板要素からなる部材の達成座屈強度を合理的に算

定するには､局部座屈強度を求めておく必要があるが､板要素で構成された部材の構成板

相互の達成挙動や初期不整を考慮した局部座屈強度を求める方法は少なく､短柱実験によ

る場合が多いようである｡板要素の達成座屈挙動に関する解析的研究としては､たとえば､

固有値問題としての局部座屈強度に関する研究5)～12)､塑性解析法により局部座屈後の変形

挙動を扱った研究13)～18)等がある｡しかし､固有値解析では板要素相互の達成作用は考慮

できるが､要素の変形が耐荷力に及ぼす影響や座屈後の挙動は追跡できないo また､塑性

解析では局部座屈モードを限定しているので､板要素の相互作用や変形挙動が十分解析で

きてない｡最近では有限要素法を用いた理論的･実験的研究として､宇佐美ら】9)･20)及び

中井ら21)が箱形断面を対象にして行なった研究､ H形断面については､吉田ら22)及び鈴木

ら23)･24)の研究､また､ Hancockら25)は高張力鋼を用いての実験及び有限帯板法による解析

を行なっている｡しかしながら､構成板要素の幅厚比や溶接による残留応力および初期た

わみ等の初期不整が､局部座屈強度や板要素相互の変形挙動に及ばす影響についてはまだ.

十分に明らかにされていない｡

本章では､板要素相互の達成挙動や最大強度特性を明らかにするため､ H形断面短柱の

一様圧縮の耐荷力実験を行なったo 供試体は鋼H形断面でウェブとフランジの幅厚比を変
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化させた7体であるo また､溶接集成による残留応力や初期たわみも測定し,最大強度や

達成挙動に及ぼす影響も調べたo そして､第3章で誘導した面内回転剛性23)･24)を考慮し

た､一節点6自由度を有する三角形平板要素による有限変位弾塑性解析法を用いて､ H形

短柱全体を板要素に分割して解析し､板要素で立体構成した場合の解析法の妥当性につい

て実験結果との比較検討を行なった.また､ H形短柱の最大強度をウェブとフランジの達

成作用を考慮した等価幅厚比を用いて推定する方法について検討したものである｡

5.2 短柱実験の概要

5.2.1 供試体の設計

供試体の設計おいては特に次の点を考慮した｡

1)溶接集成による残留応力が切断法により測定可能な程度に十分大きい寸法のH形断

面である｡

2)部材の最高圧縮荷重は試験機の載荷能力(100to□)以内である｡

3)部材の全体座屈と板要素の局部座屈の達成座屈を生じるような鋼柱(長さは利用で

きる試験機の関一系上3.5m以内)と同じ断面を有する短柱であるo

以上の設計条件を満たすために､細長比L/rは16-19とし､ウェブの幅厚比hJtは40,50.

60の3種類を､フランジの幅厚比bJ/tは12,16,20の3種類で､板厚は3.2mnと4.5 mmを使

用したo 以上により製作した供試体は7体でSH-1-SH-7とし､その寸法諸元を表5.1に示

す｡等価細長比言および表中の等価幅厚比RCまそれぞれ次式で表わされる｡なお､了は全快

試体とも0.09-0.1であり､ R､断面積Aおよび板厚tの添字w,fは､それぞれウェブ､フラ

ンジを表わすo

L I
Å = 壬｣⊥
2r7r

Ru

-字J書評
RF

-半周許
Rf｣

-宅原
-干･.言モチ

(た=4.0)

(良-0.425)

(JIutf/bftu >3.07)

(hwtf/bJt抄≦3.07)
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ここに､ o;
-

oyf(2Af/A) + oyu(Aw/A) (5.5)

なお､ oyw及びoyf はそれぞれウェブ及びフランジの降伏点応力度で､今回の実験では

o!′w=oyf-0芸であり､
fw-tf=t であるo引まヤング率､ yはポアソン比で､それぞれ図5.1に示

す引張試験の紀果を用いた｡また､たは座屈係数でウェブの場合は両縁単純支持とし､フ

ランジの場合は3辺単純支持､ 1辺は自由の圧縮板と考えて用いたものである｡また､

RJwは等価幅厚比がRw,Rf とパラメータが二つ存在して複雑になると考えられるので､ここ

では板要素が弾性座屈する場合､フランジとウェブは達成作用により変形すると考え､そ

の影響を考慮したパラメータである.式(5.4)の誘導と式(5.4)の中のたu(,たf(については付

録5.1に示す｡

5.2.2 予備試験

実験供試体を製作した鋼材3.2mと4.5mmについてJIS 5号試験片を各6本作り引張試験

を行なった｡図5.1はその代表的な応力ーひずみ曲線を示したものである｡また､国中¢

表は引弓長試験の平均値を示したものであるo 材質はSS41相当と考えられたが､板厚が3.2m

mの場合ヤング率E､降伏点応力度oyとも規格値よりも少し小さく測定された｡また､引張

強さo廿は板厚3.2mm,4.5mmとも規格値よりかなり小さかった.なお､今回の解析には実験

で得られた応力-ひずみ関係を用いた｡

溶接残留応力の測定には､実験供試体と同一断面､同一溶接条件の残留応力測定用供試

体を7体製作して行なった｡なお､残留応力測定用供試体の長さは後に行なった鋼柱実験

で使用する関係上すべて900nmとした.測定は機械切断による応力解放法により､フラン

ジは7-17､ウェブで11-15分割して行なった｡図5.2に示すように､供試体の中央部分

の2断面において標点距離100mmで鋼球を打ち込み､切断前後の標点間をコンタクトゲー

ジにより測定した｡測定ほ板面表裏について実施し､表裏の値を平均しさらに2断面の値

を平均して求めた｡写真5.1(a).(b)は切断前後の供試体の様子を示す｡測定値は自己平衡

条件及び数値解析に使用できるよぅに二軸対称補正により修正した｡修正後の残留応力分

布を図5.3に示すが､ RSH-1-7はSH-1-7に対応する残留応力供試体名である.全快試体と

もフランジ両端部およびウェブ中央部分が圧縮となり､フランジとウェブの溶接部に引張

が生じた｡表5.2には修正後のフランジ部の最大圧縮残留応力とウェブ中央部分の平均圧

縮残留応力を示すが､ウェブの中央部分で約0.3-0.6o;､フランジでは約0.4-0.7o'yとば

らついている｡なお､短柱の供試体SH-4,5は部材長が残留応力測定用供試体の長さに比べ

-
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半分以下になっており､表5.2に示す値より小さめの残留応力が存在したと考えられる｡

初期たわみは写真5.2に示すように定盤上に供試体を載せ,電気抵抗式変位計(1/100 mm

精度)をスライドさせて､上､下フランジ､ウェブとも幅方向に6等分の7点､部材の長

さ方向には5cm間隔で測定した｡表5.2にはウェブとフランジのたわみの測定結果であり､

その最大値を示す.表中の6w,6fはそれぞれウェブの板としての初期曲がり及びフランジ

の直角度を表わしている｡板としての初期曲がりは､上下フランジとウェブとの接合緑を

基準としたときのたわみ量である｡各供試体ともウェブ板は道路橋示方書の製作精度の制

限値(hw/150)に入っているが､フランジ部では制限値(ら/200)より大きな値が測定されたo

なお､供試体SH-4のフランジ部は測定値が欠損しているので示していない｡図5.4は､供

試体SH-1.3の初期たわみの分布形状を立体的に表わしたものである｡

5.2.3 短柱実験装置と測定方法

載荷は図5.5､写真5.3に示すように油圧式100ton試験機による中心軸圧縮の平押しで､

供試体端部には11mn厚の鋼板を溶接し､載荷辺が固定の条件となるようにしたo 供試体の

下部には荷重が均一に載荷できるように斜円板を用いた｡

ひずみとたわみの測定は図5.6､写真5.3に示す｡ひずみは中央断面のフランジ4隅とウ

ェブの中央点及び裏･表及び上下端部付近のフランジ4隅に-軸ゲージを配して測定した｡

たわみは､中央点断面のフランジ外側4隅とウェブ中央点及び中央点の上下10cmの位置の

変形状態と軸方向の縮み量を上端部にて､それぞれ電気抵抗式変位計(1/100mm精度)を使

用して測定を行なった｡本載荷は供試体をセットした後､予想座屈荷重の1/5程度の荷重

を載荷し､両端部付近のフランジ4隅にはったひずみゲージの読みのばらつきが､ 4枚の

平均値の5%以内に収まるよう斜円板により十分調整した後行なった.荷重増分は変位状態

をみながら徐々に小さく していった｡

5.3 実験及び解析結果と考察

5.3.1 解析方法

解析対象はH形断面短柱の全体とし､初期たわみの測定点と有限要素分割節点が対応す

るよう､フランジ､ウェブとも幅方向に6分割､軸方向には10-14分割した｡また､板の

厚さ方向には6分割したo 図5.7はその解析モデルの要素分割の一例を示したものであるo
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解析方法は第3章で誘導した板要素の有限変位弾塑性解析法を使用した｡材料特性は図5.

1に示す引張試験の結果を用いたが､応力ーひずみ関係はbトIinear形とし､降伏後の接線

係数Es,として図5.8に示すように考えたo この結果3.2mm材で0.765KN/mm2､ 4.5mm材で 0.

967KN/mm2が得られたのでこの値を使用した.また残留応力は図5.3に示すような修正した

測定値を用いた｡なお､圧縮荷重は荷重点において一様変位の変位制御により与えた｡

5.3.2 荷重一変形特性

図5.9-5.11に示すのは､供試体SH-1､ 3及びSH-6の応力一変位関係であり､縦軸に平均

圧縮応力o=P/A､横軸に変位wを板厚tで無次元化したものであるo 変位は両供試体とも部

材中央断面のウェブ中央点及びフランジ両端点について示したもので､実線が解析値であ

り点線が実験値を示している.また､変位wには初期たわみを含んでなく､変位の符号ほ

図中に示す矢印の方向に変位する場合が正であり､逆を負とした｡

図5.9-5.11のSH-1,3及びSH-6の実験結果と解析結果を比較すると､実験値の場合荷重

の初期の段階から変位に多少乱れを生じており､変位畳も大きくなっているが､荷重の増

加につれて残留応力の存在により変形が大きくなっていることがわかる｡また､変位の進

行に伴って変形方向が逆転する様子や､フランジが一端は外側へ他端は内側へ変形する様

子などは両者がよく対応している｡最大強度は供試体SH-6の場合多少大きく計算されてい

るが､ SH-1､ 3はよく一致していると思われる.また､実験ではウェブ中央点の変位w/tが

0.5を過ぎたあたりから急に強度が低下しているのに対し､解析では低下が緩やかである｡

図5.12は､供試体SH-1及びSH-3の平均圧縮応力ー車均軸ひずみ関係であり､縦軸に平均

圧縮応力oを降伏点応力度o;で無次元化し､横軸には軸縮み量△Lを長さLで無次元化した

ものである｡実験値は解析値に比べ多少大きな縮み量を示しているが､両者は非常によく

対応している｡また､両者の最大強度に差が生じているが､これは初期たわみや残留応力

の初期不整は両供試体とも同程度であることから､この相違はウェブの幅厚比hu/tによる

ものと考えられる｡

図5.13､ 14は､供試体Srト1,6の中央断面のウェブ中央点とフランジ端における表･裏の

応力ーひずみ曲線であるo 図中の矢印は降伏開始点で､残留ひずみと荷重の付加ひずみの

和が降伏ひずみに達したと判断される応力状態である｡ Sロー1のウェブ及びフランジとも､

降伏開始まで表･裏面のひずみが同じ様に増加しており軸圧縮力がうまく載荷されている

ことがわかる.ウェブ中央点部分が塑性化し始めると壬余々に板が変形して曲げが生じ､こ

れに伴ってフランジ端部にも局部変形が発生している. SH16は､ほぼ降伏開始点でウェブ

-141--



中央点でひずみの乱れが発生しており､またフランジ部でも変形により曲げが生じている｡

これは初期たわみの影響ではないかと考えられる｡しかしながら,局部変形が生じて最大

強度に達するまでにかなりの余剰耐力がある｡

図5.15は､供試体SrI-3,6の中央断面でのフランジとウェブq)変形性状を示したものであ

る｡荷重は実験値､解析値ともそれぞれの最大荷重で無次元化してある｡実験では､ウェ

ブの中央点及び両フランジの両端部の計5点しか測定していないので図でほ記号(○､ △､

□等)で示した｡変位量に差が多少あるものの､解析結果は実験結果とよく対応しており､

フランジ､ウェブの変形性状をこの程度の分割でよく追跡できている｡実験においては､

フランジとウェブの接合辺ほほぼ直角を保持しながら変形するのが観察されたが､解析結

果はこのこともよく説明しでいる｡写真5-4は供試体SH-1およびSH-6を載荷後切断し､ H

形断面の変形状態を示したものであるo

図5.16ほ､供試体SH-3の変形後の形状を示したもので､実験は､最大荷重を過ぎかなり

変形が進んだ状態のものであり､解析ほ最大荷重時における変形状盟を示したものである.

実験では局部変形の位置が中央より多/A)ずれておりかつ変形畳も大きいが､解析結果は実

験結果とよく対応している.なお､写真5-5は供試体SH-1,2,6,7の載荷後の変形状態であ

り､局部変形の状況がよく示されている｡

このように､解析結果は実験結果とよく対応しており､短柱の最大強度や弾塑性状態で

の変形挙動をよく追跡できることがわかった｡また､短柱全体の解析結果の変形状態そみ

ると面内回転剛性を考慮した本法の妥当性が示されている｡解析において断面幅方向の分

割数は､実験のたわみ測定値に対応させて6分割で行なったが､分割数をふやせばもっと

精度はよくなると考えられる｡

5.3.3 最大強度の検討

表5.3は実験で得られた最大荷重P.00､最大平均圧縮応力度o.c,I,a,α/0;をまとめて示した

ものである.図5.17-5.19は､表5.1に示す等価幅厚比Rw,Rf,Rfwに対応してo.,T/0'yを示し

たもので､道路橋示方書l)の基準耐荷力曲線も図示してある｡

図5.17は､ウェブの等価幅厚比Rvで整理した結果であるが､ウェブの幅厚比が一定でフ

ランジの幅厚比が変化する場合､フランジの幅厚比の変化がウェブに及ばす影響が考慮で

きていないので､最大強度にかなりのばらつきが生じている｡また､図5.18はフランジの

等価幅厚比Rfで整理した結果であるが､この場合は逆にウェブの要素の幅厚比の変化の影

響が考慮できていない｡そこで､フランジとウェブのそれぞれの拘束の影響を考慮した等
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価幅厚比Rfwで整理した結果が図5.19であるo この結果をみると､最大強度はRw,Rfに比べ

てRfuに関係が深いことがわかるo また､同程度のRJwでありながら板厚が3.2mm供試体の

最大強度は多少大きく､特にSH-4,5はo.瓜/0;が1を超えている.これは､引張試験により

得られた降伏点応力度に多少ばらつきがあった｡また,供試体の長さが短いためフランジ

部の変形が多少拘束され､その影響が現われたと考えられる｡

次に短柱の最大強度を文献26)の考え方に基づいて検討してみる｡これは､最大強度を

等価幅厚比Rを使って次式で推定する方法であるo

o
ld= C

o;
R
≦ i.0 (5.6)

この定数Cを実験結果よりRw,RfおよぴRfwついて求めると､図5.17-5.19に示すような関

係が得られ､ RfwについてはC-0.77となった.これらの式は､全快試体の下限値つまり安

全例の値となっている｡このC=0.77は文献26)の両線支持板に対する既存の全データから

求められた値C-0.7より多少大きくなっている.また､式(5.6 )でC=0.77として近似式を

用いた最大強度の推定値(a.N/0;)opp,.I.を表5.3に示すo 実験より得ら･れた各定数Cを用いて､

AISCの考え方2)を基本にした方法により鋼柱の達成座屈強度を整理した結果､次章に示す

ように式(5.6)でC=0.77用いた結果が強度を一番よく推定できることが明らかになったo

5.4 結 論

本章では､一様圧縮を受ける溶接H形断面短柱の耐荷力及びウェブとフランジの達成局

部座屈挙動の実験､及び有限変位弾塑性解析を行なった｡得られた結果の主なものを挙げ

ると次のようである｡

(1)幅厚比が大きい板要素からなる短柱では､局部変形が発生してから最大強度に達す

るまでにかなりの余剰耐荷力がある｡

(2) H形断面短柱のフランジとウェブは互いに達成しながら変形し､フランジとウェブ

の接合辺ははぼ直角を保持していたo

(3)幅厚比が比較的大きいH形断面の､構成板要素相互の影響を考慮した等価幅厚比

R!wと短柱の最大強度との相関が大きいことが明らかにされたa

(4)今回の実験での短柱の最大強度は､ Rfwを使った式(5.6)の形で表わされ､定数

はC-0.77となった｡これは両線支持板に対する既存のデータの値C=0･7よりも多少大

きくなった｡
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(5)面内回転剛性を導入した一節点6自由度を有する板要素の有限変位弾塑性解析法ほ､

薄板要素で立体構成したH形短柱のフランジ及びウェブの変形挙動をよく解析でき

た｡

(6)板要素の解析法より得られた最大強度は実験結果とよく対応し､板要素の有限変位弾

塑性解析法の妥当性が確認された｡
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付録5.1 H形短柱の弾性座屈解析

本節では､計算を簡単化するためにウェブ､フランジの達成作用を､各板要素が単独に

局部座屈する場合､他の板要素の影響をその板の周辺の拘束条件に考慮して取り扱う27)0

また､フランジとウェブとは接合辺で直角を保持するという条件を用いてエネルギー法を

適用している｡なお､図A5.1に示す断面寸法の記号で表わす｡まず､ウェブが局部座屈す

る場合､図A5.2に示すように載荷辺を単純支持とし､ Y=±hw/2で弾性拘束されているとす

れば､この拘束度ぐw28)を用いてたわみ分布は次のように表わされる.

w-

(花((a)2一去)
･

(l･{w)co増】sin三三(i

ここに､

(:w-

(&3譜

(A5.I)

(Ttto/bJ>3. 07) (A5. 2)

いま､板要素が面内外力を受けて座屈するときの全ポテンシャルエネルギーロは､

n - E Ul + ∑ U2 - ∑ P

ここに､ U]
.･板の曲げによるひずみエネルギー

U2 :周辺の弾性固着によるひずみエネルギー

P
:外力による仕事

次式の全ポテンシャルエネルギーの停留条件より板要素の座屈荷重が求まる｡

∂n - 0

さて､各々のエネルギーは次式で表わされる｡

u. - II窒【(∂21u,al･2)2･2(トリ) (∂2w,∂xay)2十2リ(∂2w/∂r2)(∂2w/∂y2)

+(∂2w/ay2)2】dェdy

ただし

u2 - = f貴[∂w,ay]!dr

p - j'/i(oェ(aw,∂x)2+2T(∂w,∂x)(aw,ay)･Oy(aw,ay)2)dェdy

Et3
D =

(A5.3)

(A5.4)

(A5.5)

(A5.6)

(A5.7)

式(A5.1)を式(A5.5)-(A5.7)に代入すると､全ポテンシャルエネルギーnは次式となる｡
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n

-響(5感一票(1.<w).ii#,･孟{去-芝(.･<抄,･呼,･紗坤

･き債一票(.･{w)+i#}ト
oc, tw7r2hb.

4Q ･嘉一芝(1･Ew)+i#}
(A5･8)

この時の座屈応力度ocr は次式で求まるo

E7[2
ocr

-市了二百(恵,2L-<
ここに､たw(はウェブ板を基準とした座屈係数であり

たu(

-畠･aw2(
-4βw/7r2+β…/2

､.,,, 1/3-8Bw/7r2+β…/2) +2 (万主;3vOI8r昌',;花さ:昌'-:;2)

(A5.9)

(A5.10)

ただし､ ctw-a/hw, β-1+ぐwであるo また､ aはoc,を最小にする座屈たわみモードの半波形長

であり､次式で求められる｡

a
~ = C(to =

ht.

(7r'/30-8βtu/7r`+β.p'/2)

この結果より等価幅厚比Ru(は次式で表わせる.

o'12(1-i.21

甘

a;
I

oyf(2Af/A) + oyw(A坤/A)

ここに､

(A5.ll)

(A5.12)

(A5.13)

ただし､AJ,Awはそれぞれフランジ及びウェブの断面積でありA =2AJ+Au.また､

oyf,Oywはフランジ及びウェブの降伏点応力度であるo

次にフランジは､図A5.3に示すように非載荷辺は一辺が自由で､一辺が弾性拘束されて

いるとすれば､拘束度(/を使ってたわみ形を次式で仮定する28).

w -

I(I(a)･(%)-1･0076(%)3.o15076(%)4-o･10227(a)5)sin%
(A5･14)

ここに､

ぐf -

2(辞(缶,ト0･ 106(t叫/tf) (hJbf)
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この時の座屈応力度oc,は

E7r2
oc, -

iW(if,2kf(

(hwtf/bftu≦30.7) (A5. 15)

(A5.16)



ここにたJ(はフランジを基準とした座屈係数であり

たf( - B･卦c2-(C2･C3)u}･&(2･5821･警,
ただし､

af-畏,
cl

-普十0･4036-･1295
c2 =

(トo.4091(f'1.5817 , C3 =

-0.9015ぐf-0.5775

(A5.17)

(A5.18)

また､ oは座屈応力度oc,を最小にする座屈たわみモードの半波形長であり､次式で求めら

れる｡

2. 5821+8(I/7r

同様に等価幅厚比Rf(は次式で表わされる｡

Rf(

-宅原

(A5.19)

(A5.20)

ただし､ o;は式(A5.13)と同じであるo 以上の結果よりTtwtf/bft抄が3.07より大きい時は

ウェブの方が先に座屈し､逆に小さくなればフランジが先に座屈すると考えられるので､

フランジとウェブが達成する場合の等価幅厚比月JuとしてhutJ/bJtu>3.07ではRfu=Rpを､

∫lk.tJ/bftw≦3.07でほRfw-Rfを用いると5.2. 1節の式(5. 4)となるo

ーート17一一-



用いた記号

cl
:座屈荷重を最小にする座屈たわみモード

A :断面積

AJ
:フランジの断面積

Aw
.･ウェブの断面積

b : H形断面のフランジ幅

bJ : H形断面のフランジ半幅

bf/tf
:フランジの幅厚比

C
:定数

Cl,C2,C3
:座屈係数を決定する係数

D :Et3/12(1-L'2)

E :ヤング率

Est
:ひずみ硬化係数

h : H形断面のウェブ高

TIw : H形断面のウェブ内側高

hw/bf : H形断面のウェブ高とフランジ半幅の比

hw/士u :ウェブの幅厚比

た
:座屈係数

たJ(
:フランジ板を基準とした座屈係数

たw( :ウェブ板を基準とした座屈係数

⊥
:部材長

L/r :部材の細長比

Pw
:実験短柱の最大荷重

r
:弱軸回りの断面二次半径

Rf
:フランジ板の等価幅厚比(i--0.425)

Rf(
:弾性拘束がある場合のフランジ板の等価幅厚比(た=L･f()

RJu
:ウェブとフランジの達成を考慮した等価幅厚比

Ru
:ウェブ板の等価幅厚比(k=4.0)

Rb.く:弾性拘束がある場合のウェブ板の等価幅厚比(た=L-u()

t
:板厚
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tf
:フランジの板厚

tw
:ウェブの板厚

w
:ウェブ､フランジのモデルのたわみ

3:,y :弾性座屈解析のモデルのx,y座標

α
:比a/hf

aw :比Q/hw

β.o : 1+ぐh.

∂/ :フランジ部の板としての最大初期たわみ

6w
:ウェブ部の板としての最大初期たわみ

ぐf :フランジの拘束度係数

(抄:ウェブの拘束度係数

甘
:等価細長比

り
:ポアソン比

7r
:円周率

Ⅲ
:全ポテンシャルエネルギー

o,
:最大引弓長応力度

o廿ar
:実験短柱の最大平均圧縮応力度

orc
:圧縮残留応力

oc,
:座屈応力度

oy
:公称降伏点応力度

o'u :降伏点応力度(式(5.5))

oyf :フランジ板の降伏点応力度

oyw
:ウェブ板の降伏点応力度
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表5.1 供試体の寸法諸元

Specimens

l
-▲

蛋
l

b(mm) h(mm) t(mm) A(cm2)L(cm) r(mm) hw/i bf/i Rw Rf Rfw

S=-1

S=-2

SH-3

SH-4

SH-5

S=-6

SH-7

180.0 189.4 4.37

150.0 235.3 4.37

185.2 233.9 4.39

80.0 166.7 3.14

105.1 166.3 3.12

129.9 165.8 3.15

130.8 198.1 3.ll

23.6 70.0 42.40

23.0 60.1 32.80

26.1 70.0 42.17
/

10.1 30.1 16.33

ll.6 42.0 22.87

13.3 54.0 29.52

14.1 53.0 28.69

41.4 20.6

51.9 17.2

51.3 21.2

51.1 12.7

51.3 16.8

50.1 20.4

61.7 21.0

0.761 1.143 0.975

0.955 0.941 0.951

0.944 1.163 1.031

0.912 0.670 0.881

0.916 0.895 0.910

0.895 1.091 0.960

1.101 1.124 1.057

A :cross sectiona一 area

L :member length

r :Weak axis radius of gyration

Rw :see Eq. 5.2 , R† :see Eq. 5.3

R†w:see Eq. 5.4



表5.2 最大初期たわみと圧縮残留応力

d国●一_'_･･
衰5.3 実験結果

Specimens
Prnox

EEE]

qm(】×

(N/mm2) (3?exp.(冨x)appr.x.
Stt-1 524 222 0.89 0.79

SIト2 480 209 0.84 0.81

Sー卜3 505 193 0.77 0.76

Sl卜4 235 233 1.06 0.88

S)I-5 270 228 1.06 0.85

Slト6 270 203 0.92 0.80

Sl卜7. 245 1了4 0.79 0.72
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cr(N/mm2)

E
ト････一

課

i

Mecanica] Properties of the Materjals

Thick- Youns's Yield Max. E]onga- Poisson's

ness. Modu]us Stress Stress lion Ratio

I(mm) E(KN/nm2) qy(Nhlnl)) qtM(N/nm2)
% V

3.2 195 221 331 45.0 0.28

4.5 204 250 336 45.0 0.30

I.0 2.0

図5.1引張試験の結果

4･0 と(xlO'2)



図5.2 残留応力測定供試体

(a)切断前

(b)切断後

写真5.1 残留応力&1j定用供試体の切断の様子
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図5.3 修正後の残岡応力分布図



顔
I

写封5,2 初糊たわみの測定

,-モモ-----こ------------

l5mm
m＼

ゝ,

＼卜

Lr_＼

(a) Srト1

l5mm
.h

＼＼＼て

(b) Sll-3

図5.4 初)TJlたわみ分布形状



園5.5 載荷装置

- SIrqinG(コgeS

o ELectricDi?pIQCemen†
Melers

図5.6 ひずみと変位の測定位置

写真5.3 実験中の快試体

1:-)I)



ヽ-ヽ_-ヽ_-ヽヽ＼ヽヽ｣~ヽーーーー＼ヽ_ヽ

､一1ー_､ーーヽ_､■--ー-.Lー｢ヽ

-.'ヽヽ--＼ヽヽ＼~一＼ヽヽ､

ヽー E] ヽ-
I_

ー
ヽし ■【 -コl ぜ■ -;【

■【 ヽヽ
ヽー ■zll ■【 ■, p■ ■

ヽ
L

■【 ヽヽ_ ■己■ ヽヽー

一

き責
~ヽ-l-~ヽ､-ヽ､＼~､

･､-､ーー--i-ヽー-ヽーヽー､､-_＼､ー_

図5.7 解析モデルの要素分割例

cT( N/mm2)

1.0 2.0 3.0 E tx1012)

図5.8 ひずみ硬化係数EsE
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cT(N/mm2)

0･25

(a)Web

0･50 0･75 w/I

図5.9 平均圧縮応力一変位曲線(SH-1)
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(b)Flange

図5.10 平均圧縮応力一変位曲線(SH-3)
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cT(N/mm2)

0･25

(a)Web

0･50 o･75 w/I

o･(N/mm2)

ー0了5 -0･50 -0･25 0･0 0･25 0･50 0･75 w/I

(b)Flange

図5.11平均圧縮応力一変位曲線(SH-6)
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I･0 2･O AL/L(xIO･-3)

図5.12 平均圧縮応力-平均軸ひずみ曲線
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A
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F

卜0 2･0

(a)一子lange (b川eb

図5.13 平均圧縮応力-ひずみ曲線(SIT-1)
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2･O E(xLO3iL)
(b)Web

図5.14 平均圧縮応力ーひずみ曲線(SIト6)
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(a) Slト1

w/I

層xd=EE

0･00･5

w/I]

(b) Sll-6

図5.15 中央断面の変形性状



(a)SH-1 (b)Srl16

写真5.4 載荷後のH形断面の変形状態
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図5.16 変形形状の比較(SH-3)
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(a)Sll-1 (b)Slt-2 (c)Slト6

写顛5.5 職荷後の変形状態

(d)Sll-7



1･5

ぎ筈戸(k=4･｡'
図5･17 Ruで整理した最大平均圧縮応力度

● ▲

J･0

0Trn cx

Jy*

0･5

0 SH-t

△ SH-2

□ SH-3

● SH-4

▲ SH-5

▲ SH-6

◎ SH-7

＼
＼

0･5

Rf2

Euler Curve

0

R†

ゝ＼

1･5

(k…0･425)

図5.18 ∫?Jで整理した最大平均圧縮応力度
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図5.19 Rfwで整理した最大平均圧縮応力度
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図A5.1 モデルの断面

図A5.2 ウェブのモデル化

図A5.3 フランジのモデル化
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第6章 薄肉H形鋼柱の達成座屈に関する実験

6.1 概 説

圧縮や圧縮と曲げを受ける薄肉断面部材の局部座屈と全体座屈の達成座屈問題は複雑な

ものであるが､その局部座屈や達成座屈挙動に関する理論的研究は､第4章の概説で述べ

たように箱形断面やH形断面部材に対して種々な解析方法によって行なわれている.一方､

実験的研究としては､箱形断面や二つの清形材を張り合わせたⅠ形断面にした冷間加工鋼

部材ついて実験が多く行なわれており､ AISCの設計規定2)に取り入れられている｡たとえ

ば､ Skaloud and Zt;rnerova4) ､ Graves Snith5)
､
DeWolf,Pekoz and Winter6) ､

8raham,

Rondal and Massonnet7)等は箱形断面についての実験であり､ Kalyanaraman, Pekoz and

tAIinter8)は､二つの溝形材を張り合わせたⅠ形断面の柱及びはりについての達成座屈の

実験を行なっており､その解析には有効幅理論を用いている｡また､溶接箱形断面部材に

関しては､まず､ Kit;ppel,Shmied and Schubert9) ､ Ingvarsson10)の中心および偏心圧縮

を受ける柱の実験がある｡宇佐美･福本らIl)～13)は､溶接箱形断面柱が中心および偏心圧

縮を受ける場合について材質を変化させて一連の多数の達成座屈実験を行なって､達成座

屈が生じる部材の設計式を提案しているo さらに､箱形断面短柱の強度を有限要素法によ

り解析し､部材全体の達成挙動を求める解析手法も開発している14)o また､筆者ら15)も溶

接長方形断面柱が中心軸圧縮を受ける場合について､幅厚比と細長比を変化させて達成座

屈の実験を行なっている｡

しかしながら､溶接H形断面の柱やはりの達成座屈に関しての解析および実験的研究は

非常に少ない｡特に実験は前述したように冷問加工部材ついて行なわれている程度であり､

溶接集成の薄肉鋼柱に関してははとんど見当たらないのが現状である｡実験による達成座

屈現象や挙動の把握は達成座屈を正しく評価するためにも不可欠であり､実験データの葺

横が必要であると思われる｡

そこで､本章では溶接集成のH形断面を有する鋼柱を供試体に選び､達成座屈挙動や耐

荷力特性を明らかにするため板要素の幅厚比および部材の細長比を変化させて耐荷力実験

を行なった｡そして部材及び板としての初期たわみや溶接残留応力等の初期不整が達成挙

動や耐荷力に及ぼす影響を調べたo また､第5章で述べたように､本実験供試体と同一断

面を有する短柱実験を行なって板要素相互の達成局部座屈挙動を調べ最大強度を求めた｡
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さらに､短柱の最大強度(耐荷力)を板要素の達成を考慮した等価幅厚比により容易に推

定する方法を前章で求めたので､これを用いて鋼柱が達成座屈する場合の最大強度を合理

的に推定する方法を検討したo さらに､現行の道路橋示方書1)に規定されている達成座屈

をする場合の部材の耐荷力評価式を用いて実験冶異についての検討も行なっているo

6.2 達成座屈実験の概要

6.2.1 供試体の設計

供試体を設計するにあたり､次の点を考慮したo

1)座屈軸はH形断面部材の弱軸回りとする｡

2)部材の全体座屈と板要素の局部座屈の達成座屈を生じるような部材の細長比と板要

素の幅厚比を有する鋼柱とする｡

3)溶接集成による残留応力が切断法により測定可能な程度に十分大きい寸法のH形断

面である｡

4)利用できる試験機の関係上､供試体の長さは3.5m以内とし､部材の最高圧縮荷重は

試験機の載荷能力(100ton)以内である｡

以上の設計条件を満たすために､細長比L/rを51,71,91の3種類とし､ウェブの幅厚比

hw/tは40,50,60およびフランジの幅厚比bJ/tは12-20と変化させ､これらを組み合わせて

供試体を設計した｡板厚は3.2mmと4.5mmを使用した｡製作した供試体は全部で13体あり､

その寸法諸元を表6.1に示すo 板厚4.5mmをHAシリーズ､ 3.2 mmをtlBシT)-ズとよぶことに

し､表6.1の供試体名は左より順に､シT)-ズ名､細長比､ウェブの幅厚比及びフランジ

の幅厚比を表わすo また､表中の等価細長比言及び等価幅厚比Rはそれぞれ次式で表わされ

るo なお､ R､断面積Aおよび板厚tの添字w,fはそれぞれウェブおよびフランジを表わすo

(k=4.0)

(た=0.425)

(ftytf/bftv≦3･ 07)
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-

if･.享モチ
(huff/bJtw>3･ 07)

a;
-

oy!(2Af/A) + oyw(Aw/A)

(6.4b)

(6.5)

ここに､

なお､ oyw及びoyJはそれぞれウェブ及びフランジの降伏点応力度(今回の実験では

oyw=o!,I-0'y, tf-tw-i ) ､ Eはヤング率, i,はポアソン比であり､図5.11に示す引弓長試験の結

果を用いたo また､んおよびAfはそれぞれウェブ及びフランジの断面積であるo 式(6.4)

の等価幅厚比Rfwは､ウェブとフランジの達成作用を考慮したものであり､ i-w(及びたf(は

第5章の付録5.1に示す方法により求めた座屈係数である.

6.2.2 予備試験

実験供試体を製作した鋼材については､第5章の5.2.2節予備試験で述べた引張試験の

砥果の鋼材と全く同じである｡

熔接残留応力の測定用供試体や測定方法についてほ第5章の5.2.2節予備試験の場合と

全く同様である｡図6.1は測定値を自己平衡条件と二軸対称補正により修正した後の残留

応力分布を示したものである｡ RES-1-3は表6.1の供試体のうちHAシリーズのフランジの

幅厚比が15以下の6体について､ウェブの幅厚比が順に40,50,60の供試体断面の応力分布

であり､ RES-4-10は表6.1のH^シリーズの残り3体とHBシリーズ供試体名の上から順の断

面の残留応力分布を示したものである｡全供試体ともフランジ両端部及びウェブ中央部分

が圧縮となり､フランジとウェブの溶接部に引張が生じたo 表6.2は修正後のフランジ部

の最大圧縮残留応力とウェブ中央部分の平均圧縮残留応力を示すが､ウェブの中央部分で

約0.3-0.6o;フランジで約0.3-0.7o;とばらついているo

初期たわみは写真6.1に示すように定盤上に供試体を載せ､電気抵抗式変位計(1/100 rnn

精度)をスライドさせて､上､下フランジ､ウェブとも幅方向に4-6等分する5-7点､

部材の長さ方向にははぽ10cn間隔とし､一部の供試体では解析との比較のため中央部分を

さらに半分の5cm間隔で測定した｡表6.2はウェブ及びフランジのたわみの測定結果であり､

その最大値を示す｡表中の∂】は部材としてのたわみの最大値であり､両フランジとウェブ

の交線上の測定値の平均値を､ 62はウェブの板としての初期たわみの最大値を表わす.各

供試体とも道路橋示方番])の製作精度を満足している.図6.2(a)-(d)は部材及び板とし

ての初期たわみの分布形状の例をウェブについて示したものである｡
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6.2.3 実験装置と測定方法

載荷ほ文献15)の載荷装置を多少改良し､写真6.3に示すオルゼン型長柱試放機による中

心軸圧縮で行なった｡この装置は図6.3および写真6.2に示すように座屈軸をウェブと平行

な弱軸まわりに選び､この軸に関して両端単純支持の条件を満足するような端部構造であ

るQ すなわち､一方の軸に対して固定で､他の軸に対しては回転可能な円筒面を有するロ

ーラーと､荷重を一様に伝える載荷板および徴調節ネジのついた載荷装置を使用したo
な

お､円筒面の曲率半径Rの中心は図6.3に示すように供試体端部に一致させている｡

たわみとひずみの測定位置の一例を図6.4､写真6.3および写真6.4に示す｡たわみの測

定は､電気抵抗式変位計(1/100mm精度)を取り付けた上下移動式のたわみ測定専用治具

を製作し用いた｡柱全体としての横たわみを､ウェブとフランジとの交線上において､ま

た､ウェブの局部変形をウェブの幅方向に4等分点で､部材軸方向に10cm間隔で移動させ

ながら同時に測定した(写真6.4(a)) o 移動変位計で測定できない部分は､写真6.4(b)に

示すように変位計を固定して測定した｡また､フランジの幅厚比が大きい供試体では,中

央断面から上､下5cmの位置の両プラ,ンジ面において局部変形を変位計で測定した(写真6.

4(c))｡この変位計は供試体が曲げによる全体変位および断面の局部変形に伴って三次元

的に移動できるようにしている｡軸方向変位は供試体の上端部にて測定した(写真6.4

(d))
｡ひずみは中央断面のウェブとフランジ及び初期たわみの大きい断面に一軸ゲージ

を配して測定した｡なお､ひずみと変位の測定は多点ディジタルひずみ測定器により行な

った｡さらに､実験中の供試体の座屈挙動を動的に調べるため､ウェブ中央部の面外変位

を∬yレコーダを使用して記録した｡

本載荷は供試体を載荷装置の中心に位置するよう十分調整した後行なった｡載荷は初期

には荷重制御､座屈荷重付近では変位制御で荷重増分を小さく し､柱の挙動に注意しなが

ら行なった｡いずれの載荷でも荷重増加後数分経った静的につり合っていると想定される

状態で測定した.

6.3 実験結果と考察

6.3.1 荷重一変形挙動特性

図6.5､ 6.6は各供試体の平均圧縮応力o (=P/A)と､柱中央断面のウェブ中央点の横たわ

みuを弱軸回わりの断面二次半径rにより無次元化した値との関係を示したもので､各供試

体ごとに開始点をずらせてある｡図6.5(a)に示すようにフランジとウェブの幅摩比を一定
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にして､部材の細長比を変化させた場合､細長比が大きくなるとその変形能も大きい｡ま

た､図6.5(b)は細長比を一定にしてウェブとフランジの幅厚比を変化させた場合を示して

いる｡ウェブとフランジの幅厚比が小さいときは､最大荷重に達した後もかなりの強度を

保持しながら変形し､変形曲線の降下勾配も緩やかであり､しかもその変形能も大きい｡

しかし､フランジの幅厚比を大きくすると､図6.6に示すようにHAおよびHBシリーズとも

最大荷重に達した後の変形能に差がみられる｡特に､フランジの幅厚比が20ではその降下

曲線の勾配が急であり変形能も小さい｡これはウェブの帽厚比が変化しても同様な傾向と

なっている｡

図6.7(a)､ (b)はHBシリーズ供試体の柱としての変位モードを示したものである｡柱と

しての変位モードはフランジとウェブの交線上の変位を測定している｡実緑は最大荷重ま

での変位状態を､点線はその後の変位状態を示している｡また､ ●印はウェブ中央点の変

位を表わしているo HB-71-50-16の供試体は､初期たわみが小さいにもかかわらず他の供

試体に比べて変位が大きい｡これは､載荷装置に供試体をのセットした時､中心軸線が多

少ずれたのではないかと判断される｡フランジの幅厚比が大きい供試体では､最大荷重に

近づくと変位が急に増えていることがわかる｡また､供試体H8-7ト60-20では曲げによる

全体の変位よりも､板の局部変形が進んで強度が低下している｡なお､この供試体のみ中

央断面付近のウェブ断面の変位を多く測定している｡

図6.8は細長比を一定にした場合の中央断面における軸ひずみ分布の変化を示したもの

である｡図6.8(a)のHAシリーズの場合､フランジとウェブの幅厚比を変化させているが､

幅厚比が大きくなると最大強度o沖dXよりも低い荷重か′らひずみ分布が一様でなくなり､局

部変形が生じていることがわかる｡この分布の乱れを局部座屈が生じたと考えると､これ

から最大強度に達するまでの余剰耐力はかなり大きいと思われる｡また､このひずみ分布

の乱れは､図6.2に示す初期たわみの影響も現われていると思われる.図6.8(b)はHBシリ

ーズのウェブの幅厚比を一定(50)にして､フランジの幅厚比が変化する場合のひずみ分布

を示している｡また､フランジ端部4隅で測定したひずみもフランジの外､内側で区別し

てプロットしている｡フランジの帽厚比が大きくなるとフランジ部の乱れが大きくなり､

ウェブのひずみ分布に影響して乱れが同様に生じていることがわかる｡ひずみ分布からも

両板要素が達成して変形している挙動が推定される｡

図6.9(a)､ (b)は､ HBシリーズ供試体の中央断面のウェブ中央点とフランジ端点におけ

る衰･裏面の応力-ひずみ曲線である｡■なお､フランジ端点は柱の曲げが生じた場合の圧

縮側をプロットしており､図は圧縮ひずみを正としている｡供試体HB-7ト50-12やHB-7ト5
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0-20ではウェブおよびフランジとも裏表のひずみがはぼ同じ値になっており､荷重がうま

く載荷されている.そして､供試体HB-71-50-12ではウェブが先に局部変形を生じている

のに対し､ HB-7ト50-20ではウェブとフランジがほとんど同時に局部変形を生じているこ

とがわかる｡また､供試体HB-71-60-20ではウェブが最大荷重の半分ほどで局部変形を生

じていると思われるが､これから最大荷重に達するまでにかなりの余剰耐力があると思わ

れる｡

図6.10はHBシリーズ各供試体の中央より下5cnの位置の断面形状の変化を示したもので

ある.図ではウェブ両端の初期状態からの変位量を1u/rで示し､断面変形量は6/tを単位と

して表わしているo ウェブの帽厚比を一定(50)にしてフランジの幅厚比を変化させた場合､

最大荷重に達するまでは断面形状の変化に多少の差がみられるが､これは初期たわみの影

響と考えられる｡また､最大荷重に達した後は､幅厚比が大きいぼどフランジ部の変形が

大きく顕著であり､最大強度が早期に低下した原因となったと考えられる.そして､柱が

曲げ変形を生じながら両板要素の局部変形も大きくなり､達成座屈挙動する様子がうかが

える｡また､供試休日B-7ト60-20はO'ェブ及びフランジの帽厚比が他の供試体より大きい

ためか柱としての曲げ変形が大きくならないうちに局部変形が現われていることがわかる｡

特に､供試体HB-7ト50-16と比べるとその違いがよく現われている｡

写真6.5(a)､ (b)は各供試体の載荷後の変形状態で､右側の写真は部材中央部分の全体

の曲げ変形とフランジ部の変形状況を示したものである｡実験では､各供試体ともはぼ中

央断面かあるいはその下側10cm前後の断面で一審大きな曲げを生じているo 変形状態を見

るとH^シT)-ズおよびHBシリーズとも､フランジの幅厚比が大きくなるにつれてフランジ

部の局部変形が顕著に現われている.また､フランジの幅厚比が同じ20でも､ウェブの幅

厚比40の供試体HB-71-40-20はフランジの局部変形が柱の高さ方向全体にわたって生じて

いるのに対し､帽厚比50の供試休日B-71-50-20では一番大きな曲げを生じた戟分に集中し

ていたo このように､同じ細長比の柱でも板の幅厚比の大きさにより達成座屈挙動に多少

の違いがみられた｡

このように､フランジの幅厚比が大きくなると板要素の達成挙動が顕著となり､最大荷

重に達した後の変形挙動に大きく影響することが明らかになった｡

6.3.2 耐荷力の検討

表6. 3は実験で得られた最大荷重PncLZ､最大圧縮平均応力度o.｡エ(-P.cz=/A) ､ a.o=/o!,等をま

とめて示した.表6.3のou.,は､現行の道路橋示方書の許容応力規定で計算した許容軸方向
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圧縮応力度ocoを安全率倍して耐荷力表示したもので､次のようにして求めたo 圧縮応力

度ocoは､示方書の式(2.2.1)より次式で表わせるo

oc｡ - oc〔将･ Occ,i/Oco. (6.6)

ここに､

oco

:許容軸方向圧縮応力度

o｡og
･.示方書の表12.2.2に示す局部座屈を考慮しない許容軸方向圧縮応力度

ocDL
:示万雷の衰-3.2.1,義-3.2.2および真一3.2.3に示す局部座尿に対する

許容応力度

ocQO
:示方書の表-2.2.2に示す局部座屈を考慮しない許容軸方向圧縮

応力度の上限値

ここで､ ocoLは､フランジとウェブの両方について計算した許容応力度のうち小さい方

を採用することにした.また､ bf/t>16, hw/t>56の供試休もあるが､示万苦の衰の式をそ

のまま適用して求めた.よって､式(6.6)よりocoが求まるので､これを安全率(oy/ocdO)徳

してou.sを計算したo ここに､ o｡は公称降伏点応力度(245KN/mm2)であり､板厚4.5mm場

合はo!,-a;としたo また､実験値との比較をoM皿/Ou.sで衰6.3に示しているo この裏からわ

かるように､達成座屈の影響がなかったと考えられる供試休日A-7ト40-10を除いた他の供

試体では､実放値の方が耐荷力評価式により計算した耐荷力を35-110%も大きく上回って

おり､達成座屈する場合の示方書の耐荷力評価式は応力的には安全側過ぎることがわかる｡

この理由としては次のことが考えられる｡

(a)式(6.6)のように部材の耐荷力を全体座屈と局部座屈の積の形で表わし､安全側

過ぎる評価式になっている｡

(b) ocDlの評価の規準にしている局部座屈の終局応力度oc,を次式で算定しているo
oocy,

=
oRき5 (6･7)

(0.7<R , b/t≦ 80)

式(6.7)は幅厚比Rが大きい場合､この実験でも示したように荷重一変位曲線にねばりが

ない､つまり降下曲線の勾配が急であることを考慮して､実際の強度よりもかなり安全側

に終局強度を定めたことによるものである)6)･]7)o

図6.11は縦軸に最大平均圧縮応力度o,ar/a;を､横軸に等価細長比丁をとったもので､道

路橋示方書の局部座屈を考えない直柱の耐荷力曲線も図示してある｡実験結果はすべてこ

の曲線上か曲線の下側にきており､達成座屈の影響で強度が低下したと推定される｡しか
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し､今回の実放でほ麦6.2に示すようにかなり大きな圧縮残留応力が存在しており､また､

供試体 HA-71-40110のように達成座屈を生じないと考えられる場合でも,強度が小さく

なっており､耐荷力曲線に比べて強度が低下した原因が必ずしも達成座屈の影響によるも

のと考えられない｡この点については解析により検討する必要がある0

次に､中心軸圧縮を受ける鋼柱の耐荷力をAISC2)の考え方に基づいて検討してみる｡鋼

柱と同一断面の短柱の局部座屈強度をQ=o.cLr/0'yで求め､局部座席を生じた部材の強度を降

伏点応力度o'yを仮想の降伏点応力度Qo'yからなる部材と考えて推定する方法で､ Qを低減係

数とよんでいる.この馴ま第5葦の短柱実験の浩果より等価幅厚比札,RJおよびRJwについ

て求めると次式で表わされる｡

0.7
Q=些竺=-

o [, Rw

守
0.77

Rfw

(6.8)

(6.9)

(6.10)

図6.12(a)-(c)は､式(6.8)-式(6.10)のQを用いて実験値を整理したもので､降伏点応

力度o;のかわりにQo'yを使って無次元化してある.なお､道路橋示方書の局部座屈を考え

ない直柱の耐荷力曲線も図示してある.図6.12(a)の等価幅厚比Ruで整理した場合､フラ

ンジの幅厚比が小さい供試体の値は全て耐荷力曲線より上側にきているが､ウェブの幅厚

比が小さく､フランジの幅厚比が大きい供試体では誤差が大きくなる｡また､細長比が同

じ供試体にもかかわらず､等価幅厚比Ruで整理すると耐荷力にかなりのばらつきを生ずる

ことがわかる.一方､図6.12(b)の等価幅厚比Rfで整理した場合､フランジの幅厚比が小

さい供試体では大部分の値が耐荷力曲線より下側にきており､フランジの幅厚比が小さく､

ウェブの幅厚比が大きい断面では局部座屈の影響が考慮できてないと思われる｡図6.12(c)

はウェブとフランジの達成を考慮した等価幅厚比R!wで整理した場合で､名実験値とも耐

荷力曲綬の上側またはその付近に近づいており､フランジの幅厚比が大きい場合を含めて､

局部座屈の影響があるときの柱の耐荷力をよく推定できている｡

6.4 結 論

本章では､中心軸圧縮を受ける薄肉H形鋼柱の弱軸回りの達成座屈挙動及び耐荷力に関

して､幅厚比や細長比を変化させて実験を行なった｡得られた結果の主なものを挙げると

次のようである｡
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(1)フランジ及びウェブの幅厚比が小さい断面を持つ鋼柱は､最大荷重に達した後の変

形能が大きい｡また､局部座屈後もかなりの余剰耐力を保持している｡

(2)しかし､フランジの幅厚比が大きくなると最大荷重に達した後の強度の低下が早い｡

つまり､変形にねばりがなくその変形能も小さい｡

(3)フランジの幅厚比が大きい断面は､ウェブとフランジが達成して局範変形を生じ､

部材全体の耐荷力挙動に大きく影響する｡

(4)部材に達成座屈を考慮した場合､実験結果に比較して現行の道路橋示方書の部材の耐

荷力の評価式は応力的には相当安全側となる｡

(5)短柱の強度(Q-oD∝/cr'y)から求まる仮想の降伏点応力Qo'yを用いると､ H形鋼柱の達

成座屈弓重度をよく推定できるo

(6)実験結果からもわかるように､ H形断面の構成板要素の達成局部挙動および部材全

体との達成座屈挙動は初期たわみや溶接残留応力等の初期不整を考慮して弾塑性解

析する手法が必要である｡

なお､この達成座屈実験結果と結合解析法を用いた解析`結果の比較検討については次章

で述べる.
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用いた記号

A
:断面積

AJ
:フランジの断面積

Au
:ウェブの断面積

b : H形断面のフランジ幅

bJ : H形断面のフランジ半幅

bJ/り:フランジの幅厚比

E
:ヤング率

Est
:ひずみ硬化係数

九 : H形断面のウェブ高

hw : H形断面のウェブ内側高

htv/tw :ウェブの幅厚比

hw/bf : H形断面のヴェブ高とフランジ半幅の比

た :座屈係数

L-I(
:フランジ板を基準とした座屈係数

L-wく:ウェブ板を基準とした座屈係･数

L
:討ミ村長

L/丁-:細長比

P.孤:実験鋼柱の最大荷重

Q :低減係数

r
:弱軸回りの断面二次半径

Rf
:フランジ板の等価幅厚比た=0･425

Rf(
:弾性拘束がある場合のフランジ板の等価幅厚比(i-=たf()

Rfw
:ウェブとフランジの達成を考慮した等価幅厚比

Rw
:ウェブ板の等価幅厚比(た=4.0)

Ru,(
:弾性拘束がある場合のウェブ板の等価幅厚比(L･=L-k,()

t
:板厚

tf
:フランジの板厚

tw
:ウェブの板厚

αJ :比α/bJ
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aw
:比a/hu

βw : I + 鮎

6i
:柱の部材としての最大初期たわみ

∂2 :ウェブの板としての最大初期たわみ

亡J ･.フランジの拘束度係数

(w :ウェブの拘束度係数

言
:等価細長比

り
:ポアソン比

7r :円周率

a.
:最大引張応力度

om∬
:実験鋼柱の最大圧縮応力度

a,c
:圧縮残留応力

cry
:公称降伏点応力度

o; :平均降伏点応力度(式(6.5))

oyf ･.フランジ板の降伏点応力度

oyw
:ウェブ板の降伏点応力度

oco
:許容軸方向圧縮応度

ocog
:示方書の表-2.2.2に示す局部座屈を考慮しない許容軸方向

圧縮応力度

ocQt
:示方書の表-3.2.1,真一3.2.2および真一3.2.3に示す局部座屈

に対する許容応力皮

oco.
:示方書の表-2.2.2に示す局部座屈を考慮しない許容軸方向

圧毒宿応力度の上限値

ou.s
:現行の道路橋元方書の許容応力規定で計算した許容軸方向

圧縮応力度ocoを安全率倍して耐荷力表示したもの

ocr
:式(6.7)の局部座屈応力度

--
1～く:トー
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表6.1 快試休の寸法諸元

Specimens b(mm) h(mm) t(mm) A(cm2) L(cm) r(mm) L/r 入 hw/t Rw R f Rfw

=A-5卜50-12

日A-71-50･12

‖A-91-50･12

HA-71-40-10

日A-71-50-12

日A-71-60-15

日A-7卜40-20

日A-7ト50-16

日A-7卜50-20

HB-71-50-12

HB-7l-50-16

日B-7ト50･20

HB-71-60-20

111.4 235.5

111.5 235.5

111.5 236.5

90.6 191.0

112.0 235.7

135.5 281.5

180.2 189.0

149.5 235.4

185.0 234.8

79.~6 166.9

104.5 166.0

129.6 166.2

131.4 198.8

4.4 19.78 122.9 22.66 54.2 0.604 51.5

4.4 19.79 171.2 22.68 75.6 0.843 51.5

4.4 19.83 220.3 22.66 97.2 1.083 51.8

4.4 15.99 138.9 18.49 75.1 0.837 41.4

4.4 19.84 171.3 22.81 75.1 0.837 51.6

4.4 23.92 203.9 27.63 73.8 0.823 62.0

4.4 23.57 301.1 42.78 70.4 0.784 41.4

4.4 23.18 233.1 32.56 71.7 0.799 51.4

4.4 26.16 299.1 42.17 70.9 0.790 51.5

3.1 9.95 116.1 16.22 71.7 0.767 51.7

3.1 ll.51 162.0 22.71 71.4 0.764 5l.2

3.1 13.04 210.1 29.42 71.5 0.765 51.5

3.1 14.21 204.1 28.82 70.9 0.759 61.7

12.2 0.9

12.2 0.9

12.2 0.9

9.8 0.7

12.2 0.9

14.9 1.1

20.2 0.7

.16.4
0.9

20.5 0.9

12.3 0.9

16.3 0.9

20.3 0.9

20.6 1.1

48

48

54

62

50

0.689 0.916

0.689 0.916

0.689 0.921

0.554 0.736

0.689 0.918

42 0.842 1.103

61 1.168 0.955

46 0.958 0.941

48 1.190 1.015

22 0.701 0.892

1

1

0

4 0.917 0.908

8 1.141 0.980

2 1.153 1.073

A

L

｢

了

Rf

cross sectiona一 area

member length

radius of gyration (Weak axis)
see Eq.6.1 . Rvv : see Eq.6.2

see Eq.6.3 , Rfw: see Eq-6.4



表6.2 最大初期たわみと圧縮残留応力

Specimens

Hay.Initial Residual

Deflection stressqrc/o,y*

8(/L 82/hw Web flange

HA-51-50-12 1′4240 1′1620 ･0.53 0.38

‖A-7卜50-12 1′1490 1′490 0.53 0.38

HA-91-50-12 I/8160 1′1420 0.53 0.38

帆-7l-40-10 I/4480 1′760 0.64 0.37

HA-71-50-l2 1′2140 1′1330 0.53 0.38

I]A-7l-60-l5 1′2960 1′1240 0.45 0.33

=A-71-40-20 1′3140 1′375 0.32 0.56

‖A-71-50-16 1′4570 1′600 0.57 0.71

IIA.-7l-50-20 1′4920 1′365 0.36 0.55

l柑-7卜50-12 1′1130 1′670 0.53 0.43

HB-71-50-l6 1′2700 1′550 0.40 0.57

l柑-71-50-20

=8-71-60-20

1′1570

1′1790

1′550

1′440

0.38

0.36

0.52

0.41

蓑6.3 実験結果

Specimens
PmQX qrnox OTrrdX (九】.ら 0'm(】x

(KN) (N/m1) o,y* qy. qu.s

HA-51-50-12 382 193 0.773 0.471 1.64

=A-7卜50-12 319 161 0.644 0.394 1.63

HA-9卜50-12 265 133 0.534 0.311 1.72

HA｢71-40-10 239 150 0.584 0.614 0.95

HA-7卜50-12 284 143 0.573 0.395 1.45

HA-71-60-15 326 136 0.546 0.276 1.98

HA-7卜40-20 333 EEq 0.567 0.293 1.94

HA-7卜50-16 333 144 0.575 0.411 1.40

HÅ-71-50-20 387 148 0.592 0.283 2.09

H8-7l-50-12 149 150 0.679 0.449 1.51

HB-71-50-16 147 128 0.579 0.428 1.35

HB-71-50-20 153 125 0.566 0.322 1.78

HB-7卜60-20 176 124 0.563 0.310 1.82
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第7章 薄肉鋼柱の達成座屈強度の算定式

7.1 概 説

鋼構造物の圧縮部材の設計において､現道路橋示方書l)では降伏点応力度以下での局部

座屈の発生を考慮した許容応力度式が採用されており,比較的幅厚比の大きい板要素の使

用が言忍められている｡従来､その構成板要素は作用する応力が､鋼材の降伏点応力度に達

するまで局部座屈は生じないという条件があり､幅厚比の制限があった｡通常の圧縮部材

の設計においては､鋼材の降伏点応力産まで局部座屈を生じないような板厚を用いること

が合理的である｡しかしながら､交番応力として小さな圧縮応力を受ける部材､もしくは

架設時のみに小さな圧縮応力を受ける部材において､鋼材の降伏点応力度まで局部座屈を

生じないような板厚を用いることは不必要に厚い板を使用することになり､不経済な設計

となると考えられる｡また､高張力鋼材の使用においては､幅厚比は相当小さく制限され

断面の薄肉化が妨げられており､高張力鋼の有効な利用がなされていなかったと思われる｡

一方､我国のみならずアメリカ合衆国や西ドイツ等の諸外国でも鋼構造物の圧縮部材の

設計において､降伏点応力度以下での局部座屈の発生を考慮した許容応力度式を採用して

いるo アメリカのAl§c設計示方書の規定2)は､ 1969年にCorne11大学の研究グループが冷

問加工部材に対して開発した方法3)を取り入れたものである｡また､西ドイツでは､ 1978

年制定のドイツ鋼構造委員会(DASt)の鋼板の座屈計舞指針4)でも局部座屈と全体座屈の達

成座屈強度の算定方法の規定があり､圧縮部材の設計に局ILLS座屈を考慮した応力度式が採

用されているo オーストラT)ア5)でもアメリカのAISIの規定と同様に､冷間加工鋼部材に

対して達成座屈強度の規定がある｡我国の現道路橋示方書においては､降伏点応力度以下

での局部座屈の発生を考慮した許容応力度式を採用しているが､今までの理論的･実験的

研究も少なく設計の実績も乏しいので､耐荷力評価式はかなり安全側の評価を行なってい

る｡

このように､達成座屈に関する理論的･実験的研究は部材の耐荷力を厳密に評価し､-荏

済的な設計をする上にも必要である.このような情勢から､宇佐美ら]0)～ll)は一連の箱形

断面柱の達成座屈実験と解析結果より中心軸圧縮及び曲げを受ける場合の設計公式を提案

している｡この設計公式はAISCの考え方を基にし､低減係数Qを用いて整理している｡ま

た､中井ら]51も箱形断面柱の圧縮と曲げを受ける部材の達成座屈の強度式を提案しているo
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一方､ H形断面部材については､冷間加工鋼部材に関する設計強度式が､
Kalyanaraman9)

らやtlancocklO)により提案されいる｡しかし､溶接H形断面部材の達成座屈挙動の実験的

研究ははとんどなく､また､構成板要素の幅厚比の大きさにより､ウェブとフランジの相

互の板要素が影響を考慮した達成座屈強度式はほとんどないq)が現状であるo

本章では､溶接H形断面鋼柱が中心軸圧縮を受ける場合の達成座屈の強度算定式の提案

を行なう｡まず､各国の中心縮圧縮柱の達成座屈の設計規定について述べる｡次に､第4

章で誘導した結合解析法を用いてH形鋼柱の達成座屈実験の解析を行ない､実験結果との

比較検討を行なって解析法の妥当性を示す｡さらに､.溶接H形断面の中心軸縮圧縮柱の達

成座屈を生じる場合の設計強度式を短柱および鋼柱の実験結果を基にして提案する｡そし

て､幅厚比及び細長比等をパラメータに選んで､ H形短柱および鋼柱のパラメータ解析を

行ない､強度式と解析結果から得られた鋼柱の強度との比較検討し､提案式の妥当性につ

いて検証する｡

7.2 既往の研究

ここでは､各国及び我国の局部座屈を考慮した中心軸圧縮部材の設計の規定および宇佐美

らが提案している中心軸圧縮を受ける部材の設計公式について説明する｡

1) AISCの考え方

∧ISC設計示方書の規定は､冷間加工部材に対するAISIの規定3)の考え方を採用している｡

そこでまず､ AISIの規定の考え方について述べる｡

捕剛された板要素で構成された細長比が小さい柱は､降伏によって崩壊する｡従って､

板要素の厚さが十分に厚ければ､最大荷重は全断面積をAとして

P -

oyA (7･1)

で与えられるo もし､板が十分に厚くなければ次式のWinterの有効幅beの考え方.7)･18)杏

導入する｡

be

ら

ここに､ oc,は局部座屈応力度であり､ oeは最大応力度である.よって
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P =

oyAcff. (7.3)

と表わされる｡ここに､Aeff.はoyに対応する有効帽から計算される有効断面積である.こ

の式は､板要素間の相互作用を考えていないが十分に精度のある結果を与える｡式(7.3)

の両辺をAで割ると

P/A -

og(AeJj./A)

ここで

Qo - AeJf./A

とおくと､式(7.4)は

P/A -

oyQo

(7.4)

(7.5)

(7.6)

一方､もーし断面が捕剛されていない板要素で構成されている場合には､局部座屈後の余

剰耐力は期待できないので､最大荷重は

P - Aoc,

あるいは

P/A =
oc,

ここで

Qs -

oc,/oy

とおくと

P/A - Qsoy

(7.7)

(7.8)

(7.9)

(7.10)

もし､断面が補剛されている板要素と捕剛されていない板要素とで構成されている場合

には､最大応力度は､補剛されていない板要轟が局部座屈を生じる応力度であると安全側

に仮定する｡

逆に､補剛されている板要素の局部座屈応力度が補剛されていない板要素のそれよりも

小さい時は､最大荷重はoc,に対して求まる有効断面積A'eff.を用いて

P =

oc,AeJJ,

と表わされる｡式(7.4)と同様に

ノ

Qo = AeJf./A

を導入し､式(7.9)を用いると式(7.ll)は

P - QoQsAoy = QAoy

(7.ll)

(7.12)

(7.13)

と与えられるo ここに､ Qを形状係数(form factor)あるいは低減係数と呼ぶQ 式(7.1)と

式(7.13)を比較すると､細長比が小さい柱の強度に及ばす局部座屈の影響ほ､式(7.1)に

おいてoyのかわりにQoyをとることにより説明出来ることが分かるo
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以上がAISIの規定である｡そこで､中心軸圧縮柱の達成座屈強度はつぎのようにして求

める.局部座屈がないときの中心軸圧縮柱の強度oE,は､等価細長比言の関数f(･)として

次式で表わされる｡

oec,
- I(A)oy (7.14)

局部座屈を考えるときは､柱と同一断面の短柱の局部座屈強度og,すなわち式(7.13)より

求まるQoyをoyのかわりに使用し､達成強度o諾を求めれば次式となるo

昭= Qf(ノす言)oy (7.15)

つまり､上述の方法がAISCの考え方である.しかしながら､このQをどのようにして求め

るかが問題となるo たとえば､計算による場合式(7.2)においてoeがoyになるときに耐荷

力になると仮定すると､ Qは等価幅厚比Rlこより次式で近似的に求めることができる.

普- (- o･22/R)/R (7･.6,

ここに'

R-吉備
(7･-7'

しかし､この考え方の問題点は､局部座屈後の急激な剛性低下の持つ影響を全く無視して

いることにある｡また､柱の構成板を単一に考える場合､応力勾配のある板要素の座屈後

の挙動が不明確である｡そこで､もっと正確にQを求めようとすれば短柱実験を行なえば

よく､この場合次式で求められる｡

P∈
Q-蛙=-

oy Aoy

しかしながら､常に実験によりQを求めるのは容易なことではない0

(7.18)

2) DASt指針012の考え方4)

降伏点応力度を基準に無次元化して表わした板の座屈応力度oE,と柱の座屈応力度og, ､

およぴこれらの達成した座屈応力度o詳の相関関係を図7.1に示すo 図7.1の縦軸の横側に

示してある曲線は､板の座屈応力度曲線であり次式で表わされる｡

I;4
(R≦0.7)

- 0.671F7 (0.7<R<1.291)

(R≧1.291)

この､曲線はWinterの実験､ Bilsteinの実験の理論解析結果から得られているo
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また､横軸の下側にある曲線は鋼柱の耐荷力曲線を示し､ヨーロッパ鋼構造連合(ECCS)6)

の座屈曲線のbラインに近似的に対応しているo 図7.1において､領域①では降伏に至る

まで局部座屈も柱の座屈も生じない｡領域②では局部座屈が先行し､ ④では柱の座屈が先

行するo 領域②と領域③の問の領域④が達成座屈を生じる部分で､その境界はR′とR′′で示

される｡なお､f(は次式で表わされる｡

R - 0.ll + 0.68

また､達成座屈を生じる領域の座屈強度oecfは次式で求めるo

ooEyf
-

(瑞,o･75
ここに､

′

i. -育+
(3^･8.-7R)(_R1.RT')
3.4+R-0.ll

(言>o.2 , R′>R>R")

(7.20)

(7.21Q)

(7.21b)

3) 我国の道路橋示万苦の考え方

我国の道路橋示方書においては､局部座屈応力度が降伏点応力度を超える板要素で構成

された基準耐荷力､つまり局部座屈を考えない柱の耐荷力をog,としたとき､ oE,で局部座

屈する板要素を用いた場合の達成座屈応力度昭を次式で算定しているo

cr…アニog,(oE,/o.J) (7.22)

ここに､ oP,は板要素の局部座屈応力度

また､道路橋示万苦では､局部座屈に対する許容応力度を定めるための基準耐荷力式す

わち低減係数Qは､次式で与えられる｡

告-(蒜
'(RES,0.I.77',

(7･ 23)

ただし､ Rは等価幅厚比で､特に､ R>0.7の領域では､弾性座屈強度の1/2を基準耐荷力

としている.これは､初期不整や残留応力または他の要因により､ 0.7<R<1.3の領域では

実験値が弾性座屈の理論値を下回ること､およびより幅厚比が大きい領域では､低い応力

度で面外たわみや剛度の低下が生じやすいことを考慮している｡

そこで､式(7.22)を式(7.15)と同じようにQと∫を使って表わすと次式となる｡

og字- Qf(A)oy (7.24)

すなわち､示方書では局部座屈のないときの柱の強度f(丁)を単純にQ倍して達成強度を求
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めている｡このことからも､示方書はかなり安全側の値を与える｡

4) 宇佐美らの提案設計強度式

宇佐美らは一連の溶接箱形断面を有する柱の達成座屈実験を行なって､局部座屈を考慮

した中心軸圧縮柱の設計強度式を提案している｡これは､ AISCの考え方を基にして次式の

ように表わされる｡

フランジ幅b､ウェブ幅d､フランジ厚t､ウェブ厚wの箱形断面を考え､次のような設計

公式を導いている｡

a)降伏点応力度の低減係数Qを次式により求める｡

Q = 0.7/R
_i
1.0

ここにRは次に示すRJと札の小さい方の値とするo

Rf-与厩
Ru

-雷J雷雲…声
b)中心軸圧縮柱の強度o;㌫は次式より求まるo

き-÷…
ここに

.0
(入 ≦0.2)

.109
-

0.545盲′ (o.2≦言′≦1.0)

.o/(o.773+盲′2)
(了′≧l.0)

言′-JqT,育-告吉

(7..25)

(7.26)

(7.27)

(7.28)

(7.29)

宇佐美らはこの設計強度式の妥当性について､数値解析から得られた強度との比較を行

なって検討している｡式(7.25)の低減係数Qは実験より求められた平均曲線であるが､短

柱の解析強度はこれより多少下回った｡また､式(7.28)の柱の強度と計算結果との誤差が

数%内であり､はぼ妥当であることが示されている｡

また､図7.2は上で述べた局部座屈強度oE,/oyと等価幅厚比Rの関係を示したものである｡
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7.3 達成座屈実験の解析と考察

7.3.1 解析方法

第4章で誘導した結合解析法を使用して達成座屈実験の解析を行なう｡解析モデルは､

和材中央点を中心に部材軸方向に左右対称の場合を考え､全部材長の半分を板要素-はり

要素(結合点は-ケ所)とし､実験ではY軸回･りが両端ヒンジなので､図7.3に示すよう

なモデル化を行なった｡また､モデルの板要素部分の断面の幅方向の分割数は､フランジ

部は6分割､ウェブ部は4分割および板厚方向に6分割した｡はり要素部分ほ､軸方向に

8分割､断面内はフランジ､ウェブとも幅方向に8分割､板厚方向に8分割の計192分割

しているo なお､ DLは板要素部分の長さである.以下の解析において､材料特性は第5章

の図5.1に示す引張試験の結果を用いたが､応力ーひずみ関係は図5.8に示すbi-1inear形

とし､降伏後の接線係数Es,として3.2mm材で0.765KN/mm2､ 4.5mm材で0,967KN/mm2を使用

した｡残留応力は第6章の図6.1に示すような測定値を修正した分布を使用した｡また､

部材の初期たわみは､その最大初期たわみの大きさは表6.2に示す実測値とし､初期たわ

み形状は半波の正弦関数を仮定した｡なお､圧縮荷重は荷重点において変位制御により与

えた｡

7.3.2 解析と実験結果の比較検討

第4茸では局部座屈が生じない断面寸法の解析モデ)i,rを使用したが､ここでは達成座屈

実験供試体を解析モデルに選んで解析を行なう｡そこで､板要素部分の軸方向の分割数に

ついて調べたo 解析精度は､ひずみ一定要素を用いてどの程度板の面内曲げを近似できる

かという点に関係している.そこで､実験供試体HA-71150-12を用いて､ DLの長さと板要

東の軸方向分割数を変化させて解析した｡なお､初期たわみほこの解析のみ最大L/1000正

弦波半波形で与え､ DLは20cm(0.23L)と30cm(0.35L)の2種類を使用した｡

図7.4は縦軸に最大荷重を降伏点応力度で無次元化し､横軸にはフランジの幅bと図中●に

示す板の細要素の軸方向の長さIeの比の関係を示したものであるo これより､フランジの

Ie/bが小さくなるほど両解析値は近づいており､ Ie/bが0.1程度であればDLの長さに関係

なく十分よい結果が得られると考えられる｡しかし､比の長さが長くなると分割による節

点数も増加し､計算時問も増大するので効率が悪いのと思われる｡このことより､面内曲

げを受ける板要素の軸方向の分割方法と耐荷力の関係が明らかになった｡また､この結果

より､実験解析では板要素部分の軸方向の分割方法として､ Ie/bを 0.1-0.15とし､ DLは

---
21:I)一--



0.2-0.3Lとして解析した｡

図7.5は第6章の実験供試体の解析結果で､ (a)はHAシリーズの幅厚比を一定にして細長

比を変化させた3体で､ (b)はrlBシT)-ズのウェブの幅厚比を一定にしてフランジの幅厚

比を変化させた3体の荷重一変位曲線を示したものであるo 図7.5の縦軸は平均圧縮応力

a(=p/A))を､横軸は､部材中央ウェブ中心点Bの横たわみwを板厚士で無次元化したもの

である. tlAシリーズでは､最大荷重および最大荷重前後の変位性状はよく対応しており､

細長比の変化に伴って変位挙動の違いがよく解析できていることがわかる｡また､ HBシリ

ーズでは最大荷重が多少大きい結果もあるが､最大荷重前後の変位性状はよく対応してい

る｡フランジの幅厚比が大きいHB-7ト50-20供試体では､最大荷重に達した後の変形挙動

はよく解析できていると思われるo また､ HB-71-50-16供試体は哉荷の初期の段階からた

わみが生じており､第6葦に述べたように問題があったと思われる｡図7.6は､解析と実

験によって得られた最大荷重.をそれぞれ(P.α/Py)｡no,.および(P.o=/Py)esp.として比較したも

のである｡結合解析によって得られた結果は実験値とよく一致していることがわかり､本

解析法の妥当性が示された｡

これらの解析結果より､最大荷重および変形挙動は実験結果とよい対応を示すことがわ

かった｡また､板要素部分の軸方向分割数と耐荷力の関係が明らかになった｡

7.4 達成座屈強度の算定式の提案と検討

7.4.1 達成座屈強度の算定式の提案

第5葦および第6章での薄肉H形断面の短柱と鋼柱の耐荷力実験の結果より得られた､

中心軸圧縮を受ける部材の達成座屈強度の算定式について述べる｡

図7.7(b)に示すH形断面を考える｡短柱強度実験より低減係数Qは次式で与えられる｡

Q - 0.77/Rfw≦ 1.0

ここにRfw は次式より求まるo

RJw

-空席
-岩原蛮票ただし

o'y
=

ogf(2Af/A) + oyu(Au/A)

(hwtJ/bftw>3. 07)

(hwtf/bftw≦3. 07)

-
ii)1(;-

(7.30)

(7.31(コ)

(7.31b)

(7.32)



なお､ oyf,Afおよびoyw,Awほそれぞれフランジの降伏点応力度､断面積およびウェブの降伏

点応力度､断面積でA=2Af+Awとなる.たwぐおよぴkJ(は第5章の付録5.1に示す方法により

求めるものとするo これより､中心軸圧縮柱の強度o忘Z=は次式より求める.

.o
(言′≦o.2)

.109
- 0.545言′ (o,2≦丁′≦1.0)

.o/(o.773+言′2)
(盲′≧1.0)

盲′-Jq盲･了-字書
ここに,

(7.33)

(7.34)

7.4.2 解析パラメータ

まず､短柱の解析を行なう｡解析には､フランジとウェブの幅厚比をそれぞれ3種類考

え､それらを組み合わせて達成を考慮した等価幅厚比RJwを計算した.フランジの幅厚比

は10,16,22およびウェブの幅厚比は30,50.70と両者ともかなり大きい値をとった｡この結

果､表7.1に示すような4種類のRfwを計算に用いることにしたo なお,表7.1のRfpの

( , )は､左側がり.ェプの幅厚比で､右側がフランジの幅厚比である｡解析に用いた材

料定数は衰7.1に示す｡板の初期たわみ形状は図7.7(b)に示すように仮定した｡フランジ

とウェブの交線部分は直角を保つようにフランジ部分のたわみを仮定している.ウェブの

最大初期たわみ量△wEま道路橋示方書制限値を与えたo 残留応力は図7.7(c)に示す分布形

を与え､圧縮残留応力の最大値は0.3oyとしたo また､短柱の長さは第5章の付録5.1より

最小座屈モードの長さを計算し､ cl/hwまたはG/bfが1.0になるようにとったo 解析対象ほ1

/2部分とし､分割方法はフランジ及びウェブの幅方向に6分割､長さ方向に6分割とした｡

なお､荷重は､ X軸方向の端点に一様変位の変位制御により与えたo

次に長柱については､使用した断面寸法､形状､等価幅厚比Rfwおよび残留応力の分布

は短柱の場合と全く同様である｡解析対象はL/2で(Lは部材長)
､分割方法は板要素およ

びほり要桑ともに達成座屈実験解析の場合と同じであるo 板要素部分の長さDLほ0.2-0.3

Lとし､軸方向の分割数は､
-細要素の長さ方向の長さLeとフランジ幅bとの比te/bが0.1

-0.15になるようにモデル化した｡部材の最大初期たわみの大きさはL/1000とし､初期た

わみ形状は半披の正弦関数と仮定した｡また､荷重は変位制御により与えた｡

7.4.3 算定式の検討
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圧縮を受ける短柱の解析結果を図7.8に示す｡図は計算結果から得られた短柱強度を低

減係数により整理したもので､式(7.30)と計算結果を比較したものである｡なお､図にほ

フランジとウェブの幅厚比の組み合わせを変化させた他の等価幅厚比Rfwの計算結果も示

してある｡等価幅厚比が1.0以上では､解析結果は式(7.30)より強度は大きく計算されて

おり､式(7.30)はかなり安全側になるが､この式を用いれば短柱強度をよく推定できる｡

次に､図7.9は中心軸圧縮鋼柱に対する解析結果を､式(7.33)の提案式の耐荷力曲線と

比較して示したものである｡図のプロットは式(7.30)の低減係数Qを用いて整理した解析

値である｡結果は､ 2,3の場合を除いて式(7.30)の提案式の推定強度を上回っており､提

案式の妥当性が示された.なお､修正細長比丁′が0.5以下では提案式よりもかなり強度が

大きくなっている｡

麦7. 2は解析で得られた最大平均圧縮応力度oゎ瓜(=P,c,I/A) ､ o,α/a;およびou.s/cr;等をまと

めて示したo 表7.2のou.sは､第6葦で求めた方法と同様で､現行の道路橋示方書の許容応

力規定で計算した許容軸方向圧縮応力度ocoを安全率倍して耐荷力表示したものであるo

また､ bf/tJ>16,hw/fw>56の供試休もあるが､示方書の表の式をそのまま適用して求めた.

解析結果との比較をo.a/ou.sで表7.2に示している｡この表からもわかるように､達成座屈

の影響がなかったと考えられる供試体Rfw=0.772を除いた他の供試体では､耐荷力は解析

結果の方が耐荷力評価式で計算した値に比べて44-180%も大きく上回っており,達成座屈

する場合の示方妻の耐荷力評価式は､解析結果からも応力的には安全側過ぎることかわか

った｡

7.5 結 論

本章では､圧縮を受ける薄肉H形鋼柱の座屈実験供試体を､結合解析法を用いて解析し

て実験結果と比較検討した｡実験結果から達成座屈の強度式の提案を行ない､パラメータ

解析より得られた強度と比較した｡得られた結果の主なものを挙げると次のようである｡

(1)本解析法を用いて局部変形の影響を考慮した鋼圧縮部材を解析する場合の板要素部

分の軸方向分割方法の目安が得られ､解析モデル化が簡単に行なえるようになった｡

(2)本解析法は､初期たわみや残留応力等の初期不整を考慮して､達成座屈挙動や耐荷

力が精度よく解析できる｡

(3)解析結果は最大荷重および変形挙動とも実験結果とよい対応を示し･､本解析法の妥
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当性が示された｡

(4)短柱実験から得られた短柱強度式(式(7.30))は､解析結果とよい対応を示したo

(5)提案した中心軸圧縮柱の強度推定式は解析結果とよく一致する｡

(6)部材が達成座屈をする場合､解析結果に比較しても現行の示方書の部材の耐荷力の

評価式は応力的には相当安全側になるo
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用いた記号

Q
:座屈荷重を最小にする座屈たわみモード

A
:断面積

^efJ.
:有効断面積

AJ
:フランジの断面積

Av
:ウェブの断面積

b
:箱形断面､ H形断面のフランジ幅

be
:有効フランジ幅

bJ
:H形断面のフランジ半幅

bl/tf :フランジの幅厚比

d :箱形断面のウェブ幅

E
:ヤング率

Est
:ひずみ硬化係数

九 : H形断面のウェブ高

九抄: H形断面のウェブ内側高

h.v/tu :ウェブの幅厚比

hw/bf : H形断面のウェブ高とフランジ半幅の比

た
:座屈係数

たf(
:フランジ板を基準とした座屈係数

kw(
:ウェブ板を基準とした座屈係数

Ie
･.一細要素の軸方向の長さ

L
:部材長

L/r
.･細長比

P,瓜
:実験鋼柱の最大荷重

Qo,Qs,Q :形状係数または低減係数

r
:弱軸回りの断面二次半径

R′,R" :西ドイツのDASt指針012の座屈曲線の境界線

Rf
:フランジ板の等価幅厚比(た=0.425)

RJu
:ウェブとフランジの達成を考慮した等価幅厚比

Rw
:ウェブ板の等価幅厚比(i-=4.0)
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t
:板厚､箱形断面のフランジ幅

り:フランジの板厚

i.o
:ウェブの板厚

w

:実験供試体のウェブのたわみ､箱形断面のウェブ厚

αJ :比α/bJ

c(w
:比a/hw

くJ :フランジの拘束度係数

(w :ウェブの拘束度係数

言
:等価細長比

A :
､々-/I

えm
:式(7.21 )

L,
:ポアソン比

7r
:円周率

oぎ,, o£al :短柱の最大引張応力度

ogr. o忘瓜:局部座屈を考慮しない場合の鋼柱の最大応力度

昭, o忘S= :局部座屈を考慮する場合の鋼柱の最大応力度

o,c
:圧縮残留応力

oy
:公称降伏点応力度

o芸:平均降伏点応力度(式(7.32))

oyf :フランジ板の降伏点応力度

o!,w
:ウェブ板の降伏点応力度

oe
:最大応力度

ou,s
:現行の道路橋示方書の許容応力度規定で計算した許容軸方向圧縮

応力度ocQを安全率倍して耐荷力表示したもの

oE, :局部座屈応力度
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表7.1解析パラメータ

Young'sModu]usE 206(KN/mm2)

YieldStressoy 245(N/mm2)

PfateThI'Cknesstf,tw 3.2,4.5mm

Poisson'Ratiolノ 0.3

SlendernessRatioRfw 0.772(35,10)

(hw′tw,bf′tf) 0.903(50,16)

1.068(50,22)

1.259(70,22)

ResiduaIStressqrc/oy 0.3

ーnitia]Ptate△W/hw 1′150

Defーection

Jnitia]Co]umn8o/L 1′1000

Def]ection

衰7.2 解析結果

Specimens Rtw L/r bt/t hvv/I qr'y)x cru.s qT7W]X

RFA-30

RFÅ-50

RFA-70

RFA-100

RF8-30

RF8-50

RF8-70

RFB-100

RFC-30

RFC-50

RFC-70

RFC-100

RFD-30

RドD-50

RFD-70

RFD-100

0.772

0.772

0.772

0.772

0.903

0.903

0.903

0.903

1.068

1.068

1.068

1.068

1.259

1.259

1.259

l.259

30 10

50 10

70 10

100 10

30 16

50 16

70 16

100 16

30 22

50 22

70 22

100 22

30 22

50 22

70 22

100 22

35

35

35

35

50

50

50

50

50

50

50

50

70

70

70

70

0.937 0.940 1.0

0.768 0.820 0.94

0.660 0.700 0.94

0.505 0.513 0.98

0.938 0.591 1.59

0.811 0.515 1.57

0.634 0.440 1.44

0.503 0.323 1.56

0.76 0.333 2.28
0.705 0.290 2.43

.0.610
0.248 2.46

0.420 0.175● 2.40

0.854 0.302 2.83

0.686 0.263 2.61

0.590 0.225 2.62

0.400 0.165 2.42
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図7.1達成座屈応力度(DASt.012)
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図7.2 局部座屈応力度と幅厚比Rの関係
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図7.6 最大荷重の比較
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(b)断面寸法(a)初期たわみ形状

1#iiS.･
｣トOTrc

(c)残留応力分布

図7.7 短柱解析
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図7.8 短柱の最大圧縮応力度
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第8章 結 論

本論文では､中心軸圧縮を受ける薄肉H形断面鋼柱の部材の全体座屈と板の局部座屈の

達成座屈問題について､薄肉骨組構造部材の断面の変形を考慮して全体構造の解析ができ

る有限変位弾塑性解析の理論を展開し､この解析法による数値解析と考察､さらに､実験

による達成座屈現象の把握､および達成座屈強度の算定式の提案を行なった｡なお､各章

で得られた結論はそれぞれの章夫に述べたが､本章ではそれらの主要な結論を要約する｡

第1葦では達成座屈に関する既往の研究の概説､本研究の目的および本論文の内容と構

成について述べた｡

第2葦では任意形状の薄肉開断面の三次元構造の有限変位弾塑性解析法を､ポテンシャ

ルエネルギー増分の停留原理に基づいて誘導し定式化を行なった｡本解析結果と他の理論

解析結果や実験値と比較し本解析法妥当性について検討した｡得られた結果は次のようで

ある｡

1)初期たわみや残留応力及び荷重の偏心等がある薄肉開断面構造物の幾何学的非線形

性と材料学的非綾形性の両方を考慮した剛性マトリックスを誘導した｡

2)相当応力度､相当ひずみの概念を用いて二軸応力状態での材料の弾塑性ひずみ硬化挙

動を､単軸応力状態の硬化型弾塑性関係で表わしている.

3)増分荷重ごとに部材断面の応力度分布及び塑性域の発達を､全荷重過程を通して追跡

し表示することができる｡

4)本解析法では､剛体変位除去の手法を使用しなくとも､大たわみ問題を単精度計算に

より精度よく行なえるo

5)部材が組み合わせ荷重を受ける場合､本解析結果が実験結果や他の解析結果とよく対

応しており､弾塑性状態での剛性評価がうまくできている｡

また､本解析法の主な特徴を第2章の概説で述べたが､今後は次の点についてさらに検討

する必要があると思われる｡

(a)任意形状開断面部材の非弾性そりねじり挙動を解析｡ (b)ひずみの反転を考慮した影

響｡ (c)部材断面の図心軸以外の任意点に荷重が作用した場合の解析｡

なお､ H形断面部材の圧縮とねじりを受ける部材場合のそりねじり挙動について､解析と

実験を行なっている｡

第3章では板構造の弾塑性有限変位解析法を､ポテンシャルエネルギー増分の停留原理

に基づいて誘導した｡数値解析例により本解析法の妥当性および有効性について検討した｡
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得られた結果は次のようである｡

1)三角形平板要素は通常用いられるひずみ一定の要素と曲げ要素からなり､その定式化

が容易である｡特に､面外曲げ問題に対しては少ない分割数で大変位解析が可能であ

る｡

2)通常のひずみ一定三角形要素に､平面応力問題において存在しない面内回転剛性を導

入して､一節点6自由度の三角形平板要素を導いている｡また､面内回転変位は線形

変位関数を仮定しているので定式化が簡略された｡

3)板の面内曲げを受ける場合の､板要素の幅方向及び軸方向の分割方法と精度の関係を

明らかにした｡特に､ひずみ一定要素を使用する関係上､軸方向の分割数が大きく影

響する･ことが判明したので､解析する際には分割数に十分注意する必要がある｡

4)面内回転角も適切に計算されており､面内回転剛性の導入の妥当性が示された｡

5)剛体変位の除去の手法を用いるこ.とによりひずみ一変位関係が線形化でき､大変形挙

動をよく解析することができた｡

6)残留応力や初期たわみが存在する場合も､その変形挙動や最大強度もよく解析でき

ており､弾塑性剛性の評価方法の妥当性が示された｡

なお､はりの曲げ問題における応力度の線形分布に対応するように､面内変位を補正す

る方法もあるが､立体構成した場合に自由度が大幅に増加するので有効でないと思われるo

第4章では､局部座屈等による断面の変形を考慮して全体構造を解析する手法として､

はり要素の有限変位弾塑性解析法と板要素の有限変位弾塑性解析法を結合して解析する方

法を提示した｡本解析結果と他の理論解析結果及び実験結果と比較検討し解析法の妥当性

について検討した｡得られた結果は次のようである｡

1)板要素により立体構成した板要素部分とはり要素の結合は､多点拘束処理の手法によ

りうまく処理ができ､変位の連続性も満足している｡また､結合部での応力度もはり

理論値とよく対応している｡

2)結合解析でのモデル化において､両要素の結合位置つまり板要素部分の長さは､部材

長Lの0.2-0.3程度でよいと思われる｡

3)解析精度は､単一板と同様に面内曲げを受ける板要素の長さ方向の分割数に関係があ

るo この分割数は､板面内曲げを受ける板要素の幅bと一板要素の軸方向の長さl.の

比Ie/bが0.1-0.2程度であれば十分である.

4)板要素が降伏点応力度に至るまで局部座屈を生じない断面の解析例ではほぼ満足する

結果が得られた｡
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第5章では､一様圧縮を受ける溶接H形断面短柱の最大強度及びウェブとフランジの達

成局部座屈挙動の実験､及び有限変位弾塑性解析を行なった｡得られた結果は次のようで

ある｡

1)幅厚比が大きい板要素からなる短柱では､局部変形が発生してから最大強度に達する

までにかなりの余剰耐荷力がある｡

2) H形断面短柱のフランジとウェブは互いに達成しながら変形し､フランジとウェブの

接合辺はほぼ直角を保持していた｡

3)幅厚比が比較的大きいH形断面の､構成板要素相互の影響を考慮した等価幅厚比RJw

と短柱の耐荷力との相関が大きいことが明らかにされた｡

4)今回の実験での短柱の耐荷力は､ Rfwを使ったohOI/0'y - 0.77/RJuの形で表わされ､.定

数はC-0.77となった｡これは両縁支持板に対する既存のデータの値0.7よりも多少大

きくなった｡

5)面内回転剛性を導入した一節点6自由度を有する板要素の有限変位弾塑性解析法は､

薄板要素で立体構成したH形短柱のフランジ及びウェブの変形挙動をよく解析できた｡

6)板要素の解析法より得られた最大強度ほ実験結果とよく対応し､板要素の有限変位弾

塑性解析法の妥当性が確認された｡

7)板要素断面内のウェブの平均圧縮残留応力はかなり大きく､また初期たわみははば

示方書の制限値以内であった｡

第6章では､圧縮を受ける薄肉H形鋼柱の弱軸回りの達成座屈挙動及び耐荷力に関して､

幅厚比や細長比を変化させて実験を行なった｡得られた結果は次のようである｡

1)フランジ及びウェブの幅厚比が小さい断面を持つ鋼柱は､最大荷重に達した後の変

形能が大きい｡また､局部座屈後もかなりの余剰耐力を保持している｡

2)しかし､フランジの幅厚比が大きくなると最大荷重に達した後の強度の低下が早い｡

つまり､変形にねばりがなくその変形能も小さい｡

3)フランジの幅厚比が大きい断面は､ウェブとフランジが達成して局部変形を生じ､

吾B材全体の耐荷力挙動に大きく影響するo

4)部材が達成座屈を生じる場合､実験結果に比較して現行の道路橋示方書の部材の耐

荷力の評価式は応力的には相当安全側となる｡

5)短柱の強度Q(-a,∬/o'y)から求まる仮想の降伏点応力度Qo;を用いると､ H形鋼柱の達

成座屈強度をよく推定できるo

6)実験結果からもわかるように､ H形断面の構成板要素の達成局部挙動および部材全
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体との達成座屈挙動は初期たわみや溶接残留応力等の初期不整を考慮して弾塑性解

析する手法が必要であると考えられるo

第7章では､圧縮を受ける薄肉H形鋼柱の達成座屈の強度式の提案を行ない､パラメー

タ解析より得られた強度と比較検討した｡得られた結果は次のようである｡

1)本解析法を用いて局部変形の影響を考慮した鋼圧縮部材を解析する場合の板要素部分

の軸方向分割方法の目安が得られ､解析モデル化が簡単に行なえるようになった｡

2)本解析法は､初期たわみや残留応力等の初期不整を考慮して,達成座屈挙動や耐荷力

が精度よく解析できる｡

3)解析結果は最大荷重および変形挙動とも実験結果とよい対応を示し､本解析法の妥当

性が示された｡

4)短柱実験から得られた短柱強度式(a.ar/o'y - 0.77/Rfw)は､解析結果とよい対応を示

した｡

5)提案した中心軸圧縮柱の強度推定式は解析結果とよく一致する｡

以上のように､薄肉H形鋼柱の達成座屈に関する理論解析法の確立と耐荷力実験を行な

って達成座屈の強度式を提案した.しかし､一合理的な設計式の確立のためには､軸力と曲

げを受ける部材についても数値解析および達成座屈実験を行ない､強度式を提案すること

が必要と思われる｡また､本解析法を用いて達成座屈挙動を精度よく解析するためには板

要素の軸方向の分割数を多くする必要があるので､定式化が容易で分割数が少なくて精度

がよい要素を開発できれば､さらに複雑な構造物にも簡単に適用が可能となると考えられ､

今後検討する必要がある｡
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